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１ はじめに  

令和８年度は、第二次山口市総合計画後期基本計画の４年目となる年度であり、令和９年度

までを計画期間とする第二次総合計画の仕上げに向けた取組を進めていく年度となります。 

また、新市誕生から２０年が経過し、合併当時に想定された本格的な人口減少局面を迎えつ

つある中、本市のまちづくりの都市政策の柱である「広域県央中核都市づくり」と「個性と安心の

２１地域づくり」を引き続き進めていくと同時に、一定の人口減少が続く社会にも適応したまちづ

くりを一層進めていくため、都市全体の「元気度を上げる」、「選ばれるまちへ」、「まちをスマート

に」の３つの視点のもと、新たなまちづくりモードへの移行を図る必要があります。 

そのため、本市の令和８年度当初予算を、「ずっと元気な県都づくり」、「ずっと元気な地域づく

り」、「安全・安心の暮らしの基盤づくり」を基調とした「新たな挑戦 元気山口」予算と位置づけ、

若者や子育て世代が安心して暮らし、働ける都市機能を備えた魅力あふれる中核都市づくりと、

全ての世代が住み慣れた地域で安心して住み続けられる地域づくり、そして、こうしたまちづくり

を支える安全・安心を守る取組を着実に進めることが可能な予算として編成しました。 

まず、「ずっと元気な県都づくり」では、いよいよ本番を迎える山口デスティネーションキャンペ

ーンを契機として、歴史文化を始めとした本市の魅力を更に引き出し、効果的に発信していくこ

とで、更なる交流創出とまちの活力向上につなげていきます。また、山口都市核づくりにおける本

庁舎周辺整備などの社会基盤整備を着実に仕上げていきながら、次期中心市街地活性化基本

計画の策定を進めます。同時に、小郡都市核づくりにおける新山口駅の更なる機能発揮に向け

た取組や、国道の整備促進を始めとした広域ネットワークの強化に向けた取組、都市核周辺エリ

アにおける居住環境等の向上に向けた土地利用の検討などを進めます。

また、農山村エリアを始めとした「ずっと元気な地域づくり」では、地域防災・地域づくりの拠点

となる地域交流センター等の機能強化を図るとともに、人と地域のつながりやコミュニティの元気

を支える活動への支援の強化、そして、２１地域の活性化や課題解決に向けた取組を応援する新

たな仕組みづくりなどを進めます。あわせて、農山村エリアにおける未利用農地等の活用も含め

た居住促進を図る取組や、基幹産業としての農林水産業の振興に向けた取組を進めます。 

さらに、「安全・安心の暮らしの基盤づくり」では、浸水対策を始めとした防災・減災対策に引き

続き取り組むとともに、安心の子育て・教育環境づくりを始め、医療・介護、交通、産業振興、環

境などの各分野において、安全・安心の暮らしを支える取組を進めます。 

こうした３つの方向性での取組にあわせて、企業や大学等との公民連携や、ＡＩを始めとしたデ

ジタル技術の活用（ＤＸ）を積極的に進めながら、人材育成（ＨＸ）や地域脱炭素の推進（ＧＸ）な

どの取組も通じて、地域課題の解決や地域経済の活性化につなげていく、また同時に、行政サー

ビスや公共施設等の総合的なマネジメントをより一層進めるなど、持続可能でスマートなまちを

目指した取組を進めます。 

また、依然として続く物価高の影響への対応などを切れ目なく進めるため、国の総合経済対策

も踏まえ、令和７年度における１２月以降の補正予算と令和８年度当初予算を、いわゆる１６か月

予算として一体的に執行することとします。あわせて、今後の経済財政運営と改革の基本方針を

始めとした国の政策等も踏まえ、また、県と緊密な連携をいたしながら、施策展開を図ります。 

以上のような基本的な考え方と方向性のもとで、「ずっと元気な山口」の実現に向けたまちづく

りに取り組みます。 

令和８年２月  

山口市長 伊 藤 和 貴
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令和８年度予算のイメージ図 
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（１）予算規模

■当初予算規模の対前年度比較 　　　（単位：千円）

令和８年度 令和７年度 増　減 伸　率

Ａ B （Ａ－Ｂ）　Ｃ C/B　％

■一般会計当初予算規模の推移 　　　（単位：億円）

　（注）平成２１年度までは山口市と旧阿東町の合計額（団体間の重複を除いたもの）

■当初予算と令和７年度１２月以降の補正予算を一体的に編成・執行

・国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」を踏まえた本市の経済対策など

※詳細はＰ163～164を参照

令和７年度１２月以降の補正予算と連動して切れ目なく対応

２　予算の概要

会 計 別

一 般 会 計 94,480,000 96,900,000 ▲2,420,000 ▲2.5

特 別 会 計 42,327,683 42,110,026 217,657 0.5 

合 計 136,807,683 139,010,026 ▲2,202,343 ▲1.6

702716 714
755 752 761 

828 849 824 830
871 902 939

877904
951

1092

969945

Ｈ20Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8

一般会計当初予算 ９４４億８千万円
（令和７年度比▲2．5％）
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（２）歳入の概要（一般会計）

　市　　　税 約２９４億１千万円  （対前年度比　＋約６億５千万円　＋２．３％）

市税については、賃金上昇による個人所得の増加の影響を踏まえ、個人市民税が約５億２千

万円の増額となることから、全体では約６億５千万円の増額を見込んでいます。

　地方交付税 約１８２億９千万円 　（対前年度比　＋約３億９千万円　＋２．２％）

地方交付税については、令和７年度の交付決定額や地方財政対策などを踏まえ、普通交付税

は約５億７千万円の増額、特別交付税は約１億７千万円の減額を見込んでいます。

　国庫支出金 約１５３億７千万円 　（対前年度比　＋約９億円　＋６．２％）

国庫支出金については、最終処分場跡地における太陽光発電設備の導入等に伴い、地域脱

炭素移行・再エネ推進交付金が約５億３千万円の増額、道の駅あいおの整備に伴い、地域未

来交付金が約２億円の増額となることから、全体では約９億円の増額を見込んでいます。

　繰　入　金 約３６億１千万円 　（対前年度比　▲約１２億５千万円　▲２５．７％）

繰入金については、目的に応じた事業や経費の財源として、特定目的基金が約１８億３千万円

の繰入れ、財政調整基金が約１６億８千万円の繰入れを見込んでおり、全体では約１２億５千

万円の減額を見込んでいます。

　市　　　債 約６９億４千万円  （対前年度比　▲約２５億３千万円　▲２６．７％）

市債については、平川地域交流センターや道の駅仁保の郷等の建設事業の進捗に伴う減額に

より、全体では約２５億３千万円の減額を見込んでいます。

（単位：千円、％）

　市税

　地方交付税

　普通交付税

　特別交付税

　国庫支出金

 うち過疎対策事業債

　その他（→詳細はＰ144）

▲2.5歳    入    合    計 94,480,000 100.0 96,900,000 100.0 ▲2,420,000

▲2.7

32.2 

20,864,862 22.1 21,439,012 22.1 ▲574,150

1,171,500 

▲1,253,423

1.2 886,100 0.9 285,400 

　繰入金 3,614,845 3.8 4,868,268 5.0

　市債 6,936,100 7.3 9,468,200 9.8

▲7.8

15,369,912 16.3 14,471,722 14.9 898,190 

2,043,000 2.2 2,217,000 2.3 ▲174,000

▲25.7

▲2,532,100 ▲26.7

3.6 

18,288,000 19.4 17,897,000 18.5 391,000 2.2 

16,245,000 17.2 15,680,000 16.2 565,000 

6.2 

2.3 

区　　分
令和８年度 令和７年度 比較

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 伸率

29,406,281 31.1 28,755,798 29.7 650,483 
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（３）歳出の概要（一般会計）

　人　件　費 約１７６億円 　（対前年度比　＋約７億７千万円　＋４．６％）

人件費については、定年延長制度に伴う退職者の増により、退職手当が約４億３千万円増額

するほか、給与改定に伴う給与の増加等も見込んでおり、全体では約７億７千万円の増額を

見込んでいます。

　扶　助　費 約２２９億１千万円 　（対前年度比　＋約５億３千万円　＋２．４％）

扶助費については、利用者の増に伴う障害福祉サービス給付事業費が約３億９千万円、障害

児施設サービス給付事業費が約２億３千万円の増額となることから、全体では約５億３千万円の

増額を見込んでいます。

　公　債　費 約１０９億７千万円  （対前年度比　＋１億５千万円　＋１．４％）

公債費については、新規に発行した市債による償還元金、利子の総額が、過年度に発行した

市債の償還終了による償還元金、利子の減額を上回るため、約１億５千万円の増額を見込

んでいます。

　投資的経費 約１０８億５千万円 （対前年度比　▲約３６億１千万円　▲２５．０％）

投資的経費については、事業の進捗に伴い、平川地域交流センター建設事業費が約９億８千

万円、仁保の郷整備事業費が約９億２千万円、消防指令センター共同整備事業費が約８億

１千万円の減額となることから、全体では約３６億１千万円の減額を見込んでいます。

　物　件　費 約１４５億１千万円 （対前年度比　▲約６億５千万円　▲４．３％）

物件費については、教材備品の更新の進捗に伴い、中学校ＩＣＴ教育推進事業費が約３億円、

新型コロナウイルスワクチンの接種者数の減に伴い、予防接種事業費が約１億４千万円の減

額となることから、全体では約６億５千万円の減額を見込んでいます。

（単位：千円、％）

　人件費

　うち給与

　うち退職手当

　扶助費

　公債費

　投資的経費

　普通建設事業

　災害復旧事業

　物件費

　その他（→詳細はＰ146)

区　　分
令和8年度 令和7年度 比較

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 伸率

3.1 

17,598,442 18.6 16,826,695 17.4 771,747 4.6 

11,055,647 11.7 10,728,392 11.1 327,255 

2.4 

1,104,484 1.2 671,381 0.7 433,103 64.5 

22,913,873 24.3 22,379,854 23.1 534,019 

▲25.0

10,965,192 11.6 10,813,889 11.2 151,303 1.4 

10,847,744 11.5 14,459,065 14.9 ▲3,611,321

15.5 

10,432,504 11.1 14,099,609 14.5 ▲3,667,105 ▲26.0

415,240 0.4 359,456 0.4 55,784 

2.2 

14,506,711 15.4 15,154,905 15.6 ▲648,194 ▲4.3

17,648,038 18.6 17,265,592 17.8 382,446 

▲2.5歳    出    合    計 94,480,000 100.0 96,900,000 100.0 ▲2,420,000
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３ まちづくりの概要 

市民生活の“安心”を守る取組～物価高の影響への対応～ 

（１）山口市経済対策 第１８弾拡充版（令和８年２月９日公表）

事 業 名 等 事 業 費 

○新 E 水道料金の基本料金４か月分の減免 

物価高騰対応生活環境支援事業（上下水道局）【上下水道総務課】 ３月補正 

550,000 千円

物価高騰の影響を受けている市民や事業者の経済的負担を軽減するため、水道料金の基

本料金４か月分を全額減免します。 

［減免対象］ 

奇数月検針の方：令和８年７月と９月の検針分 

偶数月検針の方：令和８年８月と１０月の検針分 

注）水道料金は、給水区域を奇数月と偶数月に区分し、２か月に１度検針を行っています。 

○新 E 井戸等の維持管理に対する支援 

物価高騰対応生活環境支援事業（環境部）【環境衛生課】 ３月補正 

20,000 千円

水道を利用されていない市民や事業者の経済的負担を軽減するため、給水施設等の維持

管理に要する費用として１世帯あたり 5,000 円を支援します。 

［助 成 額］１世帯（事業者）当たり 5,000 円（共同利用の場合は、１施設１申請） 

［申請時期］令和８年７月下旬、申請受付を開始予定 

・新規事業は○新 、拡充事業（取組内容を拡充した事業）は□充と表記しています。

・令和７年度補正予算により実行する取組や事業には、１２月補正または３月補正と表記しています。 

１２月補正・・・令和７年１２月定例会において補正予算成立済

３月補正・・・令和８年３月定例会において補正予算案を提出

なお、１つの取組や事業に、令和８年度当初予算と令和７年度補正予算の両者が含まれる場合は、 

一部補正と表記しています（金額の内訳は事業費欄に記載）。 

総額 ５億７，１９０万円

１世帯当たり 

約５，０００円 
の負担軽減 

基本料金 

４か月分 

減免 
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○新E 社会福祉施設等に対する光熱費高騰対策への支援 

高齢者施設光熱費高騰対策支援事業【高齢福祉課】、

障害者施設光熱費高騰対策支援事業【障がい福祉課】 ３月補正 

1,900 千円

物価高騰により、光熱費等が上昇する中、その影響を受けている社会福祉施設等に対する

支援を行います。 

山口県介護施設等・障害者施設等光熱費高騰対策支援金の補助対象にならない市内の社

会福祉施設に対して、県と同等の支援を行います。 

（２）山口市経済対策 第１８弾（令和７年１２月２２日公表済）

事 業 名 等 事 業 費 

□充E

物価高騰対応重点支援給付金給付事業【地域福祉課】 １２月補正 

300,000 千円

食料品等の物価高騰の影響を特に受けている令和７年度住民税非課税世帯及び住民税均

等割のみ課税世帯に対して、１世帯当たり１万円を給付します。 

［対 象 者］①令和７年度の住民税が非課税である世帯 

②令和７年度の住民税が均等割のみ課税世帯

（①、②いずれも住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く）

［給付方法］原則、プッシュ型方式（申請不要）により、令和８年３月下旬給付予定 

□充E プレミアム付商品券の発行への支援 

プレミアム付商品券発行事業【ふるさと産業振興課】 １２月補正 

580,000 千円

食料品全般の物価高騰が続く中、家計の負担軽減と市内経済の活性化を図ることを目的とし

て、商工会議所・商工会で組織する実行委員会が実施するプレミアム付商品券の発行に対して

支援を行います。 

［プレミアム内容］１０，０００円で１２，０００円分（プレミアム率２０％） 

［販 売 数］２２０，０００セット（予定） 

（デジタル商品券１１万セット、紙商品券１１万セットを予定） 

［取 扱 店］利用登録した市内の店舗 

［申請時期］令和８年３月下旬、申請受付を開始予定 

□充E 学校給食食材費の高騰分への対応  学校給食運営事業【教育総務課】 １２月補正 300,000 千円

物価高騰により、市立小・中学校の給食の食材費へ

の影響が生じている中、保護者負担を増やすことなく、

子どもたちに安定的に給食を提供するため、引き続き、

公費負担による支援を行います。  

□充E 住宅リフォーム工事への支援 安心快適住まいる助成事業【ふるさと産業振興課】 １２月補正 121,000 千円

市民が安心して快適に長く住み続けられる良質な住宅環境づくり

（住宅の省エネ化含む）と、リフォームを契機とした市内消費の下支え

に向けて、市内施工事業者を利用した市民の住宅リフォーム工事（自

己居住）費用の一部について、市内取扱店で使用できる商品券によ

り支援します。

［助成額等］・デジタル商品券の場合： 

対象工事金額の１０％（助成金額上限１０万円） 

・紙商品券の場合：

対象工事金額の１０％（助成金額上限５万円）

［申請時期］令和８年５月上旬、申請受付を開始予定 

発行総額 

２６．４億円 

総額 ２０億６，２００万円
（うち本市独自分１４億４，１００万円）
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□充E  中小企業等の省エネ機器等導入への支援 

 商工業振興対策事業【ふるさと産業振興課】 １２月補正 

30,000 千円

 電力等のエネルギー価格高騰の影響により厳しい経営状況にある中小企業者等の経営改善

に向けた省エネ機器等の導入を支援します。 

［対 象 者］市内に事業所を有し、１年以上の事業継続の実績を有する中小企業者等 

［対象経費］（ア）省エネ機器の導入経費（以下のａ、ｂのいずれも満たすもの） 

ａ 対象となる省エネ機器（品目） 

エアコン、ＬＥＤ照明機器・電球、冷凍・冷蔵庫、温水機器、 

ショーケース、複写機・複合機・プリンター、ガス調理機器 

ｂ 必要とする省エネ性能 

トップランナー基準を満たす（省エネ基準達成率１００％以上）製品 

（イ）事業用車両（緑・黒ナンバー車に限る）又は自動車運転代行業車両に 

取り付けるための低燃費タイヤ（エコタイヤ）の導入経費 

［補 助 額］上限３０万円（補助率（ア）１／２、（イ）１／４） 

［申請時期］令和８年３月、申請受付を開始 

 

□充E  

 

中小企業等の省人化・省力化機器等導入への支援 

 人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】 １２月補正 

20,000 千円

 中小企業者等の人手不足の解消と業務の効率化を図るため、人が行う業務を代替する機器

等の導入を支援します。 

［対 象 者］市内に事業所を有し、１年以上の事業継続の実績を有する中小企業者等 

［対象経費］人手不足の対応に向けて人が行う業務を代替する機器・ソフトウェア等の導入経費  

対象となる機器（例） 

自動精算機（セルフレジ）、券売機、自動チェックイン機、食器洗浄機、 

清掃ロボット、配膳ロボット、調理ロボット、セルフオーダーシステム、 

顧客管理・在庫管理システム、電話自動応答システム、会計ソフトウェア等 

［補 助 額］購入する場合は、上限５０万円（補助率１／２） 

リース又は利用する場合は、上限１０万円（補助率１／２） 

［申請時期］令和８年３月、申請受付を開始 

 

□充E  スマート農機等の導入への支援      スマート農業推進事業【農業振興課】 １２月補正 30,000 千円

 資材や燃料費等の高騰の影響により厳しい経営状況にある農業者が、農業生産における省

力化を通じた農業経営の効率化や生産性の向上を図るためのスマート農機等の導入を支援し

ます。  

［対 象 者］認定農業者等 

［対象経費］自動操舵システム付きのトラクターやコンバイン、農業用ドローン、水管理システムなど  

［補助率等］補助率 １／２以内（補助上限額２，０００千円） 

［申請時期］令和８年２月上旬、申請受付を開始予定 

□充E  

 

地域におけるＬＥＤ防犯灯の新設・更新への支援拡充 

エネルギー価格高騰対策支援事業【生活安全課】 １２月補正 

60,000 千円

 物価高騰の影響により、ＬＥＤ防犯灯の設置等工事費が高騰していることを踏まえ、自治会等

が実施するＬＥＤ防犯灯の新設及び更新工事に係る経費への支援を拡充します。 

［補助率等］  

ＬＥＤ防犯灯の新設・取替： 

補助率２/３、補助上限額２８，０００円 ＋  加算額２，０００円 

ＬＥＤ防犯灯の修繕・更新： 

補助率１/２、補助上限額１８，０００円 ＋  加算額２，０００円 

（建柱が必要な場合は、いずれも補助限度額を１８，０００円加算） 

［申請時期］令和８年４月に申請受付を開始予定 

 

 

  

＼令和８年度上乗せ／

省エネルギー基準達成率

１００％以上マーク 

低燃費タイヤ統一マーク
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事 業 名 等 事 業 費 

児童１人当たり２万円の「物価高対応子育て応援手当」の支給

物価高対応子育て応援手当支給事業【こども未来課】 １２月補正 

621,000 千円

物価高の影響を強く受けている子育て世帯に対する国の支援制度として、児童１人当たり２万

円の「物価高対応子育て応援手当」を支給します。 

［対 象 者］①令和７年９月分（令和７年９月に出生した児童については、令和７年１０月分）の

児童手当受給者等 

②令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までに出生した児童の父母等

［給 付 額］児童１人当たり２万円 

［給付方法］原則、プッシュ型方式（申請不要）による 

（上記②の対象者、公務員等は申請が必要） 

環境性能割の廃止で軽自動車購入時の負担軽減 

令和８年度税制改正大綱において、自動車税及び軽自動車税の環境性能割が令和８年３月３１日をもって

廃止されることとなりました。 

この改正により、皆さんが軽自動車を購入する際の負担が軽減されます。 

国の支援 
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後期基本計画の推進 

重点プロジェクト１ 子ども・子育て全力応援のまちづくり 

（１）子育てなら山口 

事 業 名 等 事 業 費 

 子育て家庭の負担軽減に向けた取組の推進 

○新 E  「こども誰でも通園制度」の開始 乳児等通園支援事業【保育幼稚園課】 153,788 千円

 

全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての

子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルに関わらないかたちでの支援を強

化するため、「こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）」を開始します。 

【対 象 者】保育所・認定こども園等に通園していない０歳６か月～満３歳未満の子ども 
【利用時間】子ども一人当たり月１０時間の範囲内で柔軟な利用が可能 
【実施施設(予定)】市内の保育施設 ２７施設（私立２２施設、公立５施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校給食への支援 

○新 E  小学校における学校給食の無償化 586,000 千円

 学校給食運営事業【教育総務課】 一部補正  うち、市費負担額

3 月補正 90,000 千円 国や県と連携し、市立小学校における「学校給食の抜本的な負担軽減（いわゆる給

食無償化）」に取り組みます。 

さらに、国の補助基準額を超える食材費について、本市独自に公費負担すること

で、保護者負担が生じないかたちで給食を提供します。 

 中学校における学校給食への支援（食材費高騰への対応） 114,000 千円

 学校給食運営事業【教育総務課】 １２月補正 <再掲>  

 物価高騰により、市立中学校の給食の食材費への影響が生じている中、保護者負

担を増やすことなく、子どもたちに安定的に給食を提供するため、引き続き、公費負

担による支援を行います。 

市立中学校については、これまでと同様に、月額７，１００円の給食食材費に対し

て、保護者負担は月額４，７００円となるよう支援します。 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）こども家庭庁「子ども・子育て支援金制度のＱ＆Ａ」をもとに作成

≪小学校における給食無償化のイメージ≫ 
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高校生世代までの子どもの医療費無料化 －こども医療費助成制度－ 計1,342,217 千円

乳幼児医療費助成事業、こども医療費助成事業、ひとり親家庭医療費助成事業【保険年金課】

引き続き、高校生世代までの子どもの医療費（保険診療による自己負担分）を無料と

する助成制度を実施します。また、ひとり親家庭に対する経済的な支援として、所得が基

準額以下のひとり親家庭の高校卒業までの子どもと母又は父の医療費（保険診療によ

る自己負担分）を無料とします。 

第２子以降の保育料無償化 市立保育園管理運営業務 など【保育幼稚園課】 295,026 千円

令和８年度も、引き続き、複数の子どもを育てる家庭について、所得や第１子の年齢制

限を設けず、第２子以降の保育料を無償化します。 
(公費負担額)

５歳児までの健康診査の無料化 

乳幼児健康診査等の実施 乳幼児健康診査事業【子育て保健課】 55,248 千円

□充 E

５歳児健診の実施医療機関の拡大 ５歳児発達相談事業【子育て保健課】 8,943 千円

引き続き、５歳児全員を対象とした医師等による健康診査を実施し、支援が必要な

子どもには、多職種による「5 歳児発達相談会」を実施します。 

令和８年度は、かかりつけ医での健診受診を可能とするため、健診実施医療機関に

ついて、市内の小児科医療機関に加え、近隣市への拡大を進めます。 

○新 E

ＲＳウイルスワクチンの定期予防接種化 予防接種事業【健康増進課】 35,000 千円

RS ウイルス感染症は、２歳までにほぼ１００％の乳幼児が感染する急性の呼吸器感染

症で、特に生後６ヶ月までに感染した場合、気管支炎や肺炎など重症化することがありま

す。新生児や乳児の重症化を防ぐため、妊婦が接種すると胎児に抗体が移る「母子免疫

ワクチン」を使用し、妊婦（妊娠２８週～３７週）を対象とした定期予防接種を実施します。

おたふくかぜワクチンの接種費用の一部助成 予防接種事業【健康増進課】 8,008 千円

令和８年度は、引き続き、任意予防接種（自己負担）である「おたふくかぜワクチン」の

予防接種について、接種費用の一部を助成します。（助成額：3,800 円／回） 

≪助成対象≫【１回目】１歳  【２回目】年長児の４月１日から３月３１日まで 
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 「山口市こども家庭センター」を中心とした子ども・子育て相談支援  

 本市では、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもへの一体的な相談支援体制の強化に向け

て、令和５年１１月に「山口市こども家庭センター」（糸米二丁目６－６ 市保健センター内）を

設置し、同センターや各保健センター等を中心に、母子保健施策、子育て支援施策及び児

童虐待防止施策を一体的に展開しています。 
 

 地域子育て支援拠点などにおける相談支援の実施 

□充E  地域子育て支援拠点の運営と環境改善に向けた取組 113,631 千円

 地域子育て支援拠点事業【こども未来課】  

 「地域子育て支援拠点」では、地域の子育て中の親子、特に未就園児がいる家庭の

親子の交流促進や子育てに関する相談、援助等を行っています。（保育所併設型（１４

か所）、地域型つどいの広場（１２か所）の、計２６か所を市内に設置） 

令和８年度は、「子育て支援センター たんぽぽひろば」（小郡新町二丁目５番１号）

の環境改善に向けた大規模修繕への支援を行います。 

 

 児童健全育成のための相談支援の実施 児童健全育成事業【こども未来課】 13,296 千円

 子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業などを円滑に利

用できるよう、身近な場所での相談や情報提供、助言等の必要な支援を行うととも

に、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行います。 

 

 やまぐち子育て福祉総合センターにおける相談支援の実施 5,956 千円

 子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】 

 「山口市こども家庭センター」との連携のもと、山口保育園内に設置している「やまぐち

子育て福祉総合センター」（旭通り一丁目６－１９ 山口保育園２階）において、子育て家

庭が、保育園・幼稚園・認定こども園やその他の支援施設・サービス等から子育て家庭

の個別ニーズに合った支援を選択し、円滑に利用できるよう情報提供を行うとともに、相

談支援を行います。 

 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない相談支援 56,602 千円

 妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 

 安心して妊娠・出産・子育てができるよう、妊娠期から妊婦とそのパートナーに対し、

産後の生活がイメージできる体験型の講座の開催や、地域子育て支援拠点及びＮＰＯ法

人等と連携した産前・産後サポート事業、多胎ピアサポート事業、産後ケア事業等の実

施により、子育て支援の充実を図ります。 

令和８年度は、引き続き、医療機関等が産後ケア施設の新設又は改修をする場合の

費用の一部を助成するほか、自宅等から６０分圏内に出産を取り扱う病院等がなく、遠

方の分娩施設で出産される妊婦に対して、交通費及び宿泊費（入院する前まで分娩施

設近隣の宿泊施設で待機する場合）を助成します。 

また、母子保健サービスや子育て支援を必要とする妊産婦や子ども、子育て世帯に確

実に支援を届けるために、個々の事情に応じたサポートプランを作成し、妊娠期から子育

て期にわたるまでの切れ目のない支援を円滑かつ効果的に実施します。 

 

 家庭における児童の養育相談への対応 家庭児童相談事業【子育て保健課】 11,200 千円

 家庭における児童の養育に関する相談に応じ、児童相談所などの他の機関と連携しな

がら問題解決に当たります。また、２４時間体制で家庭の相談を行うため、引き続き、夜

間・休日の家庭児童相談受付電話を設置するとともに、一時的・緊急的な児童の預かり

などの「子育て支援短期利用事業」などに取り組みます。 

 

 児童虐待防止に向けた官民一体の相談体制の構築 23,651 千円

 児童虐待対策事業【子育て保健課】  

 子育て世帯の抱える複雑かつ多様な相談ニーズに対応するため、官民一体となった

相談支援体制の充実を図り、地域の児童家庭支援センターとの連携による休日・夜間の

相談受付や同行支援・移送支援のほか、公認心理師による休日相談会等に引き続き取

り組みます。 
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支援が必要な子ども等への相談支援 

子どもの居場所づくりを通じた包括的支援（児童育成支援拠点事業） 

児童虐待対策事業【子育て保健課】 6,000 千円

□充E
児童健全育成事業【こども未来課】 4,094 千円

児童虐待防止のため、養育環境等に課題を抱える家庭の児童や学校に居場所のな

い児童等に対して、当該児童の居場所となる場を新たに開設し、児童とその家庭が抱

える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食

事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況を把握し、関係機関へつなぐなど、

個々の児童の状況に応じた包括的な支援を行います。 

令和８年度は、新たに小郡地域において本事業を実施します。 

子どもの見守り強化アクションプランの推進 4,500 千円

子どもの見守り強化アクションプラン実施事業【子育て保健課】

支援ニーズの高い子ども等を必要な支援につなげていくため、定期的に見守る体制

の強化を図ります。地域の支援機関のネットワークを活用し、家庭訪問や、電話等による

状況の把握、食事の提供、学習・生活支援などを実施します。 

ヤングケアラーへの支援に向けた取組 児童健全育成事業【こども未来課】 ― 

支援を必要とするヤングケアラーを早期に把握し、個別具体的な支援につなげるた

め、実態調査を行います。

ひとり親家庭等への相談支援 母子父子福祉対策事業【子育て保健課】 10,895 千円

ひとり親家庭等の多様化する相談ニーズに対して、地域の民間団体の活用等による

休日・夜間相談や、同行支援、見守り支援等を実施し、相談体制の充実を図ります。 

また、母子・父子家庭及び寡婦に対して、母子・父子自立支援員による相談、母子父子

寡婦福祉資金の貸付等の業務を行い、就業、自立に向けた支援を行います。 

ひとり親家庭等の子どもの居場所づくり 7,240 千円

子どもの生活・学習支援事業【こども未来課】

ひとり親家庭等の子どもの居場所づくりとして、あらかじめ登録された小学生以上の

児童に対して、ボランティア等による生活支援（食事の提供など）や学習支援の場を、市

内８か所で運営します。 

引き続き、こども食堂のネットワーク化により関係機関との連携体制を強化し、虐待や

ヤングケアラーの早期発見、ひとり親家庭や貧困家庭等の生活環境の向上を図ります。

子どもの養育に関する訪問支援等の実施 養育支援訪問事業【子育て保健課】 1,801 千円

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等

がいる家庭について、地域の民間団体等の訪問支援員が訪問し、家事支援や育児・養

育支援等を行うことで、虐待リスク等の高まりを未然に防ぎます。また、保健師等による

専門的相談支援を併せて行うことで、養育上の問題の解決、改善を図ります。 

不登校に関する悩みを抱える家庭への支援 

不登校に関する悩みを抱える保護者同士の交流の場として「保護者カフェ」を開催す

るとともに、家庭教育アドバイザーによる訪問支援や、「山口市家庭教育支援チーム」に

よる家庭教育支援ダイヤルに依頼のあった家庭への訪問相談やオンライン相談を行うこ

とで、保護者の心理的負担の軽減を図ります。また、家庭教育の充実に向けた家庭教育

講座や就学時検診等の機会を利用した家庭教育講座などを開催します。 

こうした支援の周知について、新たに Instagram を活用した情報発信を行います。 

家庭教育訪問支援事業【社会教育課】 1,829 千円

家庭教育講座開催事業【社会教育課】 217 千円

ファミリー・サポート・センターの運営 8,398 千円

ファミリーサポートセンター運営事業【こども未来課】

子育ての援助をしたい人と援助を受けたい人の橋渡しを行う「山口市ファミリー・サ

ポート・センター」の運営を行い、子育て世代の負担軽減を図ります。
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 病気の子どもの一時預かりの実施 病児保育事業【保育幼稚園課】 105,711 千円

 市内４か所の病児保育所において、病気回復期に至らない児童で、集団保育が困

難な場合や家庭保育ができない場合に一時預かりを行います。 
＜市内の病児保育所＞ 

メディキッズ山口（吉敷地域）  のせ・おおうち病児保育所（大内地域） 

メディキッズ新山口（小郡地域） まえば小児科病児保育（小郡地域） 

 医療的ケア児の受入れ支援 

 
医療的ケア児（日常生活を営むために医療を要する状態にある児童）が、保育施設や

公立小学校等の利用を希望する場合に、受入れが可能となるよう、保育施設に対する支

援や学校での受入れ体制の整備を行います。 

 認定こども園特別保育事業【保育幼稚園課】 97,460 千円の内数

 学習支援事業（小学校）【学校教育課】 87,871 千円の内数

 保育環境の充実 

 保育園（認可保育施設）等における質の高い保育の安定的な提供 計6,776,847 千円

 市立保育園管理運営業務 など【保育幼稚園課】 

 市立保育園を始めとした保育園（認可保育施設）等において、保育サービスを必要と

する児童に対し、質の高い保育を提供します。 

令和元年１０月から、３～５歳児全ての子どもと、住民税非課税世帯の子ども（０～２歳

児）の保育料を無償化し、また、令和６年９月からは、第２子以降の保育料の無償化を行

っています。 

現在、待機児童は解消しつつあるものの、地域別や年齢別に待機児童が発生する状

況にあることから、その待機児童の解消に向けた取組を引き続き進めます。 

 

 私立保育園等の安全・安心・快適な保育環境の維持 

 私立保育園と認定こども園について、定員拡大や、幼稚園の認定こども園への移行、

施設整備等を行う場合に、その経費を補助します。 

令和８年度は、大規模修繕（施設の機能維持）や防犯対策の強化により、安全・安心・

快適な保育環境を維持・向上させるため、以下のとおり支援します。 

はあと保育園新山口（小郡） 大規模修繕等に対する支援 

大内なかよしこども園（大内） 大規模修繕等に対する支援 

認定こども園菅内幼稚園（大内） 防犯対策の強化に係る整備に対する支援 
 

 

 私立保育園整備費助成事業【保育幼稚園課】 19,060 千円

 認定こども園整備費助成事業【保育幼稚園課】 4,327 千円

 保育人材の確保支援 ～人材確保の取組～ 

 保育の受け皿づくりを進めるため、保育士人材の確保につながる取組を行います。令和

８年度は、市内の私立保育園等に就職する新卒者に対し、計１０万円（２年目：５万円）を交

付する就職支援制度を継続します。 

加えて、保育人材の年間を通じた求人募集や、県の保育士就職支援金貸付事業等の情報

発信に取り組みます。 

また、やまぐち子育て福祉総合センターにおける「保育士資格応援講座」や、保育資格所持

者の保育現場への復帰促進に向けた「潜在保育士応援講座」を開催するとともに、受講者を

始めとした求職者と各保育施設とのマッチングや保育士養成校等との連携を行います。 

 

 保育士等人材確保事業【保育幼稚園課】 900 千円

 子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】 <再掲> 5,956 千円の内数

 私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】 176,415 千円の内数

 認定こども園特別保育事業【保育幼稚園課】 <再掲> 97,460 千円の内数

 地域型保育特別保育事業【保育幼稚園課】 9,881 千円の内数
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放課後等における子どもの居場所づくりの充実 

放課後児童クラブの運営と待機児童解消に向けた取組 

□充 E

放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】 1,047,231 千円

□充 E

放課後児童クラブ整備事業【こども未来課】 96,345 千円

放課後児童クラブの待機児童の解消に向けて、定員拡大に向けた取組を進めま

す。なお、令和８年度は、以下のとおり取り組みます。 

八坂小学校区 老朽化に伴う「八坂児童クラブ」の校舎内移設 

（定員 ２０ 人） 令和８年９月移設完了予定 

平川小学校区 定員  ４０  人増 

「平川臨時第２学級」 令和９年４月開設予定 

夏季休業期間中に臨時学級を開設予定（定員 １５ 人）

鋳銭司小学校区 定員  ３０  人増 

「わくわく学級」 令和１０年１月開設予定 

大歳小学校区 「さわやか第３学級」 駐車場整備 

（駐車台数 約 １０ 台分） 令和９年２月完成予定 

□充 E

放課後児童クラブの開所時間を「１８時３０分まで」に延長 

～延長事業の実施学級が３４学級増えます！～ 1,047,231 千円の内数

放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】 <再掲>

放課後児童クラブの開所時間について、これまでの「１８時まで」から、「１８時３０分ま

で」に延長します。令和７年９月以降、対応が可能な学級から順次、実施しています。 

≪18:30 まで開所している放課後児童クラブの数≫ 

全 62 学級中 

これまで 令和７年９月以降、順次実施 

平日（月～金） 放課後～１８時 

土 曜 日 ８時３０分～１８時 

長 期 休 業 ８時３０分～１８時 

延 長 事 業 
（※）

８時～８時３０分 ① ８時～８時３０分

② １８時～１８時３０分

実施学級数 ６２学級（市内全学級） ①６２学級（市内全学級）

②４５学級／６２学級（予定）

（うち、令和８年度から実施する学級：３４学級） 

（※）延長事業には、月額利用料以外に、別途延長利用料がかかります。 

放課後児童クラブ支援員等の処遇改善 ～人材確保の取組～ 1,047,231 千円の内数

放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】 <再掲>

放課後児童クラブ支援員の確保・雇用の安定化に向けて、中堅職員（週の勤務時間が

２０時間以上の支援員）の育成に向けた処遇改善等に引き続き取り組みます。 
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 子どもの発達支援 

 未就学児の発達支援の充実に向けた検討  

 【こども未来課、保育幼稚園課、子育て保健課、障がい福祉課など】 

 関係機関との連携のもと、未就学児の発達支援の充実に向けて、公共施設や保育人

材の有効活用等について、支援の充実に向けた検討を進めます。 
 

 ライフステージに応じた切れ目のない支援 7,093 千円

  子ども発達支援事業【障がい福祉課】 

 子どもの発達支援については、引き続き、ライフステージに応じた切れ目のない支援に

取り組みます。子どもの発達に関する相談窓口の周知活動、発達支援に関わる専門職

による子ども発達相談会などを行うとともに、放課後児童クラブにおける環境整備等へ

の助言を行うための巡回支援専門員の派遣、地域の支援者の育成に向けた保健師・保

育士・幼稚園教諭等を対象とした研修会を実施します。 

また、発達障がいへの理解促進に向けて、ＶＲ（仮想現実）機器を用いた体験会を行う

とともに、児童発達支援センター等との連携のもと、発達障がい児やその家族の皆様が

地域において必要な支援を受けることができるよう、地域の支援体制の構築に向けた取

組を進めます。 

 

 放課後児童クラブにおける支援体制の充実 1,047,231 千円の内数

 放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】 <再掲> 

 放課後児童クラブにおいて、支援が必要な児童への支援体制の充実を図るため、

専門的な知識・技術を有する専門員による支援員を対象にした研修会等を実施しま

す。 

  

 多職種による「５歳児発達相談会」の実施 8,943 千円

 ５歳児発達相談事業【子育て保健課】 <再掲> 

 

５歳児全員を対象に、医師による健康診査を公費負担により実施し、発達の気になる

幼児への対応について、保健・医療・福祉・教育の各分野が連携し、保護者等への助言・

指導を行います。 

 産科医等の確保に向けた医療機関等への支援 産科医等確保支援事業【健康増進課】 5,433 千円

 産科医療機関及び産科医等の確保に向けて、分娩手当を医療従事者に支給されている

産科医等に、分娩１件当たり１万円を上限に補助を行います。また、市内において、分娩を取

り扱う産科の新設や再開等を行う診療所に対して、設備導入に係る費用、承継に伴う医師

の招へい等の費用の一部を補助します（補助上限額２,０００万円、補助率 2/3）。 

 

 不妊治療、不育症治療への支援 不妊・不育治療費助成事業【子育て保健課】 3,662 千円

 不妊治療を受けている夫婦の経済的な負担を軽減するため、引き続き、医療保険の適用

となる不妊治療費の自己負担金の一部を助成します（上限金額３万円/年度）。 

また、不育症治療費の自己負担金の一部を助成します（保険適用の有無を問わず、上限

２０万円／年度）。 

 

 子育て支援アプリを活用した妊娠届の提出・相談支援  56,602 千円の内数

 妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 <再掲> 

 子育て支援アプリ「やまここｂｙ母子モ」の運用を通じ、妊娠届のオンライン提出など、妊婦

の手続に係る負担軽減や利便性の向上を図ります。（アプリの利用料金は、無料（通信料除

く）。）また、同アプリを活用し、妊娠８か月頃の妊婦を対象とした出産・育児等に関する面談

の案内やアンケートを実施することで、必要な支援につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イメージ 

アプリの 
ダウンロードは
こちらから！ 
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葉酸サプリの配布を通じた栄養指導の強化 母子保健指導事業【子育て保健課】 10,531 千円の内数

婚姻届出時（希望者）及び妊娠届提出時に、産まれてくる子どもの神経管閉鎖障害や妊

娠期の貧血等の予防に効果が期待される葉酸サプリを配布することを通じて、健康管理を

促す栄養指導を強化します。 

また、保健師・助産師・管理栄養士による妊娠届出時の保健指導や、妊産婦の訪問指導

を行います。 

妊婦支援給付金の給付 妊婦支援給付金給付事業【こども未来課】 113,681 千円

妊婦等に対し、身体的・精神的ケア及び経済的支援を図るため、妊婦等への伴走型相談

支援を効果的に組み合わせて、給付金を給付します。 

妊婦であることの認定後に５万円、妊娠している子どもの人数の届出を受けた後、妊娠し

ている子ども１人当たり５万円を給付します。 

産後ケア事業の実施 妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 18,074 千円

安心して子育てができるよう、産婦に対して心身のケアや助産師等による授乳や育児指導

などの育児サポートを行う「産後ケア事業」を自己負担なしで実施します。 

また、令和８年度は、引き続き、産後ケア事業をより利用しやすい環境を整えるため、医療

機関等が産後ケア施設の新設及び改修をする場合の支援を行います。 

子どもたちが安心して過ごせる居場所づくり・遊び場づくり 

河原谷公園の遊び場機能の強化 公園リフレッシュ整備事業【都市整備課】 30,000 千円

誰もが安心して遊べるインクルーシブ遊具の設置を始めとした遊び場機能の強化に向

けて、河原谷公園（佐山）の再整備に向けた取組を進めます。 

令和８年度は、園路整備工事、多目的トイレの改修工事を実施します。遊具について

は、令和９年度の完成を予定しています。 

堀コミュニティ公園の整備 公園管理事業【都市整備部徳地土木事務所】 5,131 千円

国土交通省登録の「とくぢ佐波川かわまちづくり計画」のもと、令和７年度に新たな遊

具を設置します。令和８年度は、トイレリニューアル工事を行うことで、これまで以上に子

どもから高齢者まで誰もが安全で快適に利用できる空間の整備を進めます。 

公園施設の適切な管理 公園リフレッシュ整備事業【都市整備課】 11,976 千円

都市公園施設の事後保全的な維持管理から、予防保全的な維持管理への転換を図

るため、令和４年度に「山口市公園施設長寿命化計画（計画期間：令和５年度～令和１４

年度）」を策定しました。本計画のもとで、公園が安心して利用できるよう、計画的に施設

を更新します。令和８年度は、サビエル公園（大殿）のトイレの設計及び改修工事を行い

ます。 

湯田温泉パーク管理運営事業 62,701 千円

【観光交流課←○現 湯田温泉パーク整備推進室】（詳細は、５７ページ）

湯田温泉パーク企画運営事業 30,000 千円

【観光交流課←○現 湯田温泉パーク整備推進室】（詳細は、５７ページ）

武道館の整備推進 （仮称）山口市武道館整備事業【スポーツ交流課】    （詳細は、６０ページ） 98,900 千円

県農業試験場等の跡地利活用の検討 15,000 千円

都市づくり推進事業【公民連携推進室】（詳細は、７２ページ）

子育て支援情報の発信強化 児童健全育成事業【こども未来課】 ― 

子育て世代のニーズに沿った子育て支援情報を発信します。令和８年度は、引き続き、

「子育て支援情報ハンドブック」を官民協働で発行します。 
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（２）教育なら山口 

事 業 名 等 事 業 費 

 安心して学べる教育環境づくり 

○新 E  市立小・中学校体育館への空調設置「５か年プロジェクト」のスタート 

 第１次国土強靱化実施中期計画において、文部科学省が１０年間（令和１７年度まで）

で、避難所等にもなる公立小中学校の体育館等の空調設備の設置完了率１００％を目標

とすることが示される中、本市では、５か年（令和１２年度まで）で市立小・中学校体育館

への空調設備の設置完了率１００％を目指します。 

市内の全市立小・中学校（４８校）のうち、令和８年度は、良城小、平川小、小鯖小、  

小郡中の４校の体育館への空調設備設置に向けた設計を行います。 

小学生は熱中症リスクが高いことから小学校を優先し、児童・生徒数のほか、地域バ

ランスを考慮しながら空調設置に向け取り組みます。 

また、過去に浸水被害等が発生した地域など、災害時に学校体育館を避難所として開

設する可能性を考慮し、順次設置を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】 3,000 千円

 中学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】 2,000 千円

□充E  市立小・中学校トイレの洋式化  

 市立小・中学校トイレの洋式化について、令和７年度末に、国が掲げる洋式化率９５％

を達成する見込みです。令和８年度は、引き続き、児童生徒が日常的に使用するトイレの

洋式化１００％を目指し、湯田小、平川中のトイレ洋式化工事を進めます。  

 

 

 

 

 

（※）プールに附属するトイレ等の児童生徒が日常的に使用しないトイレを除いたもの 

 

 

  

 小学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】<再掲> 75,000 千円

 中学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】<再掲> 38,000 千円

  

＜空調整備のイメージ＞ 

＜市立小・中学校の位置図＞ 

赤：令和８年度に着手する学校 

緑：小学校 

青：中学校  

＜空調設備の設置順序の考え方＞

（体育館改修工事

に併せて実施） 

「国の目標９５％」を達成 
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□充E

児童数の増加に対応した学校校舎（嘉川小）の増改築 50,000 千円
小学校施設増改築事業【教育施設管理課】

既存の調理場を解体してスペースを確保し、増築を行うことで教室不足の解消を図る

とともに、既存校舎の改修を行います。 

・校舎増築・改修 ＜設計＞嘉川小

・学校給食調理場解体 ＜工事＞嘉川小

□充E

学校施設の長寿命化対策

小・中学校施設について、予防保全型の長寿命化工事などを順次進めます。 

なお、令和８年度の予定は、以下のとおりです。 

・校舎長寿命化改良 ＜工事＞井関小 ＜仮設校舎リース＞井関小

・トイレ洋式化 ＜工事＞湯田小、平川中＜再掲＞

・体育館空調設備 ＜設計＞良城小、平川小、小鯖小、小郡中＜再掲＞

・照明器具ＬＥＤ化 ＜業務委託＞大内南小、小郡南小、仁保小

小学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】<再掲> 774,541 千円

中学校施設長寿命化事業【教育施設管理課】<再掲> 40,000 千円

○新 E

持続可能な水泳授業の確保に向けた取組  10,000 千円
小学校施設維持管理業務【教育施設管理課】 

中長期的な視点のもとで、持続可能な水泳授業の確保、公共・民間のプール施設の総

合的な稼働率の向上、維持管理コスト等の複数の視点から、市立小・中学校の水泳授業

のあり方と今後のプール施設整備等について検討を進めます。令和８年度は、民間施設

等を活用した水泳授業の実施に向けた実証実験を実施します。 

英語教育の推進 英語指導助手配置事業（小・中）【学校教育課】 41,336 千円

市立小・中学校に１０名のＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、生きた英語を体験する時間

を設けることで、英語によるコミュニケーション能力の向上を図ります。 

また、外国の方々との直接的なコミュニケーションの機会の充実を図り、英語の学習意欲

の向上につなげるため、ＡＬＴや留学生等の高度人材と連携しつつ、海外とのオンライン交

流を継続して実施します。 

「やまぐち子ども未来型学習プロジェクト」の実施 子ども芸術体感事業【学校教育課】 10,444 千円の内数

市立小・中学校とＹＣＡＭとの連携による先進的な教育事業として、「やまぐち子ども未来

型学習プロジェクト」の取組を進めます。令和５年９月に第１７回キッズデザイン賞の経済産

業大臣賞を受賞した「３６０°図鑑」の取組を市立小・中学校で展開するとともに、生成ＡＩと

の対話を通じた熟議を市立中学校で進め、教員の指導力の向上と児童生徒の情報活用能

力の育成を図ります。 

児童数が増加傾向にある嘉川小学校 

３６０°図鑑を用いた学習成果の発表 

嘉川小学校校舎 

３６０°図鑑制作に向けた調べ学習 
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 ＩＣＴを活用した学びの充実 ＩＣＴ教育推進事業（小・中）【学校教育課】 648,861 千円 

 １人１台端末、電子黒板等のＩＣＴ機器やネットワーク環境の計画的な整備を行い、学習基

盤としてのＩＣＴ環境整備に取り組みます。 

また、学びの充実や校務事務の効率化を図るため、学習者支援ツールや統合型校務支

援システムを活用するとともに、学校にＩＣＴ支援員を配置し、学校のＩＣＴ活用に向けた取組

を進めます。 

  

 児童・生徒一人ひとりに応じた、きめ細かな学習環境づくりの推進   

 各学校の実情に応じて、引き続き、特別支援教育事業補助教員、フューチャールーム支

援員、日本語指導補助員、部活動指導員を配置します。 
 

 学習支援事業（小・中）【学校教育課】 120,002 千円

 教育振興事業（小・中）【学校教育課】 25,516 千円の内数

 コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育の推進 
コミュニティ・スクール推進事業【学校教育課】 

5,943 千円の内数

 本市では、コミュニティ・スクールの連携協働体制を生かした地域連携教育を基盤としなが

ら、義務教育９年間の連続した子どもの成長と学びを支え、子どもたちの「本物の学力」を育

むことを目的として、小中一貫教育を進めています。 

令和６年度から小中一貫教育を全面実施しており、令和８年度は、未来を担う子どもたち

の提案を「地域づくり」や「学校づくり」に生かす取組を引き続き進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域連携教育の推進 

 地域全体で未来を担う子どもたちの学びや成長を支え、地域とともにある学校づくりと学

校を核とした地域づくりを目指し、コミュニティ・スクール推進活動や各中学校区における小・

中一貫教育の取組に対する支援などを行います。令和８年度は、引き続き学校運営協議会

等に参画した児童・生徒からの提案を「地域づくり」、「学校づくり」に生かす取組を進めま

す。また、全ての小・中学校に配置している地域学校協働活動推進員（地域協育ネットコー

ディネーター）の活動促進と人材育成を図るとともに、地域が有する人材や教育力を生かし

た生涯学習の推進に向け、引き続き、やまぐち路傍塾の活動推進を図ります。 

 

 コミュニティ・スクール推進事業【学校教育課】 <再掲> 5,943 千円

 地域ぐるみ子育て支援推進事業【社会教育課】 19,161 千円

 市立中学校の部活動の地域移行に向けた取組の推進 

 
国においては、令和４年に中学校部活動の地域移行に関するガイドラインを示され、令和

５年度から７年度までを「改革推進期間」として位置付けられています。 

令和８年度は、地域移行後の地域クラブ指導者になりうる人材育成を目指し、各学校の

部活動指導員を引き続き配置することに加え、モデル校での先行的な実証事業に引き続き

取り組む中で生じる課題等を抽出、検証、改善し、９月からの円滑な地域クラブへの移行を

目指します。また、生徒の活動機会の確保の観点から、新たな活動の形としての地域クラブ

が魅力ある活動の場となるよう、市、中学校、地域、指導者及び保護者が連携しながら地域

クラブの安定的、継続的な運営に取り組みます。 

□充E  部活動地域移行推進事業【○新 地域クラブ活動推進室←○現 部活動地域移行推進室】 147,752 千円

 教育振興事業（中学校）【学校教育課】 <再掲> 11,088 千円の内数

  

湯田中学校区における 
ＶＳ（ボランタリーサービス）活動の様子 

白石中学校区における 
白石小中合同あいさつ運動の様子 
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遠距離通学対策事業（小・中）【教育総務課】 99,259 千円

市立小・中学校の統廃合やバス路線廃止で通学不便となった地域において、スクールバ

ス等の運行による通学支援や学期ごとの定期券購入費補助を行っています。また、通学距

離がおおむね３ｋｍ以上で路線バス等を利用して通学する児童を対象とするバス代等の半

額補助を引き続き行います。

いじめ・不登校対策の実施 

教育相談員や、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー、いじめ不登校専門相

談員、アドバイザー等の連携のもと、いじめ・不登校問題の解消に加えて、学校におけるい

じめの予防に取り組みます。 

スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの派遣、アドバイザーと専門相談員

による学校との連携やカウンセリングなどを行うとともに、教育支援センター（あすなろ教室）

において、不登校の児童・生徒一人ひとりの状況に応じた活動内容を計画し、学校への復

帰と自立に向けた支援を行います。 

子どもの笑顔づくり支援事業【学校教育課】 16,232 千円

教育支援センター管理運営業務【学校教育課】 11,410 千円

教育相談室管理運営業務【学校教育課】 2,468 千円

不登校に関する悩みを抱える家庭への支援 

家庭教育訪問支援事業【社会教育課】 <再掲> 1,829 千円

家庭教育講座開催事業【社会教育課】 <再掲> 217 千円
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重点プロジェクト２ 若者活躍と雇用創出の環境づくり 

（１）若者活躍のまちづくり、人材確保支援 

事 業 名 等 事 業 費 

□充 E  大学生・若者等の地元就職の促進 若者地元就職促進事業【ふるさと産業振興課】 33,400 千円

 若者等の地元就職の促進に向けた取組を進めます。 
山口にゆかりのある大学生等の就職先として、市内中小企業や誘致企業が選択肢となる

よう、企業と大学生の交流会等を通じて、学生視点で企業の魅力を発信し、市内企業の認

知度向上を図ります。また、企業への採用力アップセミナーやインターンシッププログラムの

開発・改善に向けた伴走支援に引き続き取り組みつつ、令和８年度は新たに、複数企業巡

回型インターンシップの実施により、企業と学生がより接点を持ちやすい機会の創出に取り

組み、企業の採用力強化を図ります。 
また、山口県央連携都市圏域内の中学生等を対象に、ＫＤＤＩ維新ホールにおいて、圏域

内の企業紹介・職業体験イベント「やまぐち未来のしごとフェスタ」を開催します。併せて、圏

域内の小・中学生とその保護者を対象として、圏域企業への理解を深める企業訪問バスツ

アーを開催します。 
さらに、市内の高校や保護者等の関係団体（ＰＴＡ等）が実施する企業訪問ツアーや企業

による出前授業の企画・運営等への支援を行います。 
また、市内企業の雇用促進に向けて行う、初任給の引き上げや、奨学金返還支援、各種

手当の新設・増額等の福利厚生の充実に対する支援について、令和８年度は、対象を新卒

者に加え、第二新卒者まで拡大します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

□充 E  

 

企業等の重点的な人材確保支援  

人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】 一部補正 ＜再掲＞ 24,500 千円

 市内中小企業等において、人手不足が経営上の大きな課題となる中、人材確保に取り組

む企業への支援として、求人情報サイトや人材紹介サービス等の利用料、採用ホームペー

ジの作成・改修・動画制作等に係る経費、企業説明会の出展に係る経費、外国人受入れに

係る初期費用などを支援します。 

また、市内中小企業の人材育成を支援するため、業務に必要な技術習得等に係る研修

費用や、資格取得に係る費用の一部を支援します。さらに、市内企業の若手社員の人材育

成と職場定着を図るため、自社で研修制度を持たない企業の若手社員向けの研修を開催

します。 

加えて、深刻化する人手不足への対応として、人が行っていた既存業務を代替（省人化・

省力化）する機器等の導入に係る経費などの支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12 月補正：20,000 千円）

（当初予算：4,500 千円）

「やまぐち未来のしごとフェスタ」の様子 企業訪問ツアーの様子 
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事業承継支援事業【ふるさと産業振興課】 4,000 千円

中小企業の後継者不足に対する重点的な支援を行います。商工会議所・商工会、士業等

専門家、金融機関、行政の連携による山口市版のプラットフォーム（事業承継支援協議会）

や、山口県央連携都市圏域における商工会議所・商工会、行政との連携による圏域版のプ

ラットフォームにおいて、事業承継支援の取組を展開します。

また、県事業承継・引継ぎ支援センター等との連携のもと、後継者を求める企業の魅力を

公開し、事業の引き継ぎ手とのマッチングを図る「オープンネーム事業承継」への支援に取り

組みます。また、士業等の専門家派遣、経営者・後継者・支援機関担当者向けのセミナー・

研修会の開催等を行います。 

さらに、事業承継に向けた準備の必要性について、経営者に認識していただくため、親族

内承継の際に必要となる相続税や株式評価額の試算を可能とする「かんたん！自社株診

断サービス」を提供します。 

株価試算と事業承継の関連性 

バス・タクシーの運転士確保支援 交通政策推進事業【交通政策課】 6,000 千円

市民や観光客等の移動を支える公共交通であるバスやタクシーについては、現状の交通

サービスを維持するために必要な運転士が不足している状況にあります。こうした状況を踏

まえ、令和８年度は、引き続き、山口県央連携都市圏域の７市町で連携した「運転士体験

会」の開催等に取り組むとともに、緊急的な対策として、市内の路線バス・タクシー事業者

（営業所を含む）の運転士として就労（正規雇用）された市内在住者に対し、２０万円を助成

する就労支援制度を継続実施します。

保育人材の確保支援 ～人材確保の取組～ 

保育士等人材確保事業【保育幼稚園課】 ＜再掲＞ 900 千円

子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】 ＜再掲＞ 5,956 千円の内数

私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】 ＜再掲＞ 176,415 千円の内数

認定こども園特別保育事業【保育幼稚園課】 ＜再掲＞ 97,460 千円の内数

地域型保育特別保育事業【保育幼稚園課】 ＜再掲＞ 9,881 千円の内数

介護人材確保に向けた取組  

介護人材育成・確保支援事業【介護保険課】（詳細は、３９ページ） 

12,874 千円

ＵＪＩターン就職促進事業【ふるさと産業振興課】 15,759 千円

移住就業支援及びテレワーク移住支援として、東京２３区在住者等が県の登録する対象

企業への就職あるいは創業等を経て市内に移住した場合や、本人の意思により市内に移住

し、引き続き業務をテレワークで実施する場合には、２人以上世帯１００万円・単身世帯６０万

円（１８歳未満の子１人につき１００万円の加算あり）の補助金を交付します。 

また、東京２３区以外の東京圏、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県及び福岡県在

住者についても、２人以上世帯５０万円・単身世帯３０万円（１８歳未満の子１人につき５０万

円の加算あり）の補助金を交付します。 

さらに、東京圏のキャンパスに在学する大学生の本市へのＵＪＩターンの促進に向けて、山

口県内の企業への就職活動に係る交通費や、県内就職の際の引越し費用を支援します。 

株価試算 

逆算で事業承継を検討するきっかけに 

後継者育成 債務保証の

引継ぎ
相 続

自社の 
・相続税、自社株評価額
・事業承継対策

が分かる！
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地域おこし協力隊等の外部人材の活用 

外部人材活用事業【農山村づくり推進課】 （詳細は、５３ページ） 

73,400 千円

A 学生消防団員の定住促進 消防団管理運営業務【警防課】  400 千円

 将来の地域防災の担い手となる人材を育成するため、市内大学、大学院又は専門学校

に通いながら消防団活動を行う学生消防団員の入団促進と活動推進に取り組みます。顕

著な活動をした学生消防団員に、活動認証証明書を交付し、交付を受けた団員（ＵＪＩターン

者含む）が市内企業に就職した場合には、就業奨励金（１０万円）を交付するとともに、雇用

した企業には、雇用奨励金（３０万円）を交付します。 

 

 公民連携による若者のＤＸ人材育成 

公民連携推進事業【公民連携推進室】（詳細は、８８ページ） 

28,332 千円の内数

 

 

若者が楽しめるイベント等による賑わい創出 

湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】、 

湯田温泉パーク企画運営事業【観光交流課←○現 湯田温泉パーク整備推進室】、 

小郡がつながる・つなげる交流促進事業【小郡総合支所地域振興課】 など 

― 

 大規模なイベントを活用した誘客事業を始め、市内でのイベント等の実施により、若者が
活躍し、楽しめる場の充実を図ります。（詳細は、「重点プロジェクト５ 元気な県都づくり」）   

 県有地の活用による若者の交流の場の創出検討 

 
県農業試験場等の跡地利活用の検討              

都市づくり推進事業【公民連携推進室】 ＜再掲＞（詳細は、７２ページ） 

15,000 千円

 
山口県立大学南キャンパスの跡地利活用の検討    

都市づくり推進事業【公民連携推進室】 （詳細は、７２ページ） 

19,566 千円の内数

 山口きらら博記念公園の交流拠点化との連携に向けた取組【企画経営課】 ― 

 大学生等が活躍するまちのにぎわいづくり 

 大学生を始めとした若者と、各商店街の担い
手や山口商工会議所などが連携して行う賑わ
い創出の取組を支援します。 

  

 
中心市街地における賑わい創出の取組への支援 

人が集い賑わいのある市街地づくり支援事業【中心市街地活性化推進室】 

10,000 千円

 公民連携推進事業【公民連携推進室】 ＜再掲＞ 28,332 千円の内数

 若手経済団体による地域活性化の取組支援 都市連携推進事業【企画経営課】 1,000 千円

 経済団体の若手組織などが行う、圏域内での交流を促進する新たな取組や、全国規模の
大会の開催に向けた取組等の支援を通じて、次世代の圏域を担う人材の育成を図ります。 

山口商工会議所青年部の働きかけにより、全国の商工会議所青年部会員が集まる全国大
会（全国会長研修会）の令和１１年度の開催地として、山口市が内定しています。市としては引
き続き、こうした賑わい創出や次世代を担う人材育成につながる活動を支援します。 

  

中心商店街のイベントでの大学生の出店の様子 ▶ 
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（２）多様な雇用の場の創出 

・農林水産業の経営基盤の強化と担い手育成 

事 業 名 等 事 業 費 

 道の駅の機能強化・移転整備  

○新 E  道の駅「仁保の郷」の 仁保の郷管理運営業務【農業振興課】 5,954 千円 

 
道の駅「仁保の郷」については、老朽化への対応や、駐車場不足への対応、農産物・特

産品の更なる販売促進に向けて、大規模改修工事を行いました。 

令和８年度は、４月のグランドオープンを記念して、式典を開催します。また、南側駐車

場の再整備に向けて、県との調整を引き続き進めます。 

   

  

 道の駅「あいお」の移転整備   

 

道の駅「あいお」については、土砂災害警戒区域に位置し、土石流等の被害が懸念さ

れることから、現在、移転整備に向けた取組を進めています。 

令和８年度は、敷地の造成工事や建物の建設工事などを進めるとともに、整備地前面

道路（県道宇部防府線）の管理者である県との引き続きの調整や出荷者等との調整を進

めます。施設全体の供用開始は、令和１０年秋を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 道の駅あいお整備事業【農山村づくり推進課】 459,634 千円 

 道の駅あいお管理運営事業【秋穂総合支所地域振興課】 1,201 千円 

 

 

 

  

 

「大屋根ひろば」と「芝生ひろば」

本館（建設中） レストラン棟 朝市広場 

（参考）「阿東ふるさと交流促進センター」跡地の利活用 

阿東ふるさと交流促進センターは、施設の老朽化により、令和８年３月末

に廃止予定です。 

そうした中、県内酒造メーカーから、当該施設の跡地を酒米研究所等と

して活用する計画の提案がありました。 

本市では、中山間地域における農業経営基盤の安定、向上に向けた農

業振興が重要であり、民間企業の参入も一つの起爆剤となると考えている

ことから、県や民間企業等との連携を図りながら、地域の賑わい創出に繋

がる跡地の活用について検討を進めます。 

全体イメージ図 
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事 業 名 等 事 業 費 

○新 E  たまねぎ広域集出荷調製貯蔵施設の整備に対する支援 

園芸作物振興事業【農業振興課】 ３月補正 

370,666 千円 

 

生産性・収益力向上等の農業の構造転換の実現に向け、共同利用施設の再編集約・合

理化の促進を支援する国の「新基本計画実装・農業構造転換支援事業」に協調し、ＪＡ山口

県が嘉川地域で行う「たまねぎ広域集出荷調製貯蔵施設」の整備に対し、支援を行います。 

 

□充E  

 

スマート農機の導入支援、中小規模農業者等の農業用機械導入支援 

スマート農業推進事業【農業振興課】 一部補正 ＜再掲＞ 

55,700 千円 

（12 月補正：30,000 千円）

（当初予算：25,700 千円） 経営規模の拡大や、担い手不足の解消、農業生産における省力化に向けて、先端技

術を活用したスマート農機を始めとした農業機械等の導入を支援します。 

令和８年度も、引き続き、省力化や生産性の向上につながるスマート農機等の導入を

支援（補助率１/２、補助上限額２００万円）します。 

また、農業者が経営効率化や生産性向上等に取り組むために必要な農業用施設の整

備や農機具の購入等への支援を行います（認定農業者等への支援：補助率１/３（補助上

限額４０万円）、中小規模農業者等への支援：補助率１/３（補助上限額２０万円）） 

 
小規模農家等が実施する農業用水路等の整備に対する支援 

単市土地改良補助事業【農林整備課】 

2,000 千円 

 小規模農家等の経営基盤の強化を図り、農業経営の継続を支援するため、農業者等が

行う農道や農業用水路の整備に係る経費の一部を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪イメージ≫ 

施設の整備イメージ 主要幹線道路を通じて県内各地へ出荷 

© ZEN-NOH 
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新規就農者支援事業【農業振興課】 48,697 千円

新たな担い手の確保・育成に向けて、国や県の支援制度を活用し、現地での就農体験へ

の支援や経営ノウハウ等の習得に向けた実践的な研修への支援、経営開始直後の新規就

農者の資金支援を行うとともに、本市独自の支援として、経営開始に必要な農業用機械・施

設への支援や新規就農者の本市への定着を図るための家賃補助を行います。 

農業経営基盤強化への支援 農業経営支援事業【農業振興課】 94,865 千円

認定農業者や集落営農法人等の経営基盤の強化に向けて、農業用機械・施設整備等へ

の支援を行います。また、主穀（主食となる米や小麦など）の栽培に取り組む認定新規就農

者等が、中古農業用施設や中古農業用機械を利活用して営農する際の費用等を支援しま

す。 

園芸作物振興事業【農業振興課】  40,554 千円

地域の特性に応じた園芸品目の産地育成と拡大を図ります。 

新規就業者等の受入れ・定着に向けて、園芸産地等の規模拡大・生産体制強化等に資す

る園芸用機械・施設の導入経費を支援します。 

さらに、園芸作物の栽培に取り組む認定新規就農者等が中古農業用施設や中古農業用

機械を利活用して営農する際の費用等を支援します。 

畜産農家支援事業【農業振興課、阿東農林振興事務所】 6,610 千円

畜産農家の経営基盤の強化を図ります。令和８年度は、引き続き、肉用牛の地域一貫生

産体制の確立に向けて、市内産黒毛和牛の肥育素牛の導入や繁殖雌牛の導入、子牛生産

の促進を支援します。 

農地集積・集約化の促進とほ場整備の推進 

農地集積・集約化活動事業【農業振興課】 39,796 千円

地域内の一定割合以上のまとまった農地を農地中間管理機構に貸し付け、担い手へ

の農地集積・集約化に取り組む地域に対して協力金を交付します。 

県営ほ場整備事業 県事業負担金【農林整備課】 一部補正 464,769 千円

・秋穂黒潟地区(131.1ha) 平成２７年度～令和９年度

・鋳銭司地区（76.0ha） 平成２８年度～令和１１年度

・川西中地区（25.4ha） 令和元年度～令和１０年度

・佐山北第一地区（24.7ｈａ） 令和３年度～令和１１年度

・徳地島地上地区（１８．３ha） 令和５年度～令和１１年度

・佐山北第二地区（2６.３ｈａ） 令和８年度～令和１４年度

≪補正分≫ 

土地改良事業等に係る県事業負担金 

○農業競争力強化農地整備事業（区画整理事業）

： 黒潟、鋳銭司、川西中、佐山北第一、島地上

○防災重点農業用ため池緊急整備事業（ため池改修工事）

： 八伏、三田堤、長堤池、赤松、人形池

○用排水施設等整備事業（排水機場改修工事）： 小郡開作、北之江

○海岸メンテナンス事業（樋門等改修工事）： 昭和開作

○農地耕作条件改善事業： 黒潟、佐山北第一

（3 月補正：180,399 千円）

（当初予算：284,370 千円）

ほ場整備調査事業【農林整備課】 12,000 千円

名田島、嘉川、佐山地域のほ場整備の事業採択に向けて、補助事業採択申請に必要

となる調査と資料作成を進めます。 

・新開作東地区(26.0ｈａ)：促進計画作成業務

・川西上地区（33.0ｈａ）：促進計画作成業務

・佐山南地区（28.0ha）：地形図作成・集団化業務
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 みどりの食料システム戦略推進事業【農業振興課】  8,905 千円

 

国の「みどりの食料システム戦略」を踏まえ、地域循環型農業の実現に向けた取組を進めま

す。農業者等の地域ぐるみで行う化学肥料・化学農薬低減の取組と併せて実施する有機農業

や堆肥の施用などの営農活動等に対して、支援を行います。 

また、有機農産物の安定的な販路と流通の仕組みづくりに向けて、モデル校の学校給食にお

いて、学校・地域・農業者等が連携し、有機農産物等の活用を進めます。 

 ６次産業化推進事業【農業振興課】 1,500 千円

 

農林水産物の高付加価値化につながる６次産業化の促進を図るため、引き続き、新規加工

品開発への支援のほか、加工施設や直売所の新築・増改築及び機械購入への支援、加工設備

の整備への支援を行います。 
 

 有害鳥獣対策の推進 

 有害鳥獣による農作物被害を防止し、農業者の経営安定化を図るため、侵入防止策の設置

などを支援するとともに、人的被害の発生を防止するため、引き続き、地域ぐるみでの被害防

止に向けた体制づくりに取り組みます。 

また、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」が一部改正され、人の日常

生活圏での狩猟を可能とする「緊急狩猟制度」が創設されたことに伴い、新たにクマ等の緊急

狩猟に係る備品整備などを進めます。 

 

 有害鳥獣捕獲促進事業【農業振興課】 15,777 千円

□充E  有害鳥獣対策関係事業【農業振興課】 1,971 千円
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事 業 名 等 事 業 費 

 森林資源の適正な管理 森林経営管理事業【農林整備課】  166,903 千円 

 「森林経営管理法（平成３１年４月１日施行）」に基づく「森林経営管理制度」により、令和８年

度は、森林環境譲与税を活用し、経営管理が行われていない森林所有者の意向確認調査（阿

東徳佐上、徳地柚木、徳地野谷）や、市が経営管理権を取得した森林の森林施業（仁保、阿東

生雲）に取り組みます。 

また、森林の適正な保全管理を行うための森林施業に係る経費や、生産性の向上に向け

て、森林施業の省力化につながるＩＣＴ機器等の導入に係る経費、山口県中央森林組合徳地

支所の建替え整備に係る経費など、林業事業体等に対する支援のほか、市内産木材の利用

促進に向けて、市内産木材を使用した住宅を市内施工業者等により新築した市民に対する支

援を行います。 

さらに、航空レーザ計測による森林資源解析データを活用し、高精度な森林境界保全図を

作成し、森林施業を促進します。 

（下記１件の事業費を含む）

 

□充E  新規林業就業者への支援 森林経営管理事業【農林整備課】 ＜再掲＞ 5,481 千円 

 

新規林業就業者の確保・育成に向けて、資格取得への支援や新規就業者の引越費用・

住宅手当等の定着支援を行います。また、森林組合を始めとした林業事業体における研修

や指導に係る経費を支援します。令和８年度からは、対象とする新規林業就業者を拡大し

ます。 

 

 特用林産物担い手育成支援事業【徳地農林振興事務所】 360 千円 

 徳地地域において、椎茸生産技術の継承、生産量拡大、後継者育成を図るため、椎茸生産

の担い手育成に向けた栽培技術研修を行います。 
 

 特用林産物関係事業【農林整備課】 800 千円 

 椎茸等特用林産物の生産量増加及び高品質化を図るため、生産施設（乾燥機・作業用建

物等）の整備を支援します。 
 

 地籍調査事業【地籍調査課】 一部補正 90,010 千円 

 第７次国土調査事業十箇年計画（計画期間：令和２年度から令和１１年度）に基づき、地籍調

査を進めます。令和８年度も引き続き、宮野、小郡、秋穂二島、阿東地域において実施を予定

しています。 

≪補正分≫対象箇所 ： 秋穂二島地域 

（3 月補正：23,740 千円）

（当初予算：66,270 千円）

 林道維持管理事業【農林整備課など】  61,227 千円 

 山林における生産、生活環境、基盤整備の促進及び林道利用者の安全を図るため、林道の

維持管理を行います。令和８年度は、林道橋の補修工事、調査設計を実施します。 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E  新規漁業就業者支援事業【水産港湾課】 5,555 千円 

 新規漁業就業者の確保・育成に向けて、国や県の研修制度に加え、本市独自の取組とし

て、長期漁業研修生に対し、漁業研修期間中の住宅手当助成制度として、月額３万円を上

限に補助するとともに、研修１年目は生活支援金(月額３万円)を支給します。また、経営を開

始する新規漁業就業者に対し、漁協が漁船等をリースする場合、その漁船等の購入経費の

支援及び、新たな漁業手法へのチャレンジを支援します。 

 

 漁港施設機能保全事業【水産港湾課】  7,500 千円 

 漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全計画に基づき、漁港施設の保全工事を進めて

います。令和８年度は、阿知須漁港の浚渫工事を行います。 

□充E  水産物供給基盤整備事業【水産港湾課】 4,340 千円 

 

漁業生産量の向上、販路を拡大するための環境整備への支援により、漁業者の所得向

上を図ります。令和８年度は、漁業協同組合が行うこれまでのマガキに加え、新たにワカメ、

ナマコの養増殖施設整備に対する支援を行います。また、県事業によるカサゴ、キジハタ、メ

バルを対象魚種とした当歳魚保護礁・幼稚魚育成礁の設置に取り組みます。（県事業負担

金） 

 
 

 水産業振興・海洋資源活用事業【水産港湾課】 4,642 千円 

 水産資源の保護・回復に取り組みます。引き続き、漁業協同組合が実施するカサゴ、キジ

ハタ、マコガレイ、アユ等の種苗放流事業の経費の一部を補助します。 
 

 魚食普及推進事業【水産港湾課】 1,028 千円 

 市内産水産物を使った魚食普及推進活動を通じて、本市の魚介類の魅力発信、市内消

費の拡大を図ります。また、学校給食への市内産水産物の供給、子育て世代等を対象とした

魚食普及講座などを開催します。 

 

 

  

新規 継続 

マガキ ワカメ ナマコ 
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・商工業・サービス業の活性化 

事 業 名 等 事 業 費 

 市内中小事業者の経営基盤の強化  

□充E  中小企業等金融対策事業【ふるさと産業振興課】 594,693 千円 

 市制度融資を通じて、中小企業の経営安定化や経営基盤の強化を図ります。 

令和８年度から、新山口駅周辺等の都市核エリア内での事業活動について、制度融

資を利用する際に必要となる信用保証料への支援を拡充します。 

  

□充E  
 

中小企業者等の経営改善に向けた省エネ機器導入への支援 １２月補正 

商工業振興対策事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

30,000 千円 

 

 産業支援機関等との連携のもとでの起業創業・新事業創出等への支援  

 起業創業支援事業【ふるさと産業振興課】 3,810 千円 

 

山口市創業支援協議会における産学金官の連携のもと、相談・支援体制の強化を図

ります。令和８年度は、「市創業支援等事業計画（計画期間：令和６年６月～令和１１年３

月）」に基づき、起業たまご塾を始めとした起業セミナーや、創業後のフォローアップセミ

ナー、経営革新塾などのマネジメントプラン策定講座の開催に係る支援を行います。ま

た、創業後間もない事業者等の販路拡大に向けた広報活動への支援を行います。 

 

 産業交流スペース管理運営事業【ふるさと産業振興課】 50,722 千円 

 山口市産業交流拠点施設内の産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」の運営を

行います。拠点施設内に入居する山口商工会議所広域ビジネスサポートセンターや、

国・県等の支援機関と連携した支援体制のもと、コワーキングスペースやマーケティン

グスタジオ等を活用し、起業創業の促進、新事業創出に向けたセミナー・イベントの開

催、相談支援を行います。併せて、起業家教育など、次世代を担う産業人材の育成に

向けた取組を進めます。また、メグリバカフェの活用により、利用者同士の交流を図る

など、幅広い世代が誰でも気軽に利用でき、多様な人材が交流するビジネスコミュニテ

ィの創出を図ります。 

  

 新産業創出促進事業【ふるさと産業振興課】 11,514 千円 

 山口市産業交流拠点施設の機能を活用した新産業や新事業の創出を図ります。 

県と共同で、山口市産業交流拠点施設のメディフィットラボ内に設置した「やまぐちヘ

ルスラボ」において、引き続き、企業との連携による新製品開発のための実証事業を実

施するなど、企業のヘルスケア関連製品・サービスの事業化支援を行うとともに、企業

間の交流・連携の場として活用することで新たなヘルスケア関連産業の創出や事業化

の促進を図ります。 

  

 大内塗後継者の育成支援  

 大内塗産業活性化支援事業【ふるさと産業振興課】 （詳細は、６５ページ） 11,500 千円 

 ふるさと産品営業推進事業【ふるさと産業振興課】 335,017 千円の内数 

 人が集い賑わいのある市街地づくり支援事業【中心市街地活性化推進室】  31,500 千円の内数 

 やまぐち創業応援スペース「mirai３６５」において、チャレン

ジショップの設置や地場産品のテストマーケティング、情報発信

を行う「やまぐち良品プレイス」を運営します。 

また、株式会社「街づくり山口」や山口商工会議所、商店街連

合会を中心としたエリアマネジメントのもとで実施される、地域

の魅力を生かした集客イベントや、商店街組合の枠を越えた連

携事業、チョコレート等を活用した新たなブランド創出事業な

ど、中心市街地の賑わいづくりと地域経済活性化につながる取

組を支援します。 

 

 

  

 

中心商店街の新たなイベントへの支援 
「ブギウギ音食遊歩-Yamaguchi JAZZ Promenade-」 
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 デジタル技術活用促進事業【ふるさと産業振興課】 5,000 千円

 市内企業のデジタル化の促進に向けて、専門家窓口相談会の開催や専門家派遣、経営

者向けセミナーなどの取組を進めます。 
 

 ふるさと産品営業推進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 335,017 千円

 本市のふるさと産品の付加価値向上や販路拡大を図ります。 

ふるさと産品の販売促進に向けて、空港のデジタルサイネージやＳＮＳを活用した情報

発信など、ふるさと産品の認知度向上に向けたＰＲ事業を実施するとともに、商談会や物

産イベント等への出展支援や、山口県央連携都市圏域の７市町連携での物産イベント等

を開催します。 

また、令和８年度は、ふるさとやまぐち寄附金目標額６．５億円の達成に向けて、「地球の

歩き方 山口市」の発刊や山口デスティネーションキャンペーン（山口ＤＣ）の開催を好機と

捉え、ＪＲ西日本とタイアップした体験型ツアーや宿泊付きクーポンなど、新たな返礼品の

造成に取り組むとともに、地域課題解決や地域活性化などにつながるふるさと納税制度の

活用を進めます。 

  

 女性が働きやすい環境づくりへの支援 雇用対策事業【ふるさと産業振興課】 1,480 千円の内数

 働く意欲のある女性が活躍できる就労環境の一層の充実を図ります。 
仕事と子育てを両立しやすい職場環境づくりを進めるため、企業経営者・管理職等を対

象としたセミナーを開催するとともに、市内企業が実施する男性育休取得促進等に向けた

社内研修の開催や女性管理職の育成・登用、柔軟な働き方の導入に向けた就労規則の見

直し等に係る経費の一部を支援します。（補助率：1/2、上限額：５万円） 

 

 

 

障がい者が働きやすい環境づくりへの支援 

雇用対策事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

1,480 千円の内数

 障がい者の特性に応じた就業を促進するため、障がい者雇用に係る事業所の環境整備

費用や、障がい者雇用の準備に係る研修等の経費を助成します。（補助率：１/２、補助上

限額：１０万円） 

 

 多文化共生推進事業【国際交流課】   2,463 千円

 

外国人市民が地域社会の一員として安心して暮らしていけるように、多文化共生社会

の構築に向けて、引き続き、日本語ボランティア養成講座の開催、外国人市民を対象とし

た日本語講座や日本の生活習慣講座の開催、高校生を対象とした多文化共生講座、地域

における住民と外国人市民との交流事業を実施します。 

 新規出店者への支援 

 新山口駅周辺出店等支援事業【ふるさと産業振興課】 （詳細は、６７ページ） 3,000 千円

 湯田温泉回遊促進事業【ふるさと産業振興課】 （詳細は、６６ページ） 1,500 千円

 あきないのまち支援事業【中心市街地活性化推進室】 （詳細は、６３ページ） 7,000 千円

 匠のまち創造支援事業【ふるさと産業振興課】 （詳細は、６５ページ） 1,100 千円

 企業誘致の推進 

 

情報関連産業等の成長が見込まれる産業分野などの誘致活動を強化し、文系ＤＸ人材

が活躍できる環境づくりを進めます。また、小郡都市核における支店や営業所などのオフ

ィス誘致や、豊かな自然や地域資源に恵まれた農山村エリアへのサテライトオフィスの誘

致促進に取り組みます。 

併せて、産業団地の将来的な整備可能性について、令和６年度に実施した適地調査の

結果や、民間による産業団地整備に向けた動向などを踏まえながら、研究を進めます。 

 企業誘致推進事業【産業立地推進課】 3,463 千円

 立地等奨励事業【産業立地推進課】 465,935 千円

 戦略的成長産業集積特別事業【産業立地推進課】 140 千円
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重点プロジェクト３ 人生１００年時代の元気活躍のまちづくり 

（１）健康都市づくりの推進 

事 業 名 等 事 業 費 

 救急医療の維持・確保 

 一次(初期)救急医療の安定的な提供に向けた取組 

 

軽度の救急患者への休日・夜間における外来診療を行います。 

休日・夜間については「休日・夜間急病診療所」で、休日・日中は山口市医師会（北部

地域）及び吉南医師会（南部地域）の会員開業医の輪番制による在宅当番医制度で診療

を実施しています。 

令和８年度は、休日・日中における一次救急医療の安定的な提供に向けて、内科の定

点診療へ移行するため、市休日・夜間急病診療所において試行的な診療を実施します。 

 

□充E  休日・夜間急病診療所運営事業【健康増進課】 104,402 千円

 在宅当番医制事業【健康増進課】 33,837 千円

 二次救急医療体制の維持・確保 

 
入院を必要とする救急医療を担う医療機関（二次救急医療）の体制維持・確保に向け

て、二次救急病院による輪番制の運営に係る費用を支援します。また、地域医療に携わる

看護師の養成など人材育成に係る費用を支援します。 

 二次病院群輪番制病院運営支援事業【健康増進課】 42,512 千円

 地域救急医療運営費補助事業【健康増進課】 76,987 千円

□充E  徳地地域における医療提供体制の確保 37,651 千円

 徳地地域診療所管理運営事業【健康増進課】 

 徳地地域の医療提供体制の確保に向け、引き続き、徳地地域複合型拠点施設内の「山

口市徳地診療所」における診療を行うとともに、診療に必要となる医療機器の整備に係る

支援を拡充します。 

また、串診療所と柚野診療所における週１回の診療を行います。 

加えて、無医地区である三谷地区等における巡回診療を引き続き行います。巡回診療

は、市徳地診療所の診療看護師（※）が巡回診療車により、現地に出向き、同診療所の医

師が車載の遠隔診療システムを通じて診察を行います。 

（※）特定教育課程を修了し、医師と連携・協働し、一定レベルの診療を行うことができる看護師 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

山口市徳地診療所（外観） 遠隔診療システムを通じた巡回診察 
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市民の主体的な健康づくりの推進 

□充E

予防接種事業【健康増進課】 980,554 千円

感染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するため、予防接種法に基づき、定

期予防接種を実施します。 

令和８年度は、２歳までにほぼ１００％の乳幼児が感染し、重症化（気管支炎、肺炎）し

やすいＲＳウイルスの感染を予防するため、妊婦（妊娠 28 週～37 週）を対象とした定期

接種を開始します。 

加えて、高齢者インフルエンザでは、75 歳以上の高齢者を対象として、これまでのワク

チンより予防効果の高い高用量ワクチンを選択することが可能となる予定です。

また、本市独自の対応として、未就学児を対象としたおたふくかぜワクチン予防接種

や、抗体検査において免疫がないとされた妊娠希望の女性とその配偶者等を対象とした

風しん予防接種、定期予防接種の対象とならない５０歳～６４歳の方を対象とした帯状疱

疹ワクチン予防接種について、引き続き、接種費用の一部を助成します。 

健康診査事業【健康増進課】 160,096 千円

がん検診や、骨粗しょう症検診、歯周疾患健診などの各種検（健）診等を実施し、早期

発見、早期治療、疾病予防に取り組みます。引き続き、節目年齢の方を対象とした各種

検（健）診の自己負担金を無料にすることで、受診率の向上を図ります。 

対象となる検（健）診 自己負担が無料となる年齢（４月１日時点） 

胃がん、肺がん(結核)、大腸がん、乳がん検診 ４０歳から６０歳まで５歳刻み 

子宮がん検診 ２０歳から４０歳まで５歳刻み 

骨粗しょう症検診 ４０歳の女性 

歯周疾患健診 ２０歳から７０歳まで５歳刻み 

特定健康診査事業【保険年金課】＜特別会計＞ 127,399 千円

「特定健康診査」とは、生活習慣病の予防のために、４０歳から７４歳までの方を対象

に、メタボリックシンドロームに着目して実施する健診です。 

令和８年度は、引き続き、国民健康保険の特定健康診査の自己負担額を無料にすると

ともに、AI(人工知能）を活用した未受診者への受診勧奨を行います。また、未受診者対

策として、診療情報の活用により、「みなし健診（※）」の実施に取り組みます。 

 （※）通院中の医療機関等において、特定健診と同項目の検査を保険診療で受けた場合に、本人同

意の上で、その検査結果を、医療機関経由で市に提出していただくことで、特定健診を受診し

たとみなす制度。 

体力つくり推進事業【スポーツ交流課】 4,050 千円

幅広い世代を対象とした体力づくりに向けて、イベントやスポーツ教室等を開催します。 

令和８年度は、子どもから高齢者までの多世代が気軽に参加できる市民参加型のイ

ベントとして、「山口市スポーツフェスタ２０２６」を開催し、体力測定会や健康相談を始

め、ニュースポーツを始めとした各種スポーツの体験会などを行います。また、市スポー

ツ施設において、子育て中の方を対象とした「スタートアップ・スポーツ講座」などを開催

します。

生活習慣病予防事業【健康増進課】 7,970 千円

生活習慣病予防のため、生活習慣病予防教室、若い世代の健康づくり教室、身体活

動・運動に関する教室等を開催します。また、ウォーキングを始めやすい環境を整え、習

慣化につなげるため、歩数アップサポート事業やウォーキングマップの情報発信に取り組

みます。 

保健活動事業【健康増進課】 6,660 千円

市民の健康づくり活動の推進を図るため、働く世代の健康コンシェルジュ事業等、地

域や事業所等との連携による健康づくりについての普及啓発活動を行います。また、引

き続き、骨髄等移植の推進に向けて、ドナー助成制度による支援及び制度の周知を行い

ます。 

４０歳は、山口市の 検(健)診 が全て無料！

この機会に是非、受診を！ 
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（２）元気活躍を支える地域福祉の推進 

事 業 名 等 事 業 費 

 包括的な支援体制の推進 ～複合化・複雑化した課題への対応～ 48,035 千円

 包括的支援体制構築事業【地域福祉課】 

 

福祉に関するあらゆる悩みごとを「丸ごと」受け止める身近な相談窓口として、「やまぐち

『まちの福祉相談室』」（通称：ふくまる相談室）を市内全ての地域包括支援センターと山口

市社会福祉協議会本所の１０か所に設置しています。 

令和８年度は、引き続き、高齢、障がい、子ども、生活困窮などの分野を問わず、全世代

に応じた「相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に行う「重層的支

援体制整備事業」を実施します。 

「ふくまる相談室」を始めとした各分野の相談窓口や関係機関等の連携強化により、「相

談支援」体制の更なる充実を図るとともに、既存の福祉サービスでは対応が困難な支援

ニーズに対応する「参加支援」や、人と人、人と地域がつながり合うため、世代や属性を超え

て交流できる場づくりの支援として「地域づくりに向けた支援」を行います。 

 地域包括支援センターの運営 

 

高齢者の方が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、統括機能を有する市直営の「基

幹型地域包括支援センター」と、７か所の民間委託による「地域型地域包括支援センター」

の８センター・２分室の体制で、介護・保健・医療・福祉などに関する相談に対応し、必要な支

援を行います。また、全ての地域包括支援センターに配置した生活支援コーディネーター

が、地域や関係機関と連携して、高齢者の生活課題の解決に向けた地域の支え合いを推進

します。 

引き続き、高齢福祉分野に限らず、生活困窮、障がい、子ども分野の関係機関等と連携

し、高齢者やその家族、地域住民からの保健・医療・福祉などに関する相談に対応し、必要

な支援を行います。 

 地域包括支援センター運営事業【高齢福祉課】 327,866 千円

 生活支援・介護予防体制整備事業【高齢福祉課】 29,889 千円
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 介護予防の推進  

 介護予防・生活支援サービス事業【高齢福祉課】＜特別会計＞ 325,168 千円

 自立支援・重度化防止を進めるため、高齢者の個々の状態に応じて、訪問型・通所型

サービスや、多様な介護予防・生活支援サービスを提供します。 

このうち、高齢者の自立支援に向けた取組を強化し、効果的な介護予防を推進するた

め、令和６年度から実施してきた「短期集中型サービス実施事業（原則３か月で運動機

能、生活動作、栄養状態等の改善を目指すサービス）」について、これまでの通所型を基

本としたサービスの利用促進に加え、徳地・阿東地域においては訪問型に特化したサー

ビスを実施します。 

 

 地域リハビリテーション活動支援事業【高齢福祉課】＜特別会計＞ 20,893 千円

 介護予防や地域の通いの場づくりのため、いきいき百歳体操の普及に取り組んでい

ます。いきいき百歳体操の講師派遣やリハビリテーション専門職員の派遣などを通じ、

地域住民の通いの場の立ち上げ支援・継続支援や介護予防マネジメントの機能強化を

図ります。 

 

 地域介護予防活動支援事業【高齢福祉課】 6,983 千円

 介護予防や生きがいづくりを通じて、地域の支え合い活動を実践する高齢者自主グ

ループの活動支援を行います。 

 

 介護人材確保に向けた取組 介護人材育成・確保支援事業【介護保険課】 ＜再掲＞ 12,874 千円

 「第九次山口市介護保険事業計画」（令和６～８年度）に基づき、介護人材の育成・確保に

向けた取組を進めます。 

国において、介護職員等の処遇改善に係る介護報酬の臨時改定が行われる予定（令和８

年６月）です。こうした中で、本市においては、市内介護サービス事業所における介護人材

の育成・定着促進に向けて、市内の事業所で働く介護職員を対象に、介護福祉士国家試験

の受験手数料の一部や、主任介護支援専門員の資格取得及び更新に係る費用の一部を支

援します。また、子育て世代やシニアなどの潜在的な介護人材の発掘に向けて、就職・再就

職に向けた研修や介護事業所とのマッチングを実施します。さらに、介護現場の生産性向上

や安全で働きやすい職場環境づくりに向けて、ノーリフティングケアの導入につながるセミ

ナーの実施やモデル事業所の選定、用具・機器等の導入経費の一部支援などを行うととも

に、介護事務所職員に向けたメンタルヘルスやキャリアアップに係る研修を実施します。 

介護事業所の人材確保に係る負担軽減に向けては、介護事業所の求人情報に係るリー

フレット等の印刷や情報誌への掲載費用のほか、求人情報サイトへの紹介料や外国人介護

人材を雇用する際の経費等を支援します。 

介護の仕事の理解促進・イメージアップに向けて、市内小・中学校と連携した出前授業や

各種イベント出展、広報ツール等を通じた介護の仕事の魅力発信を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 デジタル化を通じた介護保険認定事務の迅速化 

□充 E  要介護認定事業【介護保険課】＜特別会計＞ 90,282 千円の内数

 介護保険事務における各種システムの導入やシステム間の連携により事務の効率化

を図ることで、要介護認定にかかる期間を短縮し、速やかな介護サービスの提供を目指

します。 

令和８年度は、引き続き、介護保険システム及び介護認定審査会支援システムの国の

システム標準化への対応を進めるとともに、介護保険事務の更なる効率化に向けて、要

介護認定の進捗状況照会システムを導入することで、介護支援専門員（ケアマネジャー）

の負担軽減を図ります。 

 

  

ノーリフティングケアに関するセミナーの様子 潜在的な介護人材の発掘に向けた研修の様子、研修募集チラシ 
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 介護給付費適正化事業【介護保険課】＜特別会計＞ 6,023 千円

 国及び県の指針に基づき、「主要３事業」（要介護認定の適正化、ケアプラン等の点検、医

療情報との突合・縦覧点検）を中心に、介護給付費の適正化に取り組みます。 

令和８年度は、引き続き、ケアプランの点検の一部を外部専門団体に委託し、効果的・効

率的に事業を実施し、受給者が真に必要とするサービスの確保に向けて、ケアマネジメント

の質の向上を図ります。 

 

 認知症対策の推進 

 各地域包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員を中心に、認知症の方や家

族等への相談支援を行うとともに、認知症初期集中支援チームと連携し、早期診断・早期支

援に向けた包括的な支援が受けられる体制づくりを行います。 

また、認知症の方やその家族のニーズと支援をつなげる仕組み「山口市版チームオレン

ジ」の取組として、オレンジサポーターの養成講座やフォローアップ研修会、チームオレンジ

の活動拠点となる「認知症カフェ」（市内２０か所）の活動や運営に対する支援、活動周知の

ための普及啓発事業などを実施します。 

さらに、ほっと安心ＳＯＳネットワーク事業において、行方不明の高齢者の早期発見に向け

て、引き続き、ＧＰＳ機能端末の購入費用等を支援するとともに、ＶＲ機器を活用した認知症

の体験講座の開催などを通じ、認知症に関する理解促進を図ります。 

 

 認知症ケア総合推進事業【高齢福祉課】＜特別会計＞ 33,792 千円 

 認知症高齢者対策推進事業【高齢福祉課】＜特別会計＞ 1,867 千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 成年後見制度を始めとした権利擁護支援の推進 

 「山口市成年後見センター」を中心に、関係機関との地域連携ネットワークを構築し、成年
後見制度の利用促進を図ります。 

成年後見制度に関する出前講座やセミナーの開催、成年後見制度の利用に係る費用へ
の助成を行うとともに、令和８年度は、成年後見制度や日常生活自立支援事業といった支
援制度の狭間にある身寄りのない方の権利擁護支援の実証事業も踏まえながら、引き続
き、持続可能な支援のあり方を検討します。 

 

 成年後見制度利用促進事業【高齢福祉課】 851 千円 

 成年後見制度利用支援事業【高齢福祉課】＜特別会計＞ 13,158 千円 

 理解促進・権利擁護推進事業【障がい福祉課】 4,171 千円の内数
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高齢者の外出機会の創出及び社会参加の促進 

「山口市タクシー利用券」の交付 

要支援・要介護認定を受けている方や障がいのある方の外出を支援するために、タク

シー料金の一部を助成する「山口市タクシー利用券」を交付します。

＜助成内容＞ 

助成額  １枚２００円（年間 １冊 ６０枚綴り(※)） 

利用方法 料金が 1,000 円までは２枚（400 円）使用可 

  料金が 1,000 円を超える場合は１枚追加使用可 

1,500 円以降は 500 円を超えるごと１枚追加使用可 
（※）要支援・要介護認定を受けている方への交付数。 

障がいのある方は、等級等によって異なる。

高齢者タクシー料金助成事業【高齢福祉課】 19,508 千円

福祉タクシー料金助成事業【障がい福祉課】 27,260 千円

グループタクシー利用券の交付 グループタクシー利用促進事業【交通政策課】 4,395 千円

バス停や駅などの公共交通の利用が不便な地域にお住まいの６５歳以上の方（原則４
人以上のグループ）を対象に、お近くのバス停や駅までの移動手段確保のため、タク
シー利用券を交付します。

敬老福祉優待バス乗車証の交付 敬老福祉優待バス乗車証交付事業【高齢福祉課】 128,601 千円

７０歳以上の高齢者の社会参加の促進を図るため、敬老福祉優待バス乗車証を交付

します。 

生活困窮者への相談支援の実施 自立相談支援事業【地域福祉課】 37,620 千円 

生活困窮者及び生活保護受給者の自立を促進するため、生活困窮者自立支援法に基づ

き、就労その他の自立に関する総合的な相談支援を行う「自立相談支援事業」、住居を失っ

た生活困窮者に対して、一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う「居住支援事業」、一般

就労に従事する準備としての基礎能力の形成を支援する「就労準備支援事業」、金銭管理

の指導・助言を行う「家計改善支援事業」などを実施します。 

障がい者への相談支援の実施 相談支援事業【障がい福祉課】 51,748 千円

障がい者が地域で安心して生活を営むことができるよう、引き続き、「山口市障がい者基

幹相談支援センター（山口市役所本庁舎 障がい福祉課内）」や相談支援事業所等におい

て、相談支援を行います。障がい者やその家族の緊急事態等への対応として必要となる支

援・サービスの調整や、一時的な短期入所等の受入れ施設の確保など、地域生活支援拠点

等の機能の充実を図ります。 

また、ひきこもり支援体制の充実を図るため、ひきこもり状態にある方とその家族のため

の相談支援、居場所づくり、関係相談支援機関等とのネットワーク構築などを行います。 

＜対象者の要件＞ 

１ 年齢６５歳以上の方 

２ 自宅からいちばん近いバス停や駅まで１．０ｋｍ以上距離のある方 

（７０歳以上の方の場合は、５００ｍ以上距離のある方） 

３ 「山口市タクシー利用券」をお持ちではない方 
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 合理的配慮の推進 

 理解促進・権利擁護推進事業【障がい福祉課】 ＜再掲＞ 4,171 千円

 

障害者差別解消法の施行に伴う合理的配慮の取組として、民間事業者における合理

的な配慮の提供を支援することで、合理的配慮に対する意識の醸成を図ります。 

令和８年度は、引き続き、市民を対象とした障がい者の差別解消に関する公開講座の

開催や、市内事業者等を対象とした筆談ボード・対話支援機器などの物品購入費用の

支援を行います。また、「山口市みんなの手話言語条例」（令和４年４月施行）に基づき、

市内事業者等の講演会・研修会の開催時における手話通訳者等の設置費用への支援

や、意思疎通支援普及啓発事業として、手話体験講座を開催します。  

また、全ての人が利用しやすい公共施設の整備に向けた「山口市ユニバーサルデザイ

ン推進検討会」の開催や、成年後見制度の利用促進、虐待防止に関する取組を進めま

す。 

 意思疎通支援事業【障がい福祉課】 31,798 千円

 

意思疎通や情報の取得が困難な聴覚障がい者に対し、手話・要約筆記によるコミュニ

ケーション手段を提供し、社会参加の促進を図ります。手話通訳者・要約筆記者の派遣

事業を行うとともに、しらさぎ会館に配置した手話通訳士・要約筆記者によるオンライン

での遠隔による手話通訳サービス、要約筆記サービスを実施します。 

また、意思疎通支援に関わる人材育成のため、手話通訳士・手話通訳者・要約筆記者

の資格を取得するために必要な受講料やテキストなどの経費の一部を助成します。（補

助上限額２万円） 

 手話による市政情報の発信  18,047 千円の内数 

 ケーブルテレビコミュニティチャンネル番組供給事業、広報広聴事務【広報広聴課】 

 
ケーブルテレビによる市政情報の発信事業において、画面上に手話通訳を表示して放

送します。また、引き続き、市長定例記者会見を市公式ウェブサイト上で動画配信する際

に、動画への手話通訳・字幕の挿入を行います。 

 市議会の傍聴における合理的配慮の推進 議会運営事務【市議会事務局】 27,902 千円の内数

 議会傍聴時において、申込みに応じて意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者）の

配置を行います。  

 市主催行事における合理的配慮の推進 － 

 「山口市二十歳のつどい」や学校行事、移動市長室などのイベント開催時において、引

き続き、意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者等）の配置を行います。 
 

 障がい者の外出機会の創出及び社会参加の促進 

 社会参加促進事業【障がい福祉課】 2,933 千円

 

障がい者の社会参加の促進を図ります。聴覚や視覚に障がいのある人との交流を促

進するため、手話奉仕員や朗読奉仕員を養成するとともに、手話奉仕員養成講座修了

者の更なる技能向上を図るためのステップアップ講座を実施します。また、障がい者の

運転免許取得費用や障がい者が使用・乗車する自動車の改造費用の助成を行います。 

 

 移動支援事業【障がい福祉課】 12,041 千円

 
身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者・指定難病患者等を対

象とし、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等、社会参加のための外出にヘル

パーが同行し、安全に移動できるように必要な支援を行います。 

 障がい福祉優待バス乗車証交付事業【障がい福祉課】 20,524 千円

 障がい者の社会参加の促進を図るため、障がい福祉優待バス乗車証を交付します。 

 福祉タクシー料金助成事業【障がい福祉課】 ＜再掲＞ 27,260 千円
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□充E

障がい者雇用の推進 障がい者雇用推進事業【職員課】 94,126 千円

就労を希望される障がい者が個々の能力や障がいの特性に応じて本市の業務に従事で

きるよう、ワークステーションの運営、各部局での雇用促進などを引き続き行うとともに、障

がい者の職業生活全般の相談・支援を行う体制として、生活相談員を引き続き配置します。 

また、障がい者法定雇用率の引上げなども踏まえながら、ワークステーションの増員や職

場環境の充実を図ります。 

障がい者が働きやすい環境づくりへの支援 1,480 千円の内数

雇用対策事業【ふるさと産業振興課】 ＜再掲＞ 

障害者福祉サービス給付事業【障がい福祉課】 4,561,221 千円

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの提供を行います。 

介護給付サービスとして、居宅で入浴、排せつ又は食事の介護等を行う居宅介護サービ

スや、重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより、行動上著し

い困難を有する常時介護が必要な方に、居宅での入浴・排せつ・食事の介護等及び外出時

の介護を総合的に行う重度訪問介護サービス、常時介護が必要な方に、障害者支援施設

等での入浴・排せつ・食事の介護・創作的活動等の機会の提供・身体機能や生活能力の向

上に必要な援助を行う生活介護サービス、施設に入所する方に、入浴・排せつ・食事の介護

等を行う施設入所支援サービスなどの各種サービスの提供を行います。

訓練等給付サービスとして、就労を希望する方に、生産活動等を通じて、就労に必要な

知識や能力の向上に必要な訓練等を行う就労移行支援サービス、通常の事業所に雇用さ

れることが困難な方に、就労の機会を提供し、生産活動等を通じて、知識や能力の向上に

必要な訓練等を行う就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）、共同生活を営むべき住居で主と

して夜間に相談やその他の日常生活上の援助を行う共同生活援助サービスなどの各種

サービスの提供を行います。

地域相談支援サービスとして、障害者支援施設等に入所されている方や精神科へ入院さ

れている精神障がいの方に、地域での生活に移行できるよう支援を行う地域移行支援サー

ビスや、居宅において単身等で生活されている障がい者の方に、障がいの特性に起因して

生じた緊急事態等の相談などの支援を行う地域定着支援サービスなどの各種サービスの

提供を行います。 

日常生活用具給付事業【障がい福祉課】 55,482 千円

在宅の身体障がい者等の日常生活を容易にするため、入浴補助用具や特殊ベッド、スト

マ装具等の日常生活用具の給付を行います。

また、不要になった福祉機器を収集、リサイクルし、必要とする方に斡旋する取組も引き

続き進めます。 

災害時における避難行動要支援者の避難支援 

避難者対策推進事業【防災危機管理課】

1,510 千円

災害時に支援を必要とする避難行動要支援者の地域における避難支援体制づくりを進

めます。令和８年度は、引き続き、避難行動要支援者等管理システムを活用し、避難マイプ

ランの作成・更新を行うとともに、高齢者・障害者福祉施設の協力による福祉避難所の確保

を進めます。

老人憩の家 潮寿荘の避難所機能の強化 老人憩の家管理運営事業【高齢福祉課】 156,800 千円
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 「山口市こども家庭センター」を中心とした子ども・子育て相談支援  

 地域子育て支援拠点などにおける相談支援の実施 

□充E  地域子育て支援拠点の運営と環境改善に向けた取組 113,631 千円

 地域子育て支援拠点事業【こども未来課】 <再掲> 

 児童健全育成のための相談支援の実施 13,296 千円

 児童健全育成事業【こども未来課】<再掲> 

 やまぐち子育て福祉総合センターにおける相談支援の実施 5,956 千円

 子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】＜再掲＞ 

 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない相談支援 56,602 千円

 妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】<再掲> 

 家庭における児童の養育相談への対応 11,200 千円

 家庭児童相談事業【子育て保健課】<再掲> 

 児童虐待防止に向けた官民一体の相談体制の構築 23,651 千円

 児童虐待対策事業【子育て保健課】 <再掲>  

 支援が必要な子ども等への相談支援 

 子どもの居場所づくりを通じた包括的支援（児童育成支援拠点事業） 

 児童虐待対策事業【子育て保健課】 <再掲> 6,000 千円

□充E  児童健全育成事業【こども未来課】 <再掲> 4,094 千円

 子どもの見守り強化アクションプランの推進 4,500 千円

 子どもの見守り強化アクションプラン実施事業【子育て保健課】<再掲> 

 ヤングケアラーへの支援に向けた取組 ― 

 児童健全育成事業【こども未来課】 <再掲> 

 ひとり親家庭等への相談支援 母子父子福祉対策事業【子育て保健課】 ＜再掲＞ 10,895 千円

 ひとり親家庭等の子どもの居場所づくり 7,240 千円

 子どもの生活・学習支援事業【こども未来課】 ＜再掲＞ 

 子どもの養育に関する訪問支援等の実施 1,801 千円

 養育支援訪問事業【子育て保健課】<再掲> 

 不登校に関する悩みを抱える家庭への支援 

 家庭教育訪問支援事業【社会教育課】 ＜再掲＞ 1,829 千円

 家庭教育講座開催事業【社会教育課】 ＜再掲＞ 217 千円

 ファミリー・サポート・センターの運営 8,398 千円

 ファミリーサポートセンター運営事業【こども未来課】<再掲> 

 病気の子どもの一時預かりの実施 病児保育事業【保育幼稚園課】 105,711 千円

 医療的ケア児の受入れ支援 

 認定こども園特別保育事業【保育幼稚園課】＜再掲＞ 97,460 千円の内数

 学習支援事業（小学校）【学校教育課】 ＜再掲＞ 87,871 千円の内数
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（３）学びが充実し、生涯にわたって活躍できるまちづくり

事 業 名 等 事 業 費 

□充E

読書環境の充実  

「人生１００年時代にマッチした 身近に役立つ 市民の図書館」を目指した取組を進めま

す。 

図書館活用や利用層の拡大に向けて、生後５ヶ月前後の乳児とその保護者を対象とした

ブックスタート体験会における絵本・図書館利用案内等をパックにした「ブックスタートパック」

の配布、春のこどもの読書週間や秋の読書週間を中心としたイベント等の開催、特別企画展

示、図書館まつりなどのイベントを引き続き行うとともに、山口県央連携都市圏域の各市町の

図書館と連携したイベントを開催します。 

また、カフェ等の民間事業者との連携による「まちじゅう図書館」の取組を進めます。 

令和８年度は、移動図書館「ぶっくん」について、蔵書の充実や立ち寄る場所（サービス 

ステーション）の箇所を増加させることで、図書館に直接お越しいただくことが難しい方への

サービスを向上させます。

図書館管理運営業務【中央図書館】 301,774 千円

ブックスタート推進事業【中央図書館】 1,525 千円

□充E
移動図書館管理運営業務【中央図書館】 4,292 千円

子ども読書活動推進事業【中央図書館】 1,062 千円

図書館活用推進事業【中央図書館】 1,349 千円

大学や企業等との連携による学習機会の創出 

山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の３つの大学が立地している本市の特性を生

かした学都山口のまちづくり連携や、ＹＣＡＭ、産業交流スペース「Megriba（メグリバ）」、

社会教育施設、やまぐち路傍塾、県の専門機関、企業などとの連携のもとで、人生１００年時

代のライフステージに応じた学びの環境づくりを進めます。 

また、「やまぐち街なか大学」での講座や、大学等と連携した公開講座、デジタル化などの

社会の変化に対応した学び直しのきっかけづくりにつながる講座を開催します。 

公民連携推進事業【公民連携推進室】 ＜再掲＞ 28,332 千円の内数

大学連携講座等開催事業【社会教育課】 2,000 千円
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 産業交流拠点施設を活用した学びの場の充実 

 山口市産業交流拠点施設（ＫＤＤＩ維新ホール）内のシェアハウス型の若手人材育成施設

「アカデミーハウス」や産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」を活用した交流や、様々な

セミナー・イベント等の開催を通じ、多様な人材が学びあう環境づくりを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 産業交流拠点施設管理運営事業【ふるさと産業振興課】 347,563 千円の内数

 産業交流スペース管理運営事業【ふるさと産業振興課】 ＜再掲＞ 50,722 千円

 
地域交流センターにおける社会教育プログラムの実施 

社会教育活動推進事業【社会教育課】 

49,809 千円

 ２１地域交流センターにおいて、活動推進委員会が行う、それぞれの地域の特色ある社会

教育講座の開催や、図書の充実、交流イベントなどへの支援を通じて、子どもを始めとした

あらゆる世代の学びや生きがいづくりにつなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域におけるデジタル活用の支援 

 老人クラブ会員によるＩＣＴ活用の推進に向けた講座や、ＩＣＴリーダーの育成、ＩＣＴを活

用した事業など、老人クラブ活動の活性化に向けた取組を支援します。 
 

 市公式ＬＩＮＥの登録促進に向けた取組 広報紙発行事業【広報広聴課】 ― 

 高齢者活動助成事業【高齢福祉課】 300 千円

 コミュニティ・スクール推進事業【学校教育課】 ＜再掲＞ 5,943 千円

 地域ぐるみ子育て支援推進事業【社会教育課】 ＜再掲＞ 19,161 千円の内数

 
地域ぐるみでの子育て、生涯学習の推進に向け、豊かな経験や知識・技能を有する人材

が、学校教育や生涯学習の場で活躍する「やまぐち路傍塾」の取組を進めます。 

 
「やまぐち子ども未来型学習プロジェクト」の実施 

子ども芸術体感事業【学校教育課】 ＜再掲＞ 

10,444 千円の内数

 

 

魚を使った料理教室の様子ポンポン船を使った理科教室の様子

Ｍｅｇｒｉｂａでの活動の様子アカデミーハウスでの活動の様子
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 重点プロジェクト４ ２１地域づくりと農山村活性化 

（１）個性と安心の２１地域づくり 

事 業 名 等 事 業 費 

 地域コミュニティの活性化  

□充 E  人と地域をつなぎ、世代をつなぐ“お祭り”への支援拡充  8,952 千円 

 イベント・まつり支援事業【小郡総合支所地域振興課など】   

 住民や来訪者が交流できる場を広げ、地域の賑わいを創出するとともに、コミュニティ

の強化を図るため、地域に根差し、世代を超えて受け継がれてきたお祭りへの支援を拡

充します。 

地域で受け継がれてきた “お祭り”  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○新 E  ２１地域の元気応援プロジェクトの検討【協働推進課】 ― 

 ２１地域の活性化や課題解決につながる取組を応援するため、ふるさと納税制度を活

用した支援の仕組みづくりについて検討します。 

寄附金の充当先については、地域との協議を行いながら、地域イベントや未指定文化

財を始めとする歴史資源などから選定します。 

  
支援対象のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あいお祭り／名産・活車えび販売や車え

び釣り体験、ステージ、バザーなど多彩な

催しが楽しめる、秋穂を代表する秋季の

恒例行事。 

ふしの夏まつり／明治末期に始まった小

郡の夏の風物詩。多彩な催しと約 3,000

発の花火が地域を彩る伝統の祭り。 

―――――――――――――――――― 

阿知須浦まつり／150 年以上続く阿知須

の伝統行事。日中は踊り曳山車が街を練

り歩き、夜は花火が打ち上げられる初夏

の名物イベント。 

徳地フェスティバル／特産品の販売や文

化展、地元児童生徒のステージなど多彩

な催しが並ぶ、徳地地域最大のイベント。 

さくらまつり／約 360 本のしだれ桜とソ

メイヨシノが徳佐八幡宮の参道を彩る、春

の訪れを告げる桜の祭典。 
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地域の個性を活かす交付金事業【協働推進課】 196,830 千円

地域づくり交付金を活用した市内２１地域づくり 

地域振興、地域福祉、安全安心などの各分野における地域課題

解決や地域活性化を図ることを目的とした、地域の特性や住民の

ニーズに合わせた自主的な活動を支援するため、市内２１の地域が

主体的に使途を決定できる地域づくり交付金を交付します。

地域の担い手確保促進特別交付金 

人口減少や高齢化が進む中、地域が抱える課題の解決を図ると

ともに、地域づくり活動を持続可能とするため、地域づくりに関わる

新たな担い手の確保及び未来を担う人材の育成を推進する取組を

支援する「地域の担い手確保促進特別交付金」を交付します。 

自治会等支援事業【協働推進課】 74,988 千円

自治会等の地域振興や情報発信等の自主的、持続的な活動を促進します。令和８年

度は、引き続き、自治会役員の負担軽減に向けて、電子回覧板の運用を進めるととも

に、地域づくり協議会や自治会連合会、単位自治会がＳＮＳ等を活用した情報発信や情

報共有が行えるよう、地域活動のデジタル化の支援に取り組みます。 

地域づくりリーダー育成事業【協働推進課】 775 千円

地域づくりの担い手育成に向けて、地域づくり協議会や、自治会、町内会などの地域

コミュニティの関係者を対象とした研修会を開催するとともに、地域づくり協議会の組織

運営や地域づくり計画の策定作業において適切なアドバイスができるよう、地域づくりア

ドバイザーを各地域に派遣し、活動の支援を行いながら人材の育成を図ります。

協働のまちづくり推進事業【協働推進課】 1,294 千円

本市の協働によるまちづくりを着実に推進するため、「第二次山口市協働推進プラン

後期推進計画」（計画期間：令和５年度～令和９年度）の進行管理等を行います。協働の

まちづくり推進委員会の開催や地域づくり研修等を実施します。 

地域の生活を支える拠点づくり 

○新 E
平川地域交流センターの供用開始 平川地域交流センター建設事業【協働推進課】 75,800 千円

地域の防災拠点としての機能強化や施設のバリア

フリー化、狭あい化の解消に向けて平川地域交流セン

ターの建替整備を進めます。

令和８年１０月の供用開始に向け、ＪＡ山口県ふれあ

い平川支所の一部を仮設庁舎として借用しつつ、駐車

場及び外構整備工事、施設内備品の整備を行いま

す。 

○新 E

名田島地域交流センターのエレベーター設置 2,900 千円
地域交流センター機能強化事業【協働推進課】 

地域活動や地域防災の拠点としての機能強化を図るため、名田島地域交流センター

へのエレベーター設置に向けた取組（令和８年度は設計）を進めます。エレベーターの運

用開始は、令和９年度を予定しています。 

大内地域交流センター建設事業【協働推進課】 ― 

大内地域交流センターの建替整備に向け、山口県農業試験場跡地を移転候補地とし

て、市直営による基本設計を行います。 

平川地域交流センター完成イメージ図 

[地域づくり交付金の活用による地域の活性化]

佐山地域：フラワーロード花壇整備事業 
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 小鯖地域交流センターの機能の強化・複合化に向けた検討  100 千円

 地域交流センター機能強化事業【協働推進課】 

 小鯖地域交流センターは、エレベーター設置等によるバリアフリー対応や、避難所機

能の強化が必要となっています。地域交流センターを中心とした日常生活圏の維持・確

保に向け、施設機能の複合化の方向性について、地域の意向を踏まえながら検討を進

めます。 

 阿東地域交流センター生雲分館の多目的広場整備 73,153 千円

 地域交流センター機能強化事業【協働推進課】 

 阿東地域交流センター生雲分館に隣接する県道の改良工事に伴い、地域活動のため

の広場が確保できない状況となるため、新たな広場の整備に向けた取組を進めます。 

令和８年度は、多目的広場の整備工事や、県道の改良工事にあわせた分館敷地内の

工作物の撤去を実施します。 

 

  地域におけるＬＥＤ防犯灯の新設・更新等への支援拡充 

 自治会等が実施するＬＥＤ防犯灯の設置及び維持管理に係る経費の一部を補助し、地域

の安全・安心や治安の維持向上を図ります。令和８年度は、物価高騰の影響により、ＬＥＤ防

犯灯の設置等工事費が高騰していることを踏まえ、本制度について、ＬＥＤ防犯灯１灯あたり

2,000 円の補助金額の加算を行います。 

また、自治会等が安心して継続的に防犯灯設置に取り組めるよう、市が自治会等に代

わって、防犯灯に起因する事故に備えた賠償責任保険に加入します。 

 

 明るいまちづくり推進事業【生活安全課】 14,515 千円

□充E  エネルギー価格高騰対策支援事業【生活安全課】 １２月補正<再掲> 60,000 千円

 法定外公共物の適正な機能管理 

 法定外公共物整備助成事業【道路管理課など】 72,485 千円

 社会資本整備協働事業【道路管理課】 12,000 千円

 法定外公共物財産管理事業【道路管理課など】 20,781 千円

 地域福祉計画推進事業【地域福祉課】 2,276 千円

 山口市地域福祉計画に基づき、地域福祉の推進を図るため、小地域福祉活動計画の策

定を支援するとともに、福祉の種まきリーディング事業として、住民座談会の開催や福祉教

育推進指定校の指定による福祉教育の推進、災害ボランティア養成研修会等を支援しま

す。また、子育てサロン等の団体への支援やネットワークづくりなど、子育て活動団体や障が

い者団体等への支援の充実に引き続き取り組みます。 

 

 自治会集会所等建設費助成事業【協働推進課、小郡総合支所地域振興課】 16,520 千円

 自治会活動の活動拠点となる集会所設置を促進するため、集会所の建設及び補修のた

めの費用を一部助成します。また、財産管理のために自治会所有の集会所の土地建物を登

記する際の費用を一部助成します。 
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地域の特性に応じた公共交通ネットワークの再構築 

公共交通ネットワークの利便性や持続可能性の向上を目的として、各地域の特性に応じ

た取組を進めます。 

引き続き、幹線バスの維持に向けた支援のほか、コミュティバスの実証運行、仁保・小鯖

地域におけるスクールバス等の運行を行います。 

徳地生活バスについては、一部区間において AI を用いた効率的な配車を行うデマンド

型交通の実証運行に引き続き取り組むとともに、令和８年度は、老朽化した車両を四輪駆

動でステップ乗降が可能な仕様の車両に更新し、安全・安心で持続可能な運行体制の構築

を進めます。また、阿東地域の交通空白地における住民や来訪者の移動手段の確保を目的

として、公共ライドシェアの実証運行に向けた検討を進めます。 

また、二次交通の充実に向け、令和２年９月から実施しているシェアサイクル実証事業に

ついて、令和８年１０月からの本格運用に向けて、民間の運営事業者を公募し、持続可能な

運営体制の構築を進めます。併せて、令和６年１月から運用を開始されているタクシー共同

配車アプリ「やまぐち TAXI アプリ」について、観光地域づくりとしての二次交通の充実や、

市民の移動の快適性・利便性を高めるため、引き続き、タクシー事業者による情報発信など

の取組を支援し、利用者の更なる定着化を進めます。 

さらに、JR 山口線を始めとした公共交通の利用促進に向けて、山口商工会議所と連携し

た公共交通に関するセミナーやモニター調査の実施のほか、阿東・徳地地域の高齢者を対

象とした「特急スーパーおき」の特急料金の支援に引き続き取り組みます。 

併せて、バス・タクシーの運転士確保に向けて、就職奨励金による支援や運転士体験会等

の取組を引き続き行います。 

幹線バス確保維持事業【交通政策課】 250,851 千円

コミュニティバス実証運行事業【交通政策課】 71,214 千円

コミュニティタクシー運行促進事業【交通政策課】 61,432 千円

グループタクシー利用促進事業【交通政策課】 <再掲>  4,395 千円

□充E

徳地生活バス運行事業【交通政策課】  53,537 千円

□充E

阿東生活バス運行事業【阿東総合支所地域振興課】  （詳細は、53、87 ページ） 26,547 千円

地域通学バス運行事業【交通政策課】   11,463 千円

交通結節点整備事業【交通政策課】 378 千円

□充E

シェアサイクル実証事業【交通政策課】 40,225 千円

交通政策推進事業【交通政策課】 <再掲> 13,814 千円
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（２）農山村エリアの地域活性化

・移住・定住促進の強化

事 業 名 等 事 業 費 

「移住サポートセンター」を中心とした移住促進の取組 

本市では、移住を検討している方が、より訪問しやすく、相談しやすい環境を整えるとと

もに、本市の移住・定住促進に関する取組の周知を図るため、令和７年９月に、「山口市移

住サポートセンター すむ住む相談所」（農山村づくり推進課内）を開設しました。 

同センターでは、移住に係る総合相談窓口として、移住を検討される方からの多様な相

談に対応するとともに、「関係案内所」としての機能を担い、本市に関わりたいと考える都市

部等の方々（関係人口）と地域をつなぐ取組を進めます。 

ＵＪＩターン支援事業【農山村づくり推進課】 2,600 千円

県外から本市への移住希望者に対して、交通費や滞在費等を支援します。また、農山

村エリアにおいて、移住前に地域の魅力や暮らしを体感できるお試し暮らし住宅を運営

する地域づくり協議会等に対して支援を行います。さらに、農山村エリアの事業者や市

内登録事業者への就職、第一次産業に就労する際の引越し費用の支援や、本市に移住

して創業をした４５歳未満の方に対する家賃補助を行います。 

移住促進空き家利活用事業【農山村づくり推進課】 5,000 千円

農山村エリアにおける移住・定住の促進に向け、人口減少が著しく、民間不動産事業

者が介入しづらい仁保・秋穂二島・秋穂・徳地・阿東の５地域において、空き家・空き地バ

ンク制度を運営し、空き家等の購入（売却）・賃貸のマッチングを行います。

また、空き家・空き地バンク制度で成約された物件に対して、改修費の一部を支援しま

す（補助上限額３０万円・補助率１/２。子育て世帯は補助上限額６０万円・補助率２/３、

第一次産業従事者は、農機具倉庫等の居住外物件の改修と合わせ、補助上限額４５万

円・補助率１/２）。さらに、空き家・空き地バンクの登録物件について、家財道具等の処分

に係る経費の一部を支援します（補助上限額１０万円・補助率 1/2）。 

併せて、移住希望者の受入れに際し、地域情報の提供や現地案内を行う「定住サポー

ター」の活動支援に引き続き取り組みます。

関係人口創出促進事業【農山村づくり推進課】 1,000 千円

地域と多様なかたちで継続的に関わる「関係人口」の創出に取り組むことで、地域活

力の向上を図るとともに、将来的な移住者の増加につなげます。 

令和８年度は、空き家、食、教育、子育てなどの移住を意識したテーマを設定したワ―

ケーション体験プログラムを実施し、関係人口の拡大及び移住促進を図ります。併せて、

移住者の仲間づくりや不安の解消を図る移住者交流会を引き続き開催し、移住後の定

着率向上に取り組みます。

やまぐち定住実現プロモーション事業【農山村づくり推進課】 2,892 千円

大都市圏で開催される移住フェア等への出展やオンライン

上で開催される移住フェアでのＰＲ・移住相談を行うととも

に、山口県央連携都市圏域の各市町と連携した移住促進フェ

アを開催します。また、本市への移住・定住促進に向けた関心

を高めるため、移住・定住に関する情報（住まい、しごと、地域

情報等）や、本市の魅力を SNS、ウェブサイト等により発信し

ます。 移住フェア 

山口市移住サポートセンター 
すむ住む相談所 

タブレットで分かりやすく
手続はもっと簡単に
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地域おこし協力隊等の外部人材の活用 73,400 千円
外部人材活用事業【農山村づくり推進課】 <再掲> 

地域を活性化する人材の活用に向けた取組を進めます。 

若者等が都市部から地域に一定期間居住し、地域ブランドの形成や特産品開発などの

活動を行う「地域おこし協力隊」について、令和８年度は９名の隊員が各地域で活動する予

定です。また、隊員の起業・事業承継への支援や、居住のための空き家改修への支援などに

より、任期終了後の定住促進を図ります。 

さらに、地域おこし協力隊の現役隊員とＯＢ・ＯＧのネットワーク化を進め、ＯＢ・ＯＧの知

見を生かしたサポートや研修機会を提供することで、任期中の隊員の不安解消や地域との

ミスマッチの予防を図り、隊員が地域で活躍しやすい環境づくりを進めます。

加えて、三大都市圏の民間企業の社員を「地域活性化起業人」として受け入れ、観光・農

業・ＩＣＴなどの多様な分野において、そのノウハウや知見、ネットワークを生かした取組を展

開することで、地域独自の魅力や価値向上につなげます。 

○新 E

阿東地域における公共ライドシェアの実証運行に向けた取組 5,000 千円

阿東生活バス運行事業【阿東総合支所地域振興課】 

阿東地域の交通空白地における住民や来訪

者の移動手段の確保を目的として、公共ライド

シェア（※）の実証運行に向けた取組を進めま

す。

（※）バス事業やタクシー事業によって輸送手段を確保するこ

とが困難な場合において、市町村や NPO 法人などが、

自家用車を活用して提供する有償の旅客運送。（「交通

空白地有償運送」と「福祉有償運送」が認められていま

す。）

□充E
阿東地域における移動販売車の更新等への支援 1,500 千円

農山村づくり推進事務【農山村づくり推進課】 

阿東地域における買い物機能を維持するため、県の

支援に協調して、移動販売車の更新等に係る経費を支援

します。 

農林水産業の新規就業者支援 

新規就農者支援事業【農業振興課】 <再掲> 48,697 千円

新規林業就業者への支援 森林経営管理事業【農林整備課】 <再掲> 166,903 千円の内数

□充E

新規漁業就業者支援事業【水産港湾課】 <再掲> 5,555 千円

（参考）農山村エリアへの居住促進に向けた取組 

人口減少が進む農山村エリア９地域（仁保、小鯖、陶、鋳銭司、名田島、秋穂二島、秋穂、徳地、阿東地域）への居住促

進に向けた取組を進めます。 

令和７年３月策定の「山口市農山村エリア居住促進計画」に基づく居住促進の方向性のもと、日常生活に必要な機能の

維持・確保や、新たな人の流れの創出、基幹産業である農林水産業の振興に向けた取組、各地域の地域資源や地域特性

を生かした取組を進めます。 

また、新たな定住の受け皿づくりに向けて、令和８年３月改定予定の「山口農業振興地域整備計画」と整合を図りなが

ら、地域交流センター・分館・小学校を中心とした地域拠点等の周辺において、住宅建設等の条件を満たす場合に限定し

たかたちでの農用地区域（青地）の随時除外を検討します。 

地域おこし協力隊の活動

（資料）国土交通省資料より抜粋 
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・農山村エリアの地域経済活性化

事 業 名 等 事 業 費 

○新 E

国道２号沿線の土地利用の促進 都市計画基本調査事業【都市計画課】 5,000 千円 

国道２号（防府市台道から山口市鋳銭司間）における４車線化・歩道設置の新規事業化

が決定したことを踏まえ、令和８年度は、沿線における流通系等の土地利用を促進するた

め、用途地域の変更について検討します。 

地域産業の担い手確保「特定地域づくり事業協同組合」への支援 

特定地域づくり事業協同組合支援事業【農山村づくり推進課】 

7,192 千円 

急激な人口減少に直面している地域において、通年での雇用が難しい農林水産業、商工

業等の地域産業の担い手を確保するため、季節や時間帯ごとの労働需要に応じて、複数の

事業者の事業に従事するマルチワーカーを雇用する特定地域づくり事業協同組合に対する

支援を行います。 

令和８年度は、ＬＡとくぢ協同組合の経営安定に向け、引き続き支援を行います。 

 

地域資源活用事業【農山村づくり推進課】 2,000 千円 

生産者、加工事業者、関係団体等のネットワーク化など、関係者間の調整・橋渡しを行う
専門人材（ブリッジ人材）を活用し、農山村エリアにおける地域資源の掘り起こしや、新たな
特産品の開発、地域資源の更なる付加価値化の促進を図ります。 

鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業【文化財保護課】 15,654 千円 

平成２８年度から、山口大学と連携して、鋳銭司・陶地区の文化財の総合調査を進めてい

ます。令和４年度に策定した「史跡周防鋳銭司跡保存活用計画」に基づき、令和８年度は、

史跡隣接地の試掘確認調査を実施するとともに、遺構で採取した土の水洗選別や木質遺

物の保存処理などを行います。 

≪複数の事業に従事するマルチワーカーのイメージ≫ 

（総務省資料から抜粋・加工） 

保育・ 
児童施設 
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道の駅の機能強化・移転整備

○新E 道の駅「仁保の郷」のリニューアルオープン 

仁保の郷管理運営業務【農業振興課】 <再掲> 
5,954 千円

道の駅「あいお」移転整備 

道の駅あいお整備事業【農山村づくり推進課】 <再掲> 459,634 千円

道の駅あいお管理運営事業【秋穂総合支所地域振興課】 <再掲> 1,201 千円

立地等奨励事業【産業立地推進課】 <再掲> 465,935 千円の内数

□充E スマート農業推進事業【農業振興課】  一部補正 <再掲> 55,700 千円

６次産業化推進事業【農業振興課】 <再掲> 1,500 千円

園芸作物振興事業【農業振興課】 <再掲> 40,554 千円

特用林産物担い手育成支援事業【徳地農林振興事務所】 <再掲> 360 千円

特用林産物関係事業【農林整備課】 <再掲> 800 千円

畜産農家支援事業【農業振興課、阿東農林振興事務所】 <再掲> 6,610 千円

農地集積・集約化の促進とほ場整備の促進 

農地集積・集約化活動事業【農業振興課】 <再掲> 39,796 円

県営ほ場整備事業 県事業負担金【農林整備課】 一部補正 <再掲> 464,769 千円

ほ場整備調査事業【農林整備課】 <再掲> 12,000 千円

森林経営管理事業【農林整備課】 <再掲> 166,903 千円

水産業振興・海洋資源活用事業【水産港湾課】 <再掲> 4,642 千円

□充E

水産物供給基盤整備事業【水産港湾課】 <再掲> 4,340 千円

魚食普及推進事業【水産港湾課】 <再掲> 1,028 千円

外部人材活用事業【農山村づくり推進課】 <再掲> 73,400 千円

無形民俗文化財等の保存伝承 指定文化財保存助成事業【文化財保護課】 360 千円の内数

指定無形民俗文化財及び指定無形文化財の保存伝承活動等に対する助成を行います。 

国：地福のトイトイ（阿東） 

県：小鯖代神楽舞（小鯖）、陶の腰輪踊（陶）、徳地人形浄瑠璃（徳地） 

市：須川の山固め神事（佐山）、十二の舞（秋穂）、生雲八幡宮奴道中（阿東）、 

土居神楽舞（阿東）、須賀社の厄神舞（阿東） 

国民宿舎秋穂荘の機能検討 国民宿舎管理運営事業【観光交流課】 ＜特別会計＞ 12,672 千円

国民宿舎秋穂荘については、入浴・宿泊・レストラン機能を有した地域振興拠点としての

役割を担う公の施設として、利用者が安心して利用できるよう、引き続き施設の適切な修繕

や指定管理者制度による運営を行います。同時に、施設の老朽化対策や新たな機能の導

入、民間活力の導入など、今後の活用の方向性について、引き続きの検討を進めます。 

（うち一般会計繰入金

12,671 千円）
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重点プロジェクト５ 元気な県都づくり 

（１）歴史・文化などの個性が更に際立つまち

① おいでませ山口・観光地域づくり

事 業 名 等 事 業 費 

□充E

デスティネーションキャンペーン観光誘客事業【観光交流課】 19,933 千円

令和８年の山口ＤＣに合わせて、本市の認知度向上や観光誘客を図るため、様々な機会

を生かした積極的な情報発信や、魅力的な観光コンテンツの提供を行います。

県等との連携のもと、東京や大阪、広島、福岡などの大都市圏において、重点的なプロ

モーション活動を実施するとともに、観光雑誌やテレビ、ウェブ等の各種媒体を活用した情

報発信を通じ、本市への来訪機運を高めていきます。

また、山口ＤＣ初日のオープニングイベントにおいて、本市の食を始めとした魅力を体験

してもらえる観光・体験ブース等を展開するなど、山口ＤＣを通じた観光誘客機運の醸成を

図ります。

さらに、本市の歴史文化の魅力を生かし、山口ＤＣ期間中に大内文化ゾーンの名所をライ

トアップするナイトコンテンツの提供や、市有形文化財の能楽堂等における伝統芸能の鑑賞

と湯田温泉での宿泊を組み合わせた旅行商品の造成、特別感のある「山口ゆらめき回廊」

の開催などを展開します。

また、民間団体が実施する本市の風水の地を巡るスタンプラリー事業や、本市・萩市・防

府市にまたがる萩往還のスタンプラリーに対する支援を行うなど、様々な関係者との連携の

下、本市や圏域の周遊につながる取組を進めます。

加えて、ＪＲ駅からの観光二次交通の改善に向けたサービス提供の仕組みづくりに向け

て、利便性・満足度の高い、観光客向けタクシーチケットの造成・販売等を行う実証事業に

取り組みます。

大内文化の最高傑作と称される 
国宝「瑠璃光寺五重塔」 

萩往還スタンプラリー 
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まちなか温泉 湯田温泉の更なる活性化 

湯田温泉こんこんパークの活用を通じた交流創出 

 「住んでよし・訪れてよしの湯田温泉」に向けて、市民が日常的に湯田温泉を訪れ、

湯田温泉のある暮らしを楽しみ、日中や夜間も市民や観光客で賑わい、様々な交流を

楽しむことができる開かれた公共空間「湯田温泉こんこんパーク」の通年営業を通じて、

更なる交流創出を図ります。 

同施設最大の特長である大屋根広場を活用した新たな交流と賑わいの創出に向け

て、大型プールやスケートリンクの設置を始めとした子ども向けイベントのほか、レノファ

山口ＦＣアウェイ戦のパブリックビューイング、市内の多彩な農産物等が集まるマルシェ

など、年間を通じて多種多彩な企画事業を展開します。 

また、山口ＤＣ開催に合わせた企画事業の展開などにより、湯田温泉の周遊促進や、

観光客と市民の新たな交流創出を図り、まちの元気度を高めていきます。 

湯田温泉パーク管理運営事業 62,701 千円

【観光交流課←○現 湯田温泉パーク整備推進室】 ＜再掲＞ 

湯田温泉パーク企画運営事業 30,000 千円

【観光交流課←○現 湯田温泉パーク整備推進室】 ＜再掲＞ 

□充E
湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】 ＜再掲＞ 44,500 千円

県内最大の宿泊拠点としての湯田温泉の魅力を更に高め、誘客促進や宿泊客数の増

加につなげます。

令和８年度は、新たに、湯田温泉における面的なゾーンの賑わいや新たな人の流れの

創出に向けて、錦川通り沿道等の公共空間を活用した社会実験等に取り組むとともに、

湯田温泉の宿泊機能の維持・強化及び新たな宿泊ターゲット層の獲得に向けて、廃業さ

れた旅館等を活用したゲストハウスなどの宿泊施設を開業する事業者に対し、施設改修

費等の一部を支援します。

また、市内のコンベンション施設におけるＭＩＣＥ誘致の促進に向けて、ＭＩＣＥ開催時

の宿泊助成制度や、ＭＩＣＥ会場と湯田温泉等を結ぶシャトルバスの運行支援に引き続

き取り組みます。

さらに、湯田温泉の宿泊施設への手荷物配送サービス（手ぶら観光）の実施に対する

支援や、大規模イベントと連携した湯田温泉への誘客・再訪につながるシティプロモー

ション、白狐まつりへの開催支援の取組などを通じて、更なる観光誘客を図ります。

現在の錦川通り 公共空間を活用した社会実験のイメージ 

もちまきテラスからのもちまき 

＜令和７年度に開催されたイベントの様子＞ 

こんこんウォーターパーク 
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ク  レ  ア 

□充E  観光資源活用誘客事業【観光交流課】 22,686 千円

 
本市の歴史、文化、自然、特産品などの多様な観光資源に磨きをかけ、大内文化ゾーン

や亀山周辺・中心商店街ゾーン、農山村エリア等への誘客促進を図ります。 

令和８年度は、山口祇園祭や山口七夕ちょうちんまつりなどの伝統的祭りの開催への支

援拡充を通じた本市の魅力発信に取り組みます。また、令和８年の「第５７回全国ホタル研

究会山口県山口大会」を契機とし、観光資源の魅力発信に取り組み、一の坂川を中心とし

た大内文化ゾーンへの誘客を図ります。 

さらに、「日本のクリスマスは山口から」にちなんだ山口らしい“灯り”の演出への支援を通

じ、更なるコンテンツの充実を図ります。 

また、農山村エリアにおいては、豊かな自然環境や美しい景観など、地域ならではの着地

型観光コンテンツの創出・充実に引き続き取り組み、更なる周遊促進を図ります。 

 

 

 

 インバウンド観光誘客事業【観光交流課】 30,748 千円

 国内外から高い評価を受けた本市の歴史文化などの魅力をインバウンド誘客促進につな

げていくため、情報発信の強化や受入れ環境の充実を図ります。 

令和８年度は、欧米豪インバウンドの誘客促進に向けて、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）等と

連携した現地プロモーションや、海外の富裕層に向けた高付加価値型のツアー造成を見据

えた取組を進めます。 

また、台湾インバウンドの誘客促進に向けて、現地プロモーションや商談会への参加等に

引き続き取り組むとともに、令和８年度は、これまでの高年齢の富裕層や企業インセンティブ

旅行による誘客に加え、比較的若い世代を新たなターゲットとしたプラン造成に取り組みま

す。 

さらに、知名度の高い海外向けポータルサイトの活用やプロカメラマンによるインバウンド

向けプロモーション素材造成など、更なる情報発信に取り組みます。 

 

 英語圏との国際交流を通じた本市の魅力発信  

 海外都市との交流活性化事業【国際交流課】 15,430 千円

 令和８年度は、アメリカ・ハワイ州ホノルル市との

友好都市提携１周年記念事業として、ホノルル市で

開催される「ハワイ日本姉妹都市サミット」への訪問

団の派遣を行うほか、市内各所において、友好都

市１周年を記念した講演会などのイベント、オンライ

ンによる青少年の交流事業などを行います。 

 

 英語圏との交流促進に向けた ― 

 自治体国際化協会「ＣＬＡＩＲ」ニューヨーク事務所への職員派遣 

 【職員課】 <再掲> 

 

英語圏との交流促進や海外における本市の更なる認知度向上等につなげるため、一般

財団法人自治体国際化協会「ＣＬＡＩＲ（クレア）」ニューヨーク事務所のスタッフとして、本

市職員を派遣します。（ニューヨークでの勤務は令和８年度～令和 9 年度） 

≪ニューヨーク事務所担当地域≫アメリカ合衆国（ハワイ州含む）、カナダなど 

 

山口市・ホノルル市友好都市提携調印式（令和７年９月） 

山口祇園祭 山口七夕ちょうちんまつり 
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 広域観光連携の推進 都市間連携観光誘客事業【観光交流課等】 25,481 千円 

 

山口県央連携都市圏域（愛称：山口ゆめ回廊）に

おける官民一体での広域観光連携のもと、圏域への

誘客促進、滞在時間や観光消費額の増大を図りま

す。令和８年度は、圏域への誘客と周遊の促進に向

けて、圏域７市町共同での周遊イベントの開催に取り

組むとともに、ＳＮＳや周遊パンフレット等を活用した

観光プロモーションなどの情報発信に取り組みます。 

また、国内外の都市との広域的な相互交流・連携

事業として、美祢市との観光交流パートナー協定に

基づく海外からの誘客促進に向けた取組の強化、鹿

児島市との薩長連携事業としての明治維新のコンテ

ンツを活用した本市への誘客を図る取組、交流都市

である福島市との連携による誘客プロモーションなど

を実施します。 

 

○新E  データ活用による戦略的な観光誘客 観光マーケティング推進事業【観光交流課】 16,020 千円 

 

観光・宿泊客の動向等のデータを効果的かつ効率的に観光誘客につなげるため、「宿泊

データ分析システム」を導入し、様々なデータを誘客促進やおもてなしの向上に活用できる

観光人材の育成を進めるとともに、観光・宿泊客の満足度向上や新たな観光需要の取り込

みなど、戦略的な観光誘客の展開につなげていきます。 

 

 観光地域づくりとしての二次交通の充実  

 観光地と宿泊地のアクセス充実 観光資源活用誘客事業【観光交流課】 ＜再掲＞ 800 千円 

 

ほたる祭りや山口祇園祭、山口七夕ちょうちんまつり、ゆらめき回廊の開催時など、本

市ならではのお祭り体験を通じて、湯田温泉宿泊者の満足度向上につなげるため、湯田

温泉とお祭り等の会場を結ぶシャトルバスを運行します。 
 

□充E  シェアサイクル実証事業【交通政策課】 ＜再掲＞ 40,225 千円 

 タクシー共同配車アプリを活用した取組展開 
交通政策推進事業【交通政策課】 ＜再掲＞ 

2,000 千円 

 ＭＩＣＥの誘致推進  

 産業交流拠点施設管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 347,563 千円の内数 

 湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】 <再掲> 44,500 千円の内数 

 

圏域 7 市町共同での 
周遊イベント 

福島市との連携 
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② スポーツ地域資源を活用した地域活性化 

事 業 名 等 事 業 費 

 スポーツ環境の整備推進 

□充E  武道館の整備推進 （仮称）山口市武道館整備事業【スポーツ交流課】 <再掲> 98,900 千円

 武道館については、令和６年度に策定した武道館整備基本計画において、やまぐちリ

フレッシュパーク内の芝生広場を建設候補地とすることとしています。同基本計画に基

づく武道館の整備に向けて、令和８年度は、施設の実施設計及び測量設計等を行いま

す。 

 

 
やまぐちリフレッシュパークの移動式バスケットゴールの更新  

やまぐちリフレッシュパーク管理運営業務【スポーツ交流課】 
13,138 千円

 やまぐちリフレッシュパークの移動式バスケットゴール１対の更新を行います。 

□充E  
やまぐちサッカー交流広場の駐車場不足の解消  

やまぐちサッカー交流広場整備事業【スポーツ交流課】 
31,500 千円

 やまぐちサッカー交流広場の駐車場不足の解消に向けて、未利用の市営住宅を除却

し、跡地を活用した駐車場増設工事を行います。  

□充E  
「我がまち」のスポーツ地域資源を活用した取組の展開 

我がまちスポーツ推進事業【スポーツ交流課】 
9,250 千円

 本市における「我がまち」のスポーツ地域資源を活用して、交流人口拡大、地域活性化、

健康づくりにつながる取組を展開します。 

令和８年度は、ジュニア層を対象とした本市ゆかりのトップアスリートを招聘した講演会

や教室の開催など、競技力向上につながる事業への支援を行います。 

また、プロサッカーチーム「レノファ山口ＦＣ」と連携した地域活性化・交流人口拡大事業と

して、市内小学校や地域イベントでの交流活動などを実施します。さらに、民間団体で組織

された「レノファ山口ＦＣ応援促進協議会」における、Ｊ２昇格に向けた応援強化の取組を支

援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

山口市ホームタウンデーの様子 

武道館の完成イメージ 

パブリックビューイングの様子

60



○新 E

ピックルボール国際大会の開催支援 我がまちスポーツ推進事業【スポーツ交流課】 1,000 千円 

幅広い世代が楽しめるとともに、競技性も高いピックルボールが海外及び国内において

急速に人気が向上しており、市内においてもピックルボールの競技団体が発足し、競技の普

及や選手育成のための情報交換やサポート、大会の運営を中心に活動されています。 

令和８年６月には、ピックルボールの国際大会が維新百年記念公園・維新大晃アリーナで

開催され、ピックルボールを始めとした、誰もが気軽に参加できるスポーツであるニュース

ポーツが普及することで、市民の健康づくりやコミュニティづくりへの効果が期待されます。 

≪開催概要（予定）≫ 

・開催日 令和８年６月５日（金）～７日（日）

・会  場 維新百年記念公園・維新大晃アリーナ及びレクチャールーム

「山口市スポーツフェスタ２０２６」の開催 

体力つくり推進事業【スポーツ交流課】 <再掲> 

2,500 千円

市民の皆さんがニュースポーツを始めとした様々なスポーツを気軽に体験できる市民総

参加型イベントとして、「山口市スポーツフェスタ２０２６」を開催します。 

≪開催概要（予定）≫ 

・開催日 令和８年９月２７日（日）

・会  場 やまぐちリフレッシュパーク

・内  容 スポーツ協会と連携した様々なスポーツ体験コーナー、

体力測定会や健康相談、高精度体組成計による筋肉量・内臓脂肪等の測定など 

□充E
市立中学校の部活動の地域移行に向けた取組の推進 

部活動地域移行推進事業【○新 地域クラブ活動推進室←○現 部活動地域移行推進室】 <再掲> 
147,752 千円

③ シティセールスの推進

事 業 名 等 事 業 費 

シティセールス推進事業【企画経営課】 9,000 千円

「山口市シティセールス推進本部（本部長：市長）」のもとで、市内外に対する本市の魅力

発信の取組を進めます。

情報誌「彩都山口」の発行と全国配布、地球の歩き方「山口市」の活用、山口市ふるさと

大使を起用した情報発信、「山口七夕会」等の外部人材ネットワークとの連携、市公式ウェブ

サイトやＳＮＳ等の活用、包括連携協定に基づく取組の推進など、効果的な情報発信を行い

ます。

「山口市スポーツフェスタ２０２5」の様子 

山口市スポーツフェスタでのピックルボール体験会の様子 
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（２）広域県央中核都市づくり 

① 山口都市核づくり 

・暮らしと賑わいを支える都心形成 

事 業 名 等 事 業 費 

 パークロード周辺における魅力的な都市空間の形成  

□充E  新本庁舎周辺の整備 新本庁舎整備事業【本庁舎整備推進室】  1,884,437 千円 

 新本庁舎棟の建設に続き、二期工事となる市民交流棟や新たな立体駐車場、庁舎前

の広場の整備に向けた取組を進めます。令和８年度は、引き続き造成工事を進めるとと

もに、市民交流棟や新立体駐車場の新築工事等を行います。 

＜新本庁舎整備のスケジュール＞ 

令和８年度～令和９年度 市民交流棟新築工事、新立体駐車場新築工事、広場整備工事 

令和９年度～令和１０年度 広場整備工事 

 

 

 安全で快適な歩行空間の形成  

 新本庁舎周辺道路の整備 山口市中心市街地周辺地区整備事業【都市整備課】 65,000 千円 

 新本庁舎の整備に伴う周辺道路整備として、市道中央二丁目湯田温泉四丁目線

（本庁舎と市民会館の間を通る市道）の道路改良工事を引き続き行います。 
 

   

  
 

新本庁舎周辺整備イメージ 

 

（参考）快適な歩行動線の確保に向けた道路改良の検討 

県立美術館からパークロードを通って山口駅通りへ向かう場合、歩道が分断されて迂回が必要な箇所や、道路を横断
するのに地下道の通行が必要な箇所があります。一例として、迂回の必要のない歩道の整備や、地下道の撤去、早間田
交差点における横断歩道の新設など、快適な歩行動線の確保に向けた道路改良の検討に向けて、県と市による意見交換
や情報共有の場を設けていただくよう県に要望しています。 
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事 業 名 等 事 業 費 

中心市街地の活性化 

○新E

次期山口市中心市街地活性化基本計画の策定 1,000 千円 

中心市街地活性化計画推進事業【中心市街地活性化推進室】

中心市街地エリアの更なる価値向上に向けて、「第４期山口市中心市街地活性化基

本計画」の策定を進めます。 

歩いて楽しいまちなかの形成 都市計画基本調査事業【都市計画課】 10,000 千円 

令和７年１０月に策定した「山口市まちなかウォーカブル推進ビジョン」に基づき、中心

市街地及びその周辺エリアにおいて、「歩いて楽しいまちなか」を形成するため、地元関

係者等との調整を図りながら、引き続き、山口駅通りの整備案や公共空間等の活用に向

けた検討を進めます。また、ＪＲ山口駅や駅前広場の拠点性や機能強化に向けて、引き

続き交通事業者等との調整を行うとともに、空間活用に向けた検討を進めます。 

山口市中心市街地周辺地区整備事業【都市整備課】 305,240 千円 

亀山周辺ゾーン、中心商店街ゾーン、大内文化ゾーンの３つのゾーンを一体的なエリ

アとした都市再生整備計画（計画期間：令和８年度～令和１２年度）に基づき、道路の美

装化やバリアフリー化等を進めます。令和８年度は、道祖町旭通り一丁目線（中心商店

街アーケード）の美装化工事、桜畠一丁目下後河原線（大殿大路）の道路側溝工事、中

央二丁目湯田温泉四丁目線（本庁舎と市民会館の間を通る市道）の道路改良工事等を

行います。

景観形成事業【都市計画課】 1,623 千円 

景観形成に対する意識啓発、意欲向上を目指し、景観啓発活動及び景観賞表彰式を

実施します。 

中心市街地住環境総合整備事業【都市整備課】 17,000 千円 

密集市街地における居住環境の整備等に向けた取組として、平成２８年３月に策定した

「住宅市街地整備計画」に基づき、令和８年度は、善福寺地蔵通り線の道路拡幅工事な

どを進めます。 

あきないのまち支援事業【中心市街地活性化推進室】 <再掲> 7,000 千円 

中心商店街の空き店舗へ新規出店する事業者に対して、出店経費の一部を支援しま

す（飲食店出店の場合は、補助上限額１５０万円・補助率１/2、飲食店以外の小売・サー

ビス業等出店の場合は、補助上限額１００万円・補助率１/２）。 

また、引き続き、中心市街地の空き店舗等に事務所を開設しようとする法人等に対し、

改装支援（補助上限額 最大１００万円・補助率１/２）、事務所賃借料支援（補助上限額 

６０万円/年・補助率 1/2）を行います。 

中心市街地活性化対策事業【中心市街地活性化推進室】 17,000 千円 

中心市街地の来街者の増加や回遊性の向上に向けた、「アートでつなぐまちの活性化

事業」として、ＹＣＡＭの知見を活用した遊びの場「コロガルあそびのひゃっかてん」等を

引き続き実施します。 

人が集い賑わいのある市街地づくり支援事業 

人が集い賑わいのある市街地づくり支援事業【中心市街地活性化推進室】 <再掲>

31,500 千円 

中心市街地の更なる賑わい創出に向けた取組を進めます。 

山口井筒屋２階に設置した地域の魅力発信・交流スペース「コトサイト」において、多

様な人々が日常の延長として関われる場を設け、子育て世代の交流事業、図書コーナー

の設置などを行い、幅広い地域や世代の方の来街機会の創出を図ります。また、中心商

店街の賑わい創出や、チョコレート等を活用した新たなブランド創出に向けた取組への

支援、「mirai365」を活用したまちなか起業創業促進などを行います。 

□充E ≪制度融資≫中心市街地活性化対策資金 

中小企業等金融対策事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

594,693 千円の内数

脱炭素先行地域の取組推進 （詳細は、９０ページ）
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・人々を惹きつける歴史と文化のまちづくり 

事 業 名 等 事 業 費 

□充E  ふるさとやまぐち寄附金を活用した指定文化財への支援 1,050 千円 

 指定文化財保存助成事業【文化財保護課】  

 文化財所有者の保存修理に係る経済的負担の軽減を図り、文化財を適切に保存し、

後世に継承するために、ふるさと納税制度を活用した新たな支援制度を創設しました。 

令和８年度は、常栄寺庭園を始めとした指定文化財の保存修理に対し、ふるさとやま

ぐち寄附金を活用することで、本市の歴史、文化を支える魅力ある文化財の保存を図っ

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 山口情報芸術センター企画運営事業【文化交流課】 215,795 千円 

 

文化芸術を活用した創造的なまちづくりの推進や人材育成につなげるため、メディア・テ

クロノジーが持つ様々な可能性を、文化芸術の振興にとどまらず、観光・まちづくり・教育等

の他分野へも活用し、企画事業や教育普及活動を展開します。 

令和８年度は、世界的に活躍している音楽家大友良英氏の演奏音源をギターへの自動演

奏化を実現させ、坂本龍一氏が生前に録音した音源を御本人所有のピアノによる自動演奏

を使った新作サウンドインスタレーション作品の制作発表を含む YCAM 全館を使った大規

模展覧会の開催を始め、メディア・テクノロジーの体験を通じて、楽しく学べるＹＣＡＭハン

ズオン展示等の展開、山口県立大学と連携した人材育成などに取り組みます。 

さらに、ＹＣＡＭシネマ等の映画事業の継続的な実施を通じた、市民の映画鑑賞機会の

充実と幅広い層の観客の掘り起こしを図ります。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 大内文化を始めとする歴史・文化を生かしたまちづくり  

□充E  歴史文化を生かした取組の推進 大内文化まちづくり推進事業【文化交流課】 5,677 千円 

 令和２年３月に改定した「大内文化まちづくり推進計画」に基づき、市全域における歴

史文化を生かしたまちづくりの具体化及び大内文化特定地域における取組を進めます。 

令和８年度は、大内文化の周知促進に向け、大内文化特定地域の周遊促進や賑わい

の創出、雪舟ゆかりの自治体で構成する雪舟回廊協議会におけるガーデンツーリズム

の取組などを行います。また、大内文化特定地域内に所在する県指定文化財「河村写真

館」の活用方針の作成に向けた調査を行います。 

 

国宝「瑠璃光寺五重塔」 常栄寺庭園 

64



大内文化特定地域修景整備事業【文化交流課】 7,100 千円 

大内文化特定地域内における歴史的なまちなみ景観の形成に向けて、令和８年度は、

昨年度に実施した、地域内に残る古い町屋を生かした地域の賑わい創出に向けた可能

性調査の結果を踏まえ、町屋を活用した「分散型ホテル」事業等の具現化に向けた取組

を進めます。 

指定文化財等の保存・活用に向けた取組の推進 

有形文化財の保存・活用の取組や、無形民俗文化財等の保存伝承活動への支援を行

います。また、ふるさと納税を活用し、歴史文化を生かしたシビックプライドを育む取組を

行います。 

指定文化財維持管理事業【文化財保護課】 27,347 千円 

指定文化財保存助成事業【文化財保護課】 <再掲> 3,224 千円 

匠のまち創造支援事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 1,100 千円 

大内文化特定地域内の地場産業の振興と交流人口の創出を図るため、空き店舗及び

空き家に新規に開業する事業者に対し、改築等に係る経費の一部を支援します。 

・大内塗・萩焼・その他工芸品等を製造又は販売する事業者（補助上限額１００万円・補助率１／２）

・外郎を製造又は販売する事業者（補助上限額１００万円・補助率１／２）

・大内文化特定地域の交流人口増加に資する事業者（補助上限額７０万円・補助率１／３）

□充E
≪制度融資≫大内文化特定地域活性化対策資金 

中小企業等金融対策事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

594,693 千円の内数

大内塗後継者の育成支援

大内塗の継承と大内塗産業の活性化を図るため、職人の育成に取り組むとともに、技

術指導を行う指導者への支援や、新商品開発やイベント参加等への支援を行います。 

また、山口県立大学等と連携した大内塗の販路拡大に向けた取組を支援します。 

大内塗産業活性化支援事業【ふるさと産業振興課】 ＜再掲＞ 11,500 千円 

ふるさと産品営業推進事業【ふるさと産業振興課】 ＜再掲＞ 335,017 千円の内数 

小郡文化資料館管理運営業務【文化財保護課】 460 千円 

山口デスティネーションキャンペーンに併せ、山口市が誇るＳＬやまぐち号と山口線につ

いての情報発信を行い、旧小郡町及び小郡機関区が国鉄のＳＬ復活事業を勝ち取った

経緯とこれまでのＳＬやまぐち号を振り返る企画展及びイベントを実施します。 

鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業【文化財保護課】 <再掲> 15,654 千円 

文化施設の老朽化対応 

山口市民会館の老朽化対応 市民会館施設管理運営業務【文化交流課】 16,263 千円 

開館から５０年が経過した老朽化への対応と

して、令和８年度は、大ホール楽屋のエアコン取

替のほか、空調設備や施設設備の改修設計を

行い、コンサートや演奏会、また、地域の芸術・文

化活動の発表の場である市民会館の継続利用

に向けた取組を行います。 

中原中也記念館の老朽化対応 中原中也記念館運営業務【文化交流課】 118,000 千円 

開館から３０年が経過する中原中也記念館について、外壁や設備等の老朽化への対

応を図るため、令和８年度は、施設の長寿命化に向けた改修工事を行います。 

□充E 市立中学校の部活動の地域移行に向けた取組の推進 

部活動地域移行推進事業【○新 地域クラブ活動推進室←○現 部活動地域移行推進室】 ＜再掲＞ 
147,752 千円 

市民の芸術・文化活動の場として
利用されている市民会館の様子
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・住んでよし・訪れてよしの湯田温泉 

事 業 名 等 事 業 費 

 湯田温泉まちなか整備事業【都市整備課】 176,120 千円 

 県内最大の宿泊拠点である湯田温泉ゾーンの公共空間を面的に整備します。 

第４期都市再生整備計画（計画期間：令和８年度～令和１２年度）に基づき、湯田温泉

ゾーンにおける回遊性の向上に向け、歩行空間の再生整備などを進めます。 

令和８年度は、市道中央二丁目湯田温泉四丁目線（錦川通り）及び湯田温泉二丁目泉町

線の美装化工事や、市道上東湯田温泉五丁目線の道路拡幅に向けた測量・設計等を行い

ます。 

 

□充E  一本松朝倉線の整備 都市計画道路整備事業【都市整備課】 38,100 千円 

 湯田温泉ゾーンの外周道路の機能強化につながる都市計画道路一本松朝倉線の整備を

進めます。令和８年度は、測量・設計を行います。 
 

 湯田温泉回遊促進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 1,500 千円 

 湯田温泉が有する飲食・保養機能を強化し、回遊や賑わいを創出するため、湯田温泉ゾー

ンの空き家・空き店舗等へ出店し、昼の営業を営み、１週間のうちおおむね５日以上営業する

者に対し、改装等に係る費用の一部を支援します（補助上限額５０万円・補助率 1/2）。また、

特定の主要エリア内に出店する場合の補助上限額は７０万円とします。 

 

□充E  
≪制度融資≫湯田温泉活性化対策資金  

中小企業等金融対策事業【ふるさと産業振興課】<再掲> 

594,693 千円の内数 
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② 小郡都市核づくり

事 業 名 等 事 業 費 

新山口駅の更なる機能発揮に向けた取組 

□充E 新山口駅周辺における駐車場不足への対応 

都市計画基本調査事業【都市計画課】

1,000 千円 

新山口駅周辺のオフィス用駐車場の不足や、大規模イベント時の来場者向け駐車場

の不足への対応を図るため、駐車場不足の現状を正確に把握するための基礎的な調査

や駐車場に関するニーズ調査を進めています。令和８年度は、調査結果を基に、民間投

資による駐車場整備に対する支援制度の創設も含めた、駐車場不足解消に向けた検討

を進めます。 

新山口駅周辺における新規出店への支援 

新山口駅周辺における飲食機能等の集積による、新たな交流や賑わいの創出を図る

ため、新規出店等への支援を行います。 

≪補助金≫新山口駅周辺出店等支援事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 3,000 千円 

駅周辺の空き店舗及び空き家に新規に飲食店等を開業し、昼の営業を営み、１週

間のうちおおむね５日以上営業する者に対し、改装等に係る費用の一部を支援しま

す（補助上限額１００万円・補助率 1/2）。 

□充E

≪制度融資≫新山口駅周辺活性化対策資金 

中小企業等金融対策事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

594,693 千円の内数

駅周辺で事業を営む飲食店や小売事業者等を対象とした制度融資を通じて、事

業者の経営安定化を支援します（融資限度額２，５００万円・返済期間１５年以内・据

置２年以内・融資利率１．９%）。また、制度融資を利用する際に必要となる信用保証

料への支援について、補助率１/２から全額補助に拡充し、駅周辺での事業活動を促

進します。 

小郡都市核へのオフィス誘致  立地等奨励事業【産業立地推進課】 <再掲> ― 

小郡都市核において、支店・営業所等を新たに開設した場合に、事務所の賃借料や、

新規雇用等に係る費用の一部を支援します。 

新山口駅ターミナルパーク管理事業【南部土木事務所】 59,812 千円 

観光交流センター管理運営業務【観光交流課】 18,318 千円の内数 

市内・県内の観光、スポーツ、文化など、様々な情報を発信する新山口駅観光交流セ

ンターは、政府観光局が認定する「JNTＯ認定外国人観光案内所」のうち、県内で唯一、

「カテゴリーⅢ」の認定を受けています。「カテゴリーⅢ」とは、常時英語対応可能である

ことに加え、英語以外にも２言語以上での案内が常時可能、Ｗｉ-Ｆｉ環境が整備されてい

る外国人観光案内所であり、こうした環境を生かした情報発信や観光案内に引き続き取

り組みます。

<平面駐車場が多い新山口駅周辺（写真は駅南側）> 

JNTO 認定外国人 

観光案内所の 

シンボルマーク
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 産業交流拠点施設の更なる活用  

□充E  ＫＤＤＩ維新ホール開館５周年記念イベントの開催 ― 

 

ＫＤＤＩ維新ホールは、令和８年４月１日に、開館５周年を迎えます。

令和８年度は、子どもたちがＡＩやロボットなどの最新テクノロジーに

触れ、その魅力や楽しさを体感できるようなイベントなど、様々な企

画を予定しています。 
 

 ＭＩＣＥの誘致推進  

 
県内最大の２,０００人を収容できる可変型のメインホール（ＫＤＤＩ維新ホール）や大小

１２の連結利用も可能な会議室を活用し、大規模ＭＩＣＥ等の誘致を積極的に進めます。  

 産業交流拠点施設管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 347,563 千円 

 湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】 <再掲> 44,500 千円の内数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  新たな交流とビジネスの創出  

 産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」と施設内に入居する山口商工会議所広域

ビジネスサポートセンター、国や県の支援機関（やまぐち産業振興財団、山口しごとセン

ター、山口新卒応援ハローワーク、山口県福祉人材センター）との連携による重層的な

中小企業支援、起業創業支援を展開するとともに、「メディフィットラボ」における市民の

健康づくりや、企業の健康経営の促進の取組、「アカデミーハウス」における若者の人材

育成等の取組など、各施設の特長を生かした様々な事業展開により、山口県央連携都

市圏域を始め、県央部における新たな交流とビジネスの創出につなげます。 

 

 産業交流拠点施設管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 347,563 千円 

 産業交流スペース管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 50,722 千円 

 新産業創出促進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 11,514 千円 
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「やまぐち未来のしごとフェスタ」の開催 

若者地元就職促進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 

33,400 千円の内数

ＫＤＤＩ維新ホールにおいて、山口県央連携都市圏域内の中学生等を対象に、圏域内

の企業紹介・職業体験などのブースを設置した「やまぐち未来のしごとフェスタ」を開催

します。

小郡がつながる・つなげる交流促進事業【小郡総合支所地域振興課】 <再掲> 5,000 千円 

新山口駅及び産業交流拠点施設とその周辺において、小郡地域の大学や専門学校など

の学生と、企業や地域団体等が連携して行う集客イベント等の開催に対して支援を行いま

す。 

令和７年度に開催されたイベントの様子 

令和７年度「やまぐち未来のしごとフェスタ」の様子 
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事 業 名 等 事 業 費 

 国道９号及び国道２号の整備促進に向けた取組  

 幹線道路建設促進事業【道路建設課】 1,429 千円 

 
国道９号「木戸山峠道路改修（バイパス整備）」及び国道２号「台道・鋳銭司拡幅（４車

線化・歩道設置）」の整備促進について、引き続き国への要望活動を行います。 
 

 国道２号アクセス市道の整備 幹線道路関連整備事業【道路建設課】 20,000 千円 

 国による国道２号整備の測量・設計と歩調を合わせながら、アクセス市道の整備に向

けた測量・設計や用地取得等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新 E  国道２号沿線の土地利用の促進 都市計画基本調査事業【都市計画課】 <再掲> 5,000 千円 

 国道２号の４車線化整備により交通混雑が緩和されることから、沿線における流通系等

の土地利用を促進するため、用途地域の変更を検討します。 
 

 湯田温泉スマートＩＣの利用促進 幹線道路関連整備事業【道路建設課】 8,000 千円 

 令和２年３月に開通した中国縦貫自動車道湯田温泉スマート IC の利用促進に向けたア

ンケート調査を始めとするフォローアップ調査等を行います。 
 

□充E  都市計画道路整備事業【都市整備課】 197,774 千円 

 交通混雑の緩和や利便性・安全性の向上に向けた都市計画道路の整備を進めます。令

和８年度は、東山通り下矢原線の用地取得・道路改良工事等及び一本松朝倉線の測量・設

計を行います。 

 

①

① 

国道９号

国道２号
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道路整備計画道路改良事業【道路建設課】 111,090 千円 

山口市道路整備計画に基づいて、計画的な市道整備を進めます。

令和８年度は、宮島町問田線、田屋島岩富線、由良前仙在線などの整備を行います。

駅を中心としたまちづくり 

ＪＲ山口線の利用促進 交通政策推進事業【交通政策課】 <再掲> 13,814 千円の内数 

ＪＲ山口線の利用促進に向けて、「特急スーパーおき」を利用する高齢者に対する支援

や、山口線利用促進協議会におけるＪＲ山口線を利用した遠足や社会見学などへの支援

を引き続き行います。さらに、観光客を始めとした駅を訪れる方へのおもてなしとして、

阿東地域の主な駅舎周辺において、花壇の整備を行うなど、利用促進につながる環境

整備を地域とともに進めます。加えて、山口商工会議所と連携した公共交通に関するセ

ミナーやモニター調査にも引き続き取り組みます。

鉄道駅や駅周辺の環境整備 都市計画基本調査事業【都市計画課】 <再掲> 10,000 千円の内数 

ＪＲ山口駅や駅前広場の拠点性や機能強化に向けて、引き続き交通事業者等との調

整を行うとともに、空間活用に向けた検討を進めます。 

「第２期山口県央連携都市圏域ビジョン」の取組推進 

「山口県央連携都市圏域ビジョン」に関連する事業費一覧は、９４～９５ページに掲載。

連携中枢都市圏の取組 中核都市づくり推進事業【企画経営課】 240 千円 

山口市、宇部市、萩市、防府市、美祢市、山陽小野田市、島根県津和野町の７市町から

なる「山口県央連携都市圏域（愛称：山口ゆめ回廊）」の首長で構成する「山口県央連携都

市圏域推進協議会」（平成２８年１１月設置）を運営し、同協議会を通じて、関係７市町の協

議や調整を図ります。また、広報誌や移動市長室を通じて、「広域県央中核都市づくり」に

関する情報提供を行います。 

都市連携推進事業【企画経営課】 2,500 千円 

「第２期山口県央連携都市圏域ビジョン」（計画期間：令和４年度～令和８年度）における

重点プロジェクトを始めとした取組を関係７市町の連携のもとで推進します。また、経済団

体の若手組織などが行う、圏域内での交流を促進する新たな取組や、全国規模の大会の

開催に向けた取組などへの支援を通じて、圏域を担う次世代の人材育成を図ります。 

県央連携都市圏域情報発信事業【広報広聴課】 5,000 千円 

地域情報紙やテレビ情報番組等のほか、多言語に対応した山口ゆめ回廊公式ウェブサ

イトの活用を通じて、「山口県央連携都市圏域」の各市町におけるイベント情報やまちづく

り情報を圏域内外に発信し、交流促進を図ります。
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事 業 名 等 事 業 費 

 県農業試験場等の跡地利活用の検討  

 都市づくり推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 15,000 千円 

 令和７年７月策定の「山口県農業試験場跡地利用基本計画」を踏まえながら、山口市全

体のまちづくりの推進、県央部の広域的な発展につながる効果的な跡地利活用が図られ

るよう、県と共に引き続き検討を進めます。令和８年度は、「公的な利活用を促進するエリ

ア」における、施設配置・区画道路レイアウトの検討等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新 E  市道小野氷上線の整備 道路バリアフリー化事業【道路建設課】 25,000 千円 

 
山口県農業試験場跡地東側の市道小野氷上線について、歩道拡幅等に向けた測量設

計を行います。 
 

 大内地域交流センター建設事業【協働推進課】 <再掲> ― 

 
山口県立大学南キャンパスの跡地利活用の検討 

都市づくり推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 

19,566 千円の内数 

 山口県立大学南キャンパスの跡地利活用について、地域からの要望などを踏まえ、本市の

発展につながる利活用が図られるかたちとなるよう、引き続き、県との情報共有や協議を行い

ます。 

 

 

 
山口きらら博記念公園の交流拠点化との連携に向けた取組  

【企画経営課】 <再掲> 

― 

 

 

県においては、山口きらら博記念公園の交流拠点化に向けて、様々なイベントの開催や全

国的な大規模イベントの誘致とともに、交流拠点としてふさわしい公園の整備等を推進され

ています。引き続き、地域の活性化につながるかたちでの同公園の再整備や、周辺環境の整

備が行われるよう、県との情報共有や協議を行います。 

 

 都市計画道路の見直し検討 都市計画基本調査事業【都市計画課】 ― 

 整備予定と位置付けている都市計画道路について、路線の廃止や代替路線の必要性、新

たな都市計画道路の必要性等について検討を行います。 
 

□充E  
 

市営住宅の長寿命化対策の実施、市営住宅の集約化や再構築の検討 

市営住宅長寿命化改善事業【建築課】 

16,750 千円 

 

 「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づく長寿命化対策を実施します。令和８年度は、

引き続き三和町改良住宅防水等改修工事を行うとともに、長寿命化計画の改定に向けた基

礎調査を実施します。 

 

県農業試験場跡地 
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防災・減災対策の推進 

 

事 業 名 等 事 業 費 

 浸水対策の強化 

近年、全国各地で豪雨災害が激甚化・頻発化しており、本市でも、令和５年６月から７月

にかけての大雨では、市内の広範囲で住宅の浸水や道路の冠水、さらには道路の崩落と

いった甚大な被害が発生し、令和７年にも大雨による浸水被害が発生しました。 

こうした浸水被害から、市民の生命や財産を守るため、防災・減災対策を強化します。 

 

 雨水管理総合計画の策定 【河川治水課、下水道整備課】＜企業会計＞ 39,000 千円 

 近年の降雨量の増加など、気候変動の影響を踏まえた浸水対策を実施すべき区域や

対策目標等を定める「雨水管理総合計画」については、これまで、浸水被害状況など地

域ごとの概況の整理や既存水路等の現地測量調査、浸水シミュレーションを実施してき

ました。令和８年度は、地域ごとの対策目標、段階的な対策方針の検討を行い、雨水管

理総合計画を策定します。 

 

○新 E  
浸水常襲地域における浸水対策の強化 
小郡八方原地区における排水ポンプ設備の運用 

 

  水防活動業務【防災危機管理課など】 12,352 千円の内数 

 
浸水常襲地域における内水氾濫等による浸水被害の軽減を図るため、移動式排水ポ

ンプを活用し、排水機能の強化を行っています。 

令和８年度から、小郡八方原地区において、排水ポンプ設備の運用を開始します。 
 

   
 

 総合浸水対策事業【河川治水課】  11,589 千円 

 重点的な浸水対策として、転倒ゲートの設置、取水ゲートの整備、雨水排水路の整

備、雨水貯留槽の設置、住宅における雨水浸透ます等の設置費用への助成などの取組

を進めます。   
 

 河川改修の推進【河川治水課】 計 107,326 千円 

 油川（宮野）、大塚川（平川）、仁保地川（宮野）の河川改修を計画的に進めます。 
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河川浚渫の推進 準用河川維持補修事業【河川治水課など】 112,922 千円 

河川氾濫等の浸水被害を軽減するため、準用河川等のうち、特に危険度の高い箇所

について、浚渫工事を行います。 

＜令和８年度浚渫予定河川位置図＞ 

ため池施設災害予防事業【農林整備課など】 92,463 千円 

大雨時のため池の決壊等による災害を未然に防止するため、国の補助制度を活用

し、利用しなくなったため池の切開工事を進めます。令和８年度は、２箇所のため池切開

工事や５箇所の調査設計を行います。 

 
 

小郡樫の前 樋門の改修及び排水ポンプの設置 朝田浄水場南側 フラップゲートの施設更新 

(参考)県と連携した災害対策の強化 

本市では、県管理河川における災害対策の強化として、老朽化した樋門やゲート等の更新、浸水常襲地域への樋門等の新設、河川改修

や浚渫の推進を要望しています。 

【県への主な要望箇所等】 
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事 業 名 等 事 業 費 

 高潮対策の強化  

 海岸保全施設整備事業【水産港湾課】 308,752 千円 

 

 

漁港海岸保全施設の整備や老朽化対策を行います。 

秋穂漁港海岸（大海地区）の井南入川から防府市台道との市境までの海岸線（約

1,640m）の高潮対策として、護岸及び離岸堤等の整備を計画的に進めます。 

 

 港湾管理事業【水産港湾課】 9,342 千円 

 

防波堤等の港湾施設の定期点検を行い、不具合箇所を計画的に修繕することで、港

湾施設の長寿命化を図ります。令和８年度は、中津江２号防潮堤（秋穂）の機能保全工

事を行います。 
 

 住宅等の倒壊対策  

 住宅・建築物耐震化促進事業【開発指導課】 6,874 千円 

 木造戸建て住宅の耐震診断・改修及びコンクリートブロック等で造られた危険性があ

る塀の除却等に要する費用の一部を補助します。 

 

 

 

 空き家等適正管理事業【生活安全課】 16,197 千円 

 「山口市空家等対策計画」に基づき、管理不全な空き家等への対応を計画的に進め

ます。引き続き、所有者等への管理改善要請・情報提供・助言・指導・勧告等を行い、特

に危険な空き家については、所有者や相続権者等による自主的な解体・除却が促進さ

れるように、老朽危険空家等除却促進事業補助金による支援を行います。また、崩落・

崩壊に至る前段階からの早期の対応を進め、所有者等が不明な場合は、財産管理人制

度の活用等を検討します。 

 

○新 E  大規模盛土造成地の滑動崩落防止対策 宅地耐震化推進事業【開発指導課】 19,804 千円 

 本市に所在する大規模盛土造成地において、滑動崩落による被害を未然に防ぐた

め、安全性把握のための調査を行い、その結果を踏まえて滑動崩落防止対策の必要性

の有無を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 道路や橋の適切な維持補修、計画的な長寿命化  

 道路維持補修事業【道路管理課など】 526,777 千円 

 道路を適切に維持管理します。定期的なパトロールや地域からの通報により、道路の

陥没などの異常を発見し、維持補修工事を行うとともに、舗装長寿命化計画に基づく舗

装改修工事を行います。 

 

（出典）国土交通省ウェブサイト（https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001466191.pdf） 

木造住宅の耐震診断に要する費用 

１００％補助（上限６万円） 

耐震化が特に必要と診断された 
木造住宅の耐震改修に要する費用 

８０％補助（上限額１１５万円） 

（滑動崩落防止対策のイメージ）     
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橋りょう維持補修事業【道路建設課】 174,555 千円 

市道橋の維持補修工事、５年に１回の近接目視点検を継続実施します。 

橋りょう長寿命化対策事業【道路建設課】 292,000 千円 

市道橋について、山口市橋梁長寿命化修繕計画のもと、予防保全型の維持補修工事

を行い、長寿命化を進めます。令和８年度は、光円寺橋（大内）・神田橋（大内）・閏橋（平

川）・三谷川橋（徳地）・昭和橋（白石）・中川橋（大内）などの補修工事を実施します。 

阿東地域の豪雪対応（除雪基地整備等） 

道路維持補修事業【都市整備部阿東土木事務所】＜再掲＞ 

120,000 千円

迅速な市道の除雪作業の実施に向けて、老朽化、分散化している除雪車両倉庫を集

約整備し、除雪作業員の負担軽減や、除雪作業体制の強化を図ります。令和８年度は、

除雪基地建屋の建築工事を行います。 

法定外公共物の保全 

法定外公共物等の整備について、地域へ技術的な支援を行うとともに、補助金・交付金

の交付を行います。また、地域での対応が難しい大規模な法定外公共物の改修や、災害や

事故につながる道路等の破損といった緊急性の高い事案については、市が修繕・改修を行

います。 

法定外公共物財産管理事業【道路管理課など】 ＜再掲＞ 20,781 千円 

法定外公共物整備助成事業【道路管理課など】 ＜再掲＞ 72,485 千円 

社会資本整備協働事業【道路管理課】 ＜再掲＞ 12,000 千円 

災害時の拠点となる公共施設の防災機能確保 

新本庁舎整備事業【本庁舎整備推進室】 ― 

地域交流センターの機能強化 

平川地域交流センター建設事業【協働推進課】＜再掲＞ 75,800 千円 

大内地域交流センター建設事業【協働推進課】＜再掲＞ ― 

地域交流センター機能強化事業【協働推進課】 76,153 千円 

□充E

老人憩の家 潮寿荘の避難所機能の強化 156,800 千円 

老人憩の家管理運営事業【高齢福祉課】＜再掲＞ 

老人憩の家 潮寿荘（秋穂二島）は、指定緊急

避難場所であるほか、地域の自主避難所としても

位置付けられていることから、老朽化が著しい箇

所や和式トイレ等を改修し、車中泊避難を想定し

た駐車スペースを確保することで、通常時に加

え、災害時の避難所としても利用しやすい施設と

なるよう、機能強化を図ります。施設全体の竣工

は、令和８年度末を予定しています。 

潮寿荘の外観 
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□充E  防災ガイドブック等を活用した防災意識の啓発  

防災意識啓発事業【防災危機管理課】 

26,108 千円 

 

「山口市防災ガイドブック」等を活用して、危険箇所や避難場所等を周知するとともに、防

災講座や地域防災活動等を通じて、防災意識の啓発を図ります。令和８年度は、山口市防

災ガイドブックの内水編を新たに作成するとともに、洪水・土砂編の更新を行います。 

 

□充E  避難所の生活環境向上のための資機材整備  

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 

10,000 千円 

 

内閣府が示す「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（令和６年 

１２月改定）」に基づき、プライバシーの確保や避難生活で起こりやすい健康被害の低減

に向けて、簡易ベッドやテント式パーティションの充実を図ります。 

   （備品例） 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
災害時における避難行動要支援者の避難支援 

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 ＜再掲＞ 
1,510 千円 

 地域防災活動、地域防災を支える消防団の活動への支援  

 地域防災活動促進事業【防災危機管理課など】 3,287 千円 

 住民の防災意識の高揚と地域防災力の向上を図るため、総合支所・地域交流セン

ターと地域が連携した地域防災活動の促進に努めます。防災講座、自主防災組織の立

ち上げ・活動支援、防災訓練、２１地域における防災活動支援などを行います。 

 

 自主防災組織助成事業【防災危機管理課】 2,220 千円 

 防災資機材の整備や防災訓練・研修など、地域における自主防災活動を支援します。  

 消防団員の人材育成・活動しやすい環境づくりの推進 

消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】 

69,802 千円の内数 

 地域防災の中核を担う消防団員の知識や技術向上を目的に、消防団ＯＪＴや緊急自

動車運転研修などの教育訓練を行うとともに、より高度な専門知識・技術等の習得に向

けた県消防学校への研修派遣などを行います。また、引き続き、各消防分団独自の人材

育成や入団促進などの活動に対する支援を行うとともに、消防団員の準中型自動車運

転免許取得に係る費用の一部を助成します。令和８年度は、東京都で開催される全国

消防操法大会に、山口県代表として本市消防団（小郡方面隊）が出場します。 

 

 消防団組織のデジタル化 消防団管理運営業務【警防課】  3,817 千円 

 消防団における情報伝達や、申請等の事務手続き、活動実績の報告のデジタル化を

進め、消防団員の負担軽減を図ります。また、タブレット端末等を活用し、災害現場での

迅速かつ正確な情報共有を行うことで、災害対応力の向上を図ります。 

 

  

簡易ベッド テント式パーティション 

国の交付金を 
活用した整備 
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消防通信指令業務の共同運用 山口県央消防指令センター運営事業【通信指令課】 28,821 千円 

本市・萩市・防府市の３市による消防通信指令業務の共同運用を昨年 11 月から開始し

ました。引き続き共同運用体制の安定的な維持とともに、この共同運用の取組を基盤とした

３市独自の消防連携・協力体制の構築により、災害対応力の向上を図ります。 

中央消防署の建替整備に向けた取組 中央消防署整備事業【消防総務課】 117,200 千円 

中央消防署は、建築後５０年を経過する建物や設備の老朽化、緊急車両の大型化に伴う

車庫の狭隘化などの課題を抱えていることから、現地での建替整備を行います。また、整備

期間においても、中央消防署の機能を仮設庁舎と大内出張所へ分散配備し、災害対応機

能を切れ目なく維持します。 

令和８年度は、引き続き現庁舎の解体工事を進めるとともに、造成工事に着手します。 

消防・救急車両の更新配備、火災予防の普及啓発 

□充E

常備消防自動車整備事業【警防課】 158,606 千円 

中央消防署の水槽付消防ポンプ自動車及び大内出張所の消防ポンプ自動車は、配

備から１５年以上が経過し、老朽化が進んでいることから、現行の車両よりも水槽の容

量が大きい車両を更新配備し、水利（消火栓や防火水槽）を確保する前の初期消火能

力の向上を図ります。 

高規格救急自動車整備事業【救急課】 46,675 千円 

高度救命処置用資器材を搭載した高規格救急自動車を中央消防署へ更新配備しま

す。 

火災予防普及啓発事業【予防課】 2,227 千円 

火災予防の普及啓発を実施します。小中学生を対象とした「消防ブートキャンプ」を開

催し、将来の地域防災を担うジュニアリーダーの育成に取り組みます。また、防火講習

会や高齢者を中心とした消防座談会を開催し、住宅用火災警報器の設置の促進を図る

とともに、デジタルサイネージを活用した火災予防の啓発を行います。 

（整備イメージ）
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安心して暮らせる生活環境や住環境の向上 

 

事 業 名 等 事 業 費 

□充E  
 

地域のＬＥＤ防犯灯新設・更新への支援 
エネルギー価格高騰対策支援事業【生活安全課】 １２月補正 <再掲> 

60,000 千円 

 交通安全対策の充実  

 

 安全かつ円滑な道路交通の確保に向けて、県及び公安委員会と連携し、不鮮明な横断歩

道や停止線、車道中央線等の路面標識の復旧に注力するとともに、道路反射鏡や視線誘導

標の設置、横断歩道のカラー化等に関する地域からの要望に対しては、現地調査を実施し

た上で整備の必要性を検討し、優先度の高い箇所から順次対応することで、道路の機能向

上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 交通安全施設管理業務【道路管理課など】 16,277 千円 

 交通安全施設整備事業【道路管理課など】 8,989 千円 

 道路維持補修事業【道路管理課など】 <再掲> 526,777 千円の内数 

□充  資源物再資源化事業【資源循環推進課】 81,620 千円 

 リサイクルの推進のため、引き続き、資源物等の分別収集と再資源化を行います。令和８

年度は、令和１２年度のプラスチック製品分別収集開始に向けて、収集見込量を把握するた

めの回収調査を行います。 

 

 ごみ減量化・資源化啓発事業【資源循環推進課】 9,856 千円 

 ごみの減量化や資源化について、ごみ収集カレンダー、ごみ分別アプリ「さんあ～る」、山

口市ＬＩＮＥ公式アカウント、事業者向けパンフレット等による情報提供を行います。また、小

学４年生を対象とした環境副読本「あいらぶ山口」を配布します。 

 

□充  ごみ集積施設整備事業【清掃事務所】 1,750 千円 

 
一般家庭から排出される一般廃棄物の集積場所の美化や収集業務の効率化を図るた

め、老朽化や容量不足等によりごみ集積施設を整備する自治会等への支援を行います。令

和８年度から、移動容器設置に対する補助限度額を５万円に引き上げます。 

 

 合併処理浄化槽設置助成事業【業務課】 59,659 千円 

 水洗化を促進するため、合併処理浄化槽を設置する個人に対し、設置費用の一部を助

成します。さらに、単独処理浄化槽又は汲み取り便槽から合併処理浄化槽に切り替える場

合は、宅内配管工事及び単独処理浄化槽又は汲み取り便槽の撤去工事に係る費用の一部

を設置費補助に上乗せ助成します。 

 

 簡易水道施設の計画的な整備  簡易水道事業【上下水道総務課】＜企業会計＞ 254,900 千円 

 
令和８年度は、老朽化した水道管１.５ｋｍの更新と、徳佐地区と篠生地区で水融通を行う

ための水道管０.5km を布設します。 

 

 浸水対策の強化  

 雨水管理総合計画の策定 【河川治水課、下水道整備課】＜企業会計＞ <再掲> 39,000 千円 

 総合浸水対策事業【河川治水課】 <再掲> 11,589 千円 

横断歩道のカラー化 視線誘導標 車線分離標 
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河川浚渫の推進 準用河川維持補修事業【河川治水課など】 <再掲> 112,922 千円 

河川改修の推進【河川治水課】 <再掲> 計 107,326 千円 

ため池施設災害予防事業【農林整備課など】 <再掲> 92,463 千円 

□充E
避難所における安全・安心な生活環境の確保  

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 <再掲>

10,000 千円 

災害時における避難行動要支援者の避難支援

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 <再掲>

1,510 千円 

地域防災活動、地域防災を支える消防団の活動への支援 

地域防災活動促進事業【防災危機管理課など】 <再掲> 3,287 千円 

自主防災組織助成事業【防災危機管理課】 <再掲> 2,220 千円 

消防団員の人材育成・活動しやすい環境づくりの推進

消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】 <再掲>

69,802 千円の内数 

消防団組織のデジタル化 消防団管理運営業務【警防課】 <再掲> 3,817 千円 

道路や橋の適切な維持補修、計画的な長寿命化 

道路維持補修事業【道路管理課など】 <再掲> 526,777 千円 

橋りょう維持補修事業【道路建設課】 <再掲> 174,555 千円 

橋りょう長寿命化対策事業【道路建設課】 <再掲> 292,000 千円 

住宅等の倒壊対策 

住宅・建築物耐震化促進事業【開発指導課】 <再掲> 6,874 千円 

空き家等適正管理事業【生活安全課】 <再掲> 16,197 千円 

○新E

宅地耐震化推進事業【開発指導課】 <再掲> 19,804 千円 

消防・救急車両の更新配備、火災予防の普及啓発

□充E

常備消防自動車整備事業【警防課】 <再掲> 158,606 千円 

高規格救急自動車整備事業【救急課】 <再掲> 46,675 千円 

火災予防普及啓発事業【予防課】 <再掲> 2,227 千円 

災害時の拠点となる公共施設の防災機能確保

新本庁舎整備事業【本庁舎整備推進室】 <再掲> ― 

地域交流センターの機能強化 

平川地域交流センター建設事業【協働推進課】 <再掲> 75,800 千円 

大内地域交流センター建設事業【協働推進課】 <再掲> ― 

地域交流センター機能強化事業【協働推進課】 <再掲> 76,153 千円 

老人憩の家 潮寿荘の避難所機能の強化 

老人憩の家管理運営事業【高齢福祉課】 <再掲> 
156,800 千円
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重点プロジェクト６ 持続可能な未来都市づくり 

（１）公民連携等による新たなチャレンジ 

事 業 名 等 事 業 費 

□充E  「山口市ずっと元気・ＰＦＳプロジェクト」の展開  17,000 千円 

 公民連携推進事業【公民連携推進室】  

 新たな公民連携手法であるＰＦＳ（成果連動型民間委託契約）を活用し、ヘルスケアや生

活関連産業などの市内事業者等が連携し、高齢者を対象とした健康づくりや社会活動の参

加につながる魅力的なプログラムなどを提供していただくことで、新サービスの創出などに

よる地域経済の活性化や高齢者のＱＯＬ（生活の質）向上を目的とした実証事業「山口市

ずっと元気・PFS プロジェクト」を令和７年１２月に開始しました。 

令和８年度は、２年目の取組として、引き続き、受託者（株式会社ＹＭＦＧ ＺＯＮＥプラニン

グ）と連携を図りながら、市内事業者による更なるプログラム提供を促進します。また、初年

度のプログラムを中心に事業者同士の連携を強化し、参加者増加を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ふるさと納税制度等を活用した地域課題解決・地域活性化  

 

市民活動や地域貢献、地域課題の解決に向けた取組に対して、ふるさと納税制度を通じ

て主体的にまちづくり等に参画できる仕組みを構築します。 

寄附金を活用し、市が様々な分野で支援することで、地域の課題解決と地域経済の活性

化を進めます。 

 

○新 E  ２１地域の元気応援プロジェクトの検討【協働推進課】 <再掲> ― 

○新 E  市内大学の取組への支援の検討【公民連携推進室】 ― 

 
市内大学が実施する学生の市内定着促進や人材育成の取組などを応援するため、ふ

るさと納税制度を活用した支援を検討します。  

 地域課題の解決に向けた市民活動への支援  

 
地域課題の解決に取り組む市民団体等を応援する仕組みとして、指定文化財の保護

や、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に対する支援を行います。 
 

□充E  指定文化財保存助成事業【文化財保護課】 <再掲> 3,224 千円の内数 

□充E  ペット等適正飼養推進事業【環境衛生課】 2,682 千円の内数 
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事 業 名 等 事 業 費 

地域の資源と資金を活用した事業創造への支援 

～ローカル１０，０００プロジェクトの推進～ 
地域経済循環創造事業【ふるさと産業振興課】 

― 

国においては、産学金官の連携のもと、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業を

全国で立ち上げる「ローカル 10,000 プロジェクト（総務省・地域経済循環創造事業交付

金）」を推進されています。 

本市においても、こうした制度を活用し、市内の地域資源を生かした先進的で持続可能

な事業の具現化に取り組む民間事業者が行う施設整備等の初期投資を支援します。 

 

□充E シェアサイクル実証事業【交通政策課】 <再掲> 40,225 千円 

二次交通の充実に向け、令和 2 年 9 月から実施しているシェアサイクル実証事業につい

て、令和 8 年 10 月からの本格運用に向けて、民間の運営事業者を公募します。その後、選

定された事業者と連携協定を締結し、市と共同で持続可能な運営体制の構築を進めます。 

□充E
阿東生活バス運行事業【阿東総合支所地域振興課】 <再掲> 26,547 千円 

阿東地域の一部エリアにおいて、地元のＮＰＯ法人やタクシー事業者と連携しながら、公

共ライドシェアの実証運行に向けた検討を進めます。 

○新E

山口市総合計画策定事業【企画経営課】 3,000 千円 

本市の長期的なまちづくりの指針としての次期山口市総合計画の策定を進めます。 

令和８年度は、産学官金を始めとした外部有識者などで構成する策定協議会を開催する

とともに、市民意識調査や地域・若者との意見交換会等を実施します。 

【令和６年度採択事例】 

山口が世界に誇る高級日本酒を使った最高のおもてなし事業【(株)Archis】 

【令和７年度採択事例】 

過疎化の進む農山村エリアとの多様な交流を育む、 

コミュニティ・ハブ機能を有するクラフト麦酒事業【礒金醸造(株)】
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事 業 名 等 事 業 費 

 デジタルも活用した広報活動等の充実  

 本市では、令和 8 年度から、広報の在り方を進化させます。 

紙・Web・ソーシャルメディア・テレビ・ラジオを組み合わせ、「より多くの情報」を「より多く

の人」へ「より早く（リアルタイムで）」届けることで、市民一人ひとり、地域、事業者それぞれ

の活動量、活動の質が上がるような広報の取組を進めます。 

 

○新 クロスメディア情報発信事業【広報広聴課】 13,234 千円 

□充  広報紙発行事業【広報広聴課】 42,514 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｗｅｂ版「市報やまぐち」がもっと見やすく、便利になります 【広報広聴課】 

令和８年度から、スマートフォンでも見やすいＨＴＭＬ形式でのお知らせ記事の掲載を

開始します。 

これにより、掲載可能な記事数は、月約１２０件から１４０件超へ拡大します。また、紙

版市報では難しかった、タイムリーなイベント情報などの発信ができるようになります。

さらに、ＨＴＭＬ形式での掲載により、検索機能や多言語対応、関連ページのリンクなど、

Ｗｅｂならではの利便性が向上します。新たな取組として、紙版市報と連動した読者プレ

ゼント企画により、地元企業も紹介しながら、読んで楽しい広報紙を目指します。 

「（仮称）まいにち市報」で、旬の市政情報をタイムリーに発信 【広報広聴課】 

市公式インスタグラムを新たに開設し、「（仮称）まいにち市報」として、市政情報や観

光、グルメ、産業などの情報をタイムリーに発信します。 

特に、ＳＮＳの利用率が高い若者・子育て世代に向けて、部局を超えた情報を一元的に 

届けていきます。 

 

  

  

情報量が増える 

市報の記事が 
年間６００件超増える 

届く人が増える 

大学生等 20,000 世帯にも 
情報が届く 

情報がすぐ届く 

直近のイベント情報が届く 

広報を進化させ、みんなの「活動量」が上がるまちへ 

― 情報が届く → 行動が増える → まちが元気になる ― 

市公式インスタグラムで「（仮称）まいにち市報」スタート 
令和８年４月１日に開設し、市政情報をはじめ、観光、グルメ、産業、子育てなどの情報を 

盛りだくさんご紹介します。 

情報量 UP 

２４０記事増加 
（20 記事×１２か月） 

情報量 UP 

３６０記事増加 
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市公式 LINE で、「Web 版市報やまぐち」が直接届きます 【広報広聴課】 

市報の発行日に、希望する方へ市公式ＬＩＮＥから 

Ｗｅｂ版市報をプッシュ通知で配信する機能を新たに

追加します。探しに行かなくても届くことで、必要な情

報を見逃さない広報を実現します。 

併せて、ＬＩＮＥの登録が不安な方向けに、地域交流

センター等で、市公式 LINE の登録促進に向けた取組

を行います。 

若者による SNS を活用した市政情報発信の充実 【広報広聴課】 

若者世代に分かりやすく、届きやすい市政情報の発信に向けて、SNS を活用

したショート動画による情報発信を実証的に行います。 

引き続き、大学との連携・協力のもと、地域資源の再発見をテーマとした大学

生によるショート動画制作や、市公式 YouTube チャンネル「やまぐちゃんね

る」等での発信を行います。 

令和８年度は、市内専門学校とも連携・協力し、新たに開設する市公式インス

タグラムも活用して、その効果検証を行います。

職員の発信力を高める SNS 活用プロジェクトチームの設置 【広報広聴課】 

若手職員を中心とした SNS 活用プロジェクトチームを設置し、多くの方に届く情報発信ができるよう、企画

力や運用スキルの向上を図ります。 

テレビ番組と SNS を連動させた情報発信へ 【広報広聴課】

既存テレビ番組による情報発信について、テレビ番組だけで完結

しないかたちに見直します。 

ＳＮＳへの誘導等、複数の広報媒体と連動させることで、より多くの

方が情報に触れる機会を増やします。併せて、市民参加型企画も検討

します。 

「市報やまぐち」の特集号（1 日号）とお知らせ号（15 日号）の統合 【広報広聴課】 

現在、特集号（１日号）とお知らせ号（15 日号）に分けて発行している市報を見直し、１月・８月

の合併号と同様に統合します。特集に関連したお知らせ記事の掲載や、他の広報媒体と連動した

掲載をすることで、効果的に情報発信を行います。また、Web 版市報と連動した読者プレゼント

企画を毎月実施し、読んで楽しい広報紙を目指します。 

同時に、市報の発行回数が減少することで、市報配付を担っている地域のみなさんの負担軽減

も図ります。 

若者を対象とした「移動市長室」の開催 【企画経営課・広報広聴課】 

将来を担う若者の声を市政に反映させるため、若者を対象とした「移動市長室」を開催します。 

対話の機会を通じて、市政参加への関心を高めます。 

友だち登録はこちらから！ 
右の二次元コードを読み取るか、 

LINE のホーム画面から「山口市」と 

検索して、友だち登録をしてください。 

LINE 公式アカウント名：山口市 

LINE ID：@yamaguchi-city 

誘導 

参加 

市報 

月１回に 

（配付の負担軽減）
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（２）ＡＩを始めとしたデジタル技術の活用(ＤＸ：デジタルトランスフォーメーション) 

事 業 名 等 事 業 費 

 デジタル行政の推進 ～「もっと便利な」山口市役所～  

 ＡＩ（人工知能）を活用したサービス向上と業務効率化の推進  

 AI（人工知能）技術の活用が広がる中、市民サービスの向上と業務の効率化を図るた

め、本市でも AI を取り入れたデジタル行政を推進しています。 

市公式 LINE 等でのごみ分別・問合せ対応 AI チャットボットや、AI を活用した国民

健康保険における特定健康診査の未受診者への効果的な受診勧奨、県と共同で運用す

る AI 議事録作成ツール、書類の文字を自動でデータ化できる AI-OCR の活用などに

取り組みます。 

また、生成ＡＩについては、会議録要約や文章作成、統計データ分析の補助など、非定

型的業務への応用も可能であり、国・県の方針や他自治体の先行事例等も踏まえなが

ら、生成 AI 利用ガイドラインを整理し、段階的な活用を図っていきます。 

 

 デジタル行政推進事業【デジタル推進課】  69,124 千円の内数

 ＷＡＮ関連事業【デジタル推進課】 366,520 千円の内数

 ＡＩ（人工知能）を活用した特定健康診査の未受診者対策 

特定健康診査事業【保険年金課】＜特別会計＞ <再掲> 

127,399 千円の内数

 

□充E  デジタル行政推進事業【デジタル推進課】 <再掲> 69,124 千円 

 総合窓口支援システムを活用しながら、本庁舎等における「ワンストップで」・「書かな

い」・「待たない」総合窓口サービスを展開し、引越し等に伴う関連手続をプッシュ型で案

内するサービスの実施や、住所・氏名などを何度も書くことなく手続が完結するサービス

の拡大など、定型的業務を中心に業務効率化を図ることで、市民の皆様に接する相談業

務の充実につなげ、「もっと便利な」市役所づくりを推進します。 
また、行政手続・暮らしに役立つ情報の受取り・各種問合せ等をスマートフォン等で完

結できる仕組みの充実に向けて、オンライン申請の対象手続の拡充に引き続き取り組む

とともに、山口市ＬＩＮＥ公式アカウントをリニューアルし、機能の充実を行います。 
さらに、リニューアル後の山口市ＬＩＮＥ公式アカウントの新機能を活用し、公共施設の

予約から使用料の支払、鍵の開施錠までをスマートフォンで完結できる仕組を構築し、

令和８年度は、阿知須体育センター、小郡ふれあいセンター、山口市柔剣道場での運用

開始を予定しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 マイナンバーカードの普及促進等 個人番号カード事務【戸籍住民課】 148,806 千円 

 本市におけるマイナンバーカードの保有枚数率が令和７年１２月末時点で、８3．7％ 

（１５5，６４６枚）となる中、更なるマイナンバーカードの普及促進を図るとともに、利用環

境の整備を進めます。より便利なコンビニ交付の推進を始め、市内３９ヵ所の郵便局でマ

イナンバーカードの申請ができる体制を継続するとともに、マイナンバーカードの取得に

支援が必要な方への取組として、福祉施設等に入所されている方を対象とした出張申

請を継続し、申請機会の充実を図ります。 

 

  

電子開錠による施設利用イメージ 
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市税の電子納付サービスの充実 電子納付推進事務【収納課】 11,982 千円 

地方税ポータルシステム（eLTAX）や、「地方税お支払サイト」を通じてパソコンやス

マートフォンから納付できる電子納付サービスの取組に対応することで、納付の利便性

向上を図ります。

電算システム開発事業【デジタル推進課】 120,522 千円 

自治体情報システムの標準化・共通化に向けて、住民記録や税などの基幹系システム

の標準仕様書への対応を進めるとともに、法改正に伴うシステム改修や、業務の更なる

効率化に向けたシステムの更新を進めます。 

子育て支援アプリを活用した妊娠届の提出・相談支援 

妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 <再掲>

56,602 千円の内数

徳地診療所におけるデジタル技術を活用した遠隔診療の実施 

徳地地域診療所管理運営事業【健康増進課】 <再掲>

37,651 千円の内数

消防団組織のデジタル化 消防団管理運営業務【警防課】 <再掲> 3,817 千円 

地域におけるデジタル活用の支援

老人クラブ会員によるＩＣＴ活用の推進に向けた講座やＩＣＴリーダーの育成、ＩＣＴを活用

した事業など、老人クラブ活動の活性化に向けた取組を支援します。

市公式ＬＩＮＥの登録促進に向けた取組 広報紙発行事業【広報広聴課】 <再掲> ― 

高齢者活動助成事業【高齢福祉課】 <再掲> 300 千円 

データ連携基盤の活用  

スマートシティの推進を通じた本市の目指すべき姿や取組の方向性等を位置付けた「山

口市スマートシティ推進ビジョン（山口市官民データ活用推進計画）」に基づく取組を進めま

す。 

様々な分野の地域課題の解決や市民の豊かな暮らしを実現するため、令和４年度から分

野や組織等を超えたデータ連携を可能とする相互運用性・拡張性、セキュリティが確保され

たデータ連携基盤（都市ＯＳ）の構築及びそれを活用して防災情報等を一元的に集約する

地図ダッシュボードの運用や、総合防災情報システムと連携した土砂災害警戒情報や指定

洪水予報等の防災情報とのデータ連携などを行っています。 

デジタル行政推進事業【デジタル推進課】 <再掲> 69,124 千円の内数 

公民連携推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 28,332 千円の内数 

阿東スマートビレッジの推進 

阿東地域において、地域・大学・行政の連携のもと、地域コミュニティや事業者の事業活

動の維持に向けて、デジタル技術等の活用による地域課題の解決や地域経済の活性化の

取組を進めます。令和８年度は、公共ライドシェアの実証運行に向けた検討など、地域が抱

える課題の解決に向けた取組を進めます。 

□充E
阿東生活バス運行事業【阿東総合支所地域振興課】 <再掲> 26,547 千円の内数 

公民連携推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 28,332 千円の内数 

□充E 中小企業の省人化・省力化機器等導入への支援 

人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】 １２月補正 <再掲>

20,000 千円 

デジタル技術活用促進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 5,000 千円 

□充E

スマート農機の導入支援、中小規模農業者等の農業用機械導入支援

スマート農業推進事業【農業振興課】 一部補正 <再掲> 

55,700 千円 
（12 月補正：30,000 千円） 

（当初予算：25,700 千円）
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（３）未来を担う人材育成（ＨＸ：ヒューマントランスフォーメーション） 

～「学都山口」のまちづくり連携～ 

事 業 名 等 事 業 費 

 公民連携による若者のＤＸ人材育成 公民連携推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 28,332 千円の内数 

 

市内大学と連携し、本市の課題解決、地域活性化をテーマとした若者の人材育成に取り

組むことで、若者の声を反映したまちづくりを進め、若者が活躍できるまち、若者が住みた

い、住み続けたいと思うまちづくりに取り組みます。令和７年度は、市内大学と連携して大学

生を対象とした、DX 人材育成に向けた講義を試験的に実施しました。 

令和８年度も引き続き、市内大学と連携しながら、より多くの学生を対象とした取組を進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大学連携講座等開催事業【社会教育課】 <再掲> 2,000 千円 

 地域交流センターにおける社会教育プログラムの実施 49,809 千円 

 社会教育活動推進事業【社会教育課】 <再掲>  

□充E  読書環境の充実 図書館管理運営業務など【中央図書館】 <再掲> 計310,002 千円 

 コミュニティ・スクール推進事業【学校教育課】 <再掲> 5,943 千円 

 地域ぐるみ子育て支援推進事業【社会教育課】 <再掲> 19,161 千円の内数 

 「やまぐち子ども未来型学習プロジェクト」の実施 10,444 千円の内数 

 子ども芸術体感事業【学校教育課】 <再掲>  

 保育人材の確保支援 ～人材確保の取組～  

 保育士等人材確保事業【保育幼稚園課】 <再掲> 900 千円 

 子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】 <再掲> 5,956 千円の内数 

 私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】 <再掲> 176,415 千円の内数 

 認定こども園特別保育事業【保育幼稚園課】 <再掲> 97,460 千円の内数 

 地域型保育特別保育事業【保育幼稚園課】 <再掲> 9,881 千円の内数 

 介護人材確保に向けた取組 介護人材育成・確保支援事業【介護保険課】 <再掲> 12,874 千円 

 地域救急医療運営費補助事業【健康増進課】 <再掲> 76,987 千円の内数 

 地域医療に携わる看護師の養成など、人材育成に係る費用を支援します。  

 消防団員の人材育成・活動しやすい環境づくりの推進 69,802 千円の内数 

 消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】 <再掲>  

 学生消防団員の定住促進 消防団管理運営業務【警防課】 <再掲> 400 千円 

  

市内大学と連携した大学生を対象とした DX 人材育成授業の様子 
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ク  レ  ア

芸術家育成支援事業【文化交流課】 200 千円 

将来一層の活躍が期待されるアーティストに、やまぐち新進アーティスト大賞を贈り、アー

ティストの活動を支援します。

産業交流拠点施設を活用した学びの場の充実 

産業交流拠点施設管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 347,563 千円の内数 

産業交流スペース管理運営事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 50,722 千円 

大内塗後継者の育成支援 

大内塗産業活性化支援事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 11,500 千円 

ふるさと産品営業推進事業【ふるさと産業振興課】 <再掲> 335,017 千円の内数 

農林水産業の新規就業者支援 

新規就農者支援事業【農業振興課】 <再掲> 48,697 千円 

新規林業就業者への支援 森林経営管理事業【農林整備課】 <再掲> 166,903 千円の内数 

□充E
新規漁業就業者支援事業【水産港湾課】 <再掲> 5,555 千円 

特用林産物担い手育成支援事業【徳地農林振興事務所】 <再掲> 360 千円 

地域づくりリーダー育成事業【協働推進課】 <再掲> 775 千円 

英語圏との交流促進に向けた ― 

自治体国際化協会「ＣＬＡＩＲ」ニューヨーク事務所への職員派遣
【職員課】 <再掲>

男性職員の育児休業取得率１００％を目指します！【職員課】 ― 

第二次山口市総合計画後期基本計画における「男性の育児参加率の向上に向けた仕組み

づくり」の取組として、引き続き、本市の男性職員の育児休業の取得促進に取り組みます。 
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（４）暮らしの質の向上と地域経済活性化に向けた地域脱炭素の推進 

（ＧＸ：グリーントランスフォーメーション） 

事 業 名 等 事 業 費 

 脱炭素先行地域の取組推進  

 本市では、令和３年１２月に、２０５０年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカー

ボンシティ」宣言を行い、令和４年１１月に国が目指す全国１００箇所の脱炭素先行地域のひと

つに本市の中心市街地エリア等が選定されました。 

令和６年４月に設立した地域新電力会社を通じて、新本庁舎等の公共施設に清掃工場で

発電した再生可能エネルギー電力の供給等を行います。 

また、脱炭素先行地域における取組推進を通じた、中心市街地の活性化や賑わいの創出

を図るため、空調や照明等の省エネ設備の導入に対する支援や、まちなか居住の促進に向

けた公用車を活用したＥＶカーシェアリング事業やシェアサイクルの実証事業を実施します。

また、地域脱炭素の取組を市民や事業者に広く周知する取組を進めます。 

令和８年度は、市の遊休地等を活用した太陽光発電設備の導入補助を拡充します。 

 

 地域新電力会社による電力供給の実施【環境政策課】  

□充E  地域脱炭素推進事業【環境政策課】  614,444 千円 

 中心商店街等における省エネ設備の導入支援 40,000 千円 

 中心市街地活性化対策事業【中心市街地活性化推進室】  

 車両維持管理事業【総務課】  44,578 千円の内数  

 新本庁舎整備事業【本庁舎整備推進室】  ― 

□充E  シェアサイクル実証事業【交通政策課】  40,225 千円 

 エコフレンドリーオフィス推進事業【環境政策課】 303 千円 

 第二次山口市エコフレンドリーオフィスプラン（地球温暖化対策実行計画（事務事業編））

に基づき、市役所の事務事業から発生する温室効果ガス排出量の削減に引き続き取り組み

ます。また、中小事業者の環境マネジメントシステム構築支援として、環境省のガイドラインに

基づく認証・登録制度であるＥＡ２１（エコアクション２１）の認証取得支援を行います。 

 

 地球温暖化防止普及啓発事業【環境政策課】 3,250 千円 

 山口市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、市域の温室効果ガス排出量の

削減と市民や事業者の環境保全の意識向上を図ります。山口市地球温暖化対策地域協議

会（温暖化とめるっちゃネットワークやまぐち）等と連携し、国民運動「デコ活」（※）をキーワー

ドとした周知啓発事業を実施します。 

（※）二酸化炭素(CO2)を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ

(Eco)を含む"デコ"と活動・生活を組み合わせた言葉 

 

 バイオマスエネルギーの活用  

 願成就温泉センター管理運営業務【阿東総合支所地域振興課】 29,070 千円の内数 

 
願成就温泉センターにおいて、木質チップをバイオマス燃料とした木質バイオマスボイ

ラーを使用することにより、バイオマスエネルギーの活用を行います。  

 森林経営管理事業【農林整備課】  166,903 千円の内数 

 森林環境譲与税を活用し、認定林業事業体や木質バイオマスエネルギー利用施設に

おける木質バイオマスの利用促進に係る経費を支援します。 
 

 みどりの食料システム戦略推進事業【農業振興課】 <再掲> 8,905 千円 

  

90



地域の特性に応じた公共交通ネットワークの再構築 

幹線バス確保維持事業【交通政策課】 <再掲> 250,851 千円 

コミュニティバス実証運行事業【交通政策課】 <再掲> 71,214 千円 

コミュニティタクシー運行促進事業【交通政策課】 <再掲> 61,432 千円 

グループタクシー利用促進事業【交通政策課】 <再掲> 4,395 千円 

□充E
徳地生活バス運行事業【交通政策課】 <再掲> 53,537 千円 

□充E
阿東生活バス運行事業【阿東総合支所地域振興課】 <再掲> 26,547 千円 

地域通学バス運行事業【交通政策課】 <再掲> 11,463 千円 

交通結節点整備事業【交通政策課】 <再掲> 378 千円 

□充E
シェアサイクル実証事業【交通政策課】 <再掲> 40,225 千円 

交通政策推進事業【交通政策課】 <再掲> 13,814 千円 

駅を中心としたまちづくり 

ＪＲ山口線の利用促進 交通政策推進事業【交通政策課】 <再掲> 13,814 千円の内数 

鉄道駅や駅周辺の環境整備 都市計画基本調査事業【都市計画課】 <再掲> 1,000 千円 

□充E
スマート農機の導入支援、中小規模農業者等の農業用機械導入支援

スマート農業推進事業【農業振興課】一部補正 <再掲> 

55,700 千円 
（12 月補正：30,000 千円） 

（当初予算：25,700 千円）
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（５）公共施設等の総合的なマネジメントの推進 

事 業 名 等 事 業 費 

□充E  公共施設の統廃合に向けた取組  ― 

 令和７年度に進めている各施設の利用状況、コスト、老朽化度などの現状把握を踏まえ

て、令和８年度を目途に、施設の統廃合（規模適正化、集約化、複合化、民間化、廃止）など

の各施設の具体的な取組を明らかにしていきます。 
 

○新 E  公営住宅等長寿命化計画の改訂に向けた取組  10,000 千円 

 市営住宅長寿命化改善事業【建築課】 <再掲>  

 平成３０年度に策定した「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、市営住宅の外壁

改修や防水改修を計画的に進めています。本計画の令和９年度改訂に向けて、市営住宅に

関する課題の整理を進めます。 
 

○新 E  公共施設の維持管理の効率化等に向けた取組  ― 

 複数の施設の点検や修繕等の業務の包括的な実施に向けた検討、施設の電力コスト削

減やメンテナンス負担軽減につながる施設のＬＥＤ化の総合的なマネジメントを図ります。  

 

・公共施設・公有地の活用による地域活性化 

事 業 名 等 事 業 費 

 県農業試験場等の跡地利活用の検討 都市づくり推進事業【公民連携推進室】 <再掲> 15,000 千円 

 山口県立大学南キャンパスの跡地利活用の検討 19,566 千円の内数 

 都市づくり推進事業【公民連携推進室】 <再掲>  

 山口きらら博記念公園の交流拠点化との連携 【企画経営課】 <再掲> ― 

□充E  未利用公共施設・公有地の積極的な利活用に向けた取組 6,910 千円 

 市有財産有効活用事業【行政経営課】  

 未利用の公共施設や公有地について、売却や貸付に向けた取組を進めます。 

<売却> 

・ 旧徳地総合支所跡地 

・ 旧小郡乳児保育園    など 

<貸付> 

・ 旧二島幼稚園 

・ 廃校校舎  など 

 

 

 

 

  

（例：旧二島幼稚園） 

 農山村エリアにおける日常生活に必要な機能の 

維持・確保に資する用途を条件とした貸付 
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・公共機能等の適正管理

事 業 名 等 

改修・長寿命化等 

小郡屋内プール（シャワー室修繕工事）【スポーツ交流課】 

中原中也記念館（長寿命化改修）【文化交流課】 

山口情報芸術センター（維持補修工事）【文化交流課】 

山口市民会館（老朽化対応）【文化交流課】 

吉敷地域交流センター（高圧気中開閉器取替工事）【協働推進課】 

仁保斎場、嘉川斎場（火葬炉修繕工事）【生活安全課】 

リサイクルプラザ（ストックヤード屋根・外壁防水等工事）【資源循環推進課】

潮寿荘（施設改修、水道管改修、車庫及び多目的トイレ増築）【高齢福祉課】

三和町改良簡二住宅（防水等改修工事）【建築課】

十種ヶ峰オートキャンプ場（変圧器コンデンサ更新工事）【阿東総合支所地域振興課】

十種ヶ峰スキー場（キュービクル更新工事）【阿東総合支所地域振興課】

阿知須小学校（校舎防水改修工事）【教育施設管理課】

井関小学校（長寿命化改修）【教育施設管理課】

湯田小学校（トイレ洋式化改修）【教育施設管理課】

大内南小学校、小郡南小学校、仁保小学校（照明器具ＬＥＤ化）【教育施設管理課】

平川中学校（トイレ洋式化改修）【教育施設管理課】

小郡小学校、大歳小学校、良城小学校、平川小学校（ＬＡＮ整備工事）【学校教育課】

潟上中学校、小郡中学校（ＬＡＮ整備工事）【学校教育課】

歴史民俗資料館（排煙窓改修工事）【文化財保護課】

秋穂図書館（照明器具ＬＥＤ化、電気設備工事）【中央図書館】       など

除却等 
畠田改良住宅（解体工事）【スポーツ交流課】 

旧山口市徳地老人福祉センター（解体工事）【徳地総合支所地域振興課】 

公共施設等のトイレ洋式化 
小郡文化資料館（トイレ洋式化）【文化財保護課】（令和８年１月供用開始） 

山口南総合センター（トイレ洋式化）【社会教育課】（令和８年４月供用開始予定） 

潮寿荘（トイレ洋式化、多目的トイレ増築）【高齢福祉課】 

堀コミュニティ公園（トイレ洋式化）【徳地土木事務所】 

サビエル公園（トイレ洋式化）【都市整備課】
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【参考】「第２期山口県央連携都市圏域ビジョン」に関連する事業一覧

（事業費は、事務事業の全体事業費を掲載しています）

事業費
（千円）

事業概要

1 中核都市づくり推進事業 240 山口県央連携中枢都市圏域推進協議会の開催

2 都市連携推進事業 2,500 山口県央連携中枢都市圏域ビジョン懇談会の開催、連携事業の推進

2,740

事業費
（千円）

事業概要

1 産業交流スペース管理運営事業 50,722
起業創業・新事業創出支援、次世代を担う人材育成支援を図る産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ」の管理
運営

2 新産業創出促進事業 11,514 山口市産業交流拠点施設の機能を活用した新産業・新事業の創出に向けた取組

3 起業創業支援事業 3,810 圏域内の起業・創業支援施設の連携に向けた取組

4 ふるさと産品営業推進事業 335,017
販路拡大に向けた圏域の特産品販売イベントや商談会等を通じた圏域の特産品等のＰＲ事業の実施、ふるさ
と納税返礼品の圏域版商品の造成、レノファ山口ホームゲームスタンプラリーイベントの実施

5 事業承継支援事業 4,000 自社株式の評価額と相続税を試算できる「自社株診断サービス」の提供、オープンネームマッチングの支援

6 若者地元就職促進事業 33,400
圏域内の中学生等を対象とした圏域内の企業紹介・職業体験イベント「やまぐち未来のしごとフェスタ」の
開催、小中学生とその保護者を対象とした企業訪問バスツアーの開催

7 人材確保企業重点支援事業 4,500
人材確保に取り組む中小企業の採用活動への支援、企業に在籍する若手社員の人材育成・職場定着に向けた
セミナーの開催

8 デジタル技術活用促進事業 5,000 中小企業のデジタル化・ＤＸの促進に向けたセミナーの開催・専門相談窓口設置・専門家派遣等

9 企業誘致推進事業 3,463
山口テクノパーク、山口テクノ第２団地、宇部テクノパーク（３団地）における立地企業の連携による公共
交通対策などの課題解決や新たな価値創出を目的とした山口・宇部テクノパーク連絡協議会の開催

451,426

ウ 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

事業費
（千円）

事業概要

1 都市農村交流推進事業 815 圏域内の道の駅・直売所の周遊促進及び農林水産物やその加工品を活用したイベントの開催
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エ 戦略的な観光施策の展開

事業費
（千円）

事業概要

1 都市間連携観光誘客事業 25,481
圏域内外の都市との連携事業・相互交流事業の実施、圏域７市町共同での観光コンテンツの開発・周遊促進
の取組・プロモーション活動の展開、地域通訳案内士の活用

2 ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ観光誘客事業 19,933
オープニングイベントや大都市圏でのプロモーション、様々な媒体を活用した情報発信、圏域内市町で連携
したイベント等の開催

3 インバウンド観光誘客事業 30,748
欧米豪や東アジアを中心としたインバウンド誘客プロモーション活動の実施、インバウンド向けパンフレッ
ト・多言語サイトの充実強化などの受入環境の整備、本市へのツアーに対するバス費用の助成の実施など

4 湯田温泉観光誘客事業 44,500
県内最大の宿泊拠点としての湯田温泉の魅力向上に向けた取組への支援、にぎわいや新たな人の流れの創出
に向けた社会実験、ＭＩＣＥ誘致に向けた宿泊助成やレセプション等の開催支援、コンベンション施設と宿
泊地・レセプション会場間の移動支援など

5 観光プロモーション事業 16,244 ＳＮＳ等を活用した効果的な観光情報の発信、観光デジタルマップの運用など

6 観光資源活用誘客事業 22,686
国宝瑠璃光寺五重塔や伝統的なお祭りなどの多彩な観光資源の活用や高付加価値化を通じた大内文化ゾーン
への誘客促進事業の実施など

7 山口観光コンベンション協会助成事業 41,456 観光コンベンション協会と連携したプロモーション活動や情報発信

8 関係人口創出促進事業 1,000 地域資源を活かしたワーケーション体験プログラムの実施

202,048

オ その他

事業費
（千円）

事業概要

1 県央連携都市圏域情報発信事業 5,000 交流人口の創出に向けた地域情報紙・テレビ・ラジオ・ウェブサイト等を活用した圏域情報の発信

2 広報紙発行事業 42,514 各市町の広報紙を活用した情報発信

47,514

704,543

小計

事務事業名

小計

圏域全体の経済成長のけん引　合計（ア～オ）

小計

事務事業名

小計

事務事業名

圏
域
全
体
の
経
済
成
長
の
け
ん
引

ア 経済戦略の策定及び推進

事務事業名

小計

イ 戦略産業の育成

事務事業名
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ア 高次な医療サービスの提供体制構築の支援

事業費
（千円）

事業概要

1 二次病院群輪番制病院運営支援事業 42,512 二次救急医療体制の確保に向けた運営支援

2 在宅当番医制事業 33,837 休日及び夜間における急病患者への医療提供体制の確保

3 休日・夜間急病診療所運営業務 104,402 夜間における地域医療の確保に向けた山口市休日・夜間急病診療所の運営

4 地域救急医療事務事業 76,987 二次救急病院の機能維持を図るための経費への支援、地域医療に携わる看護師の養成等に対する支援

257,738

イ 高度な中心拠点の整備・広域的な交通網の強化
事業費

（千円）
事業概要

1 産業交流拠点施設管理運営事業 347,563 山口市産業交流拠点施設の管理運営

2 新山口駅ターミナルパーク管理事業 59,812 新山口駅における駅前広場及び南北自由通路等の管理・活用

3 幹線道路建設促進事業 1,429 国道９号及び国道２号の整備促進等に向けた取組

408,804

ウ 高等教育・研究開発の環境整備
事業費

（千円）
事業概要

1 公民連携推進事業 28,332
圏域内の大学等の知見・研究機能を生かした地域課題の解決や、大学・企業との連携による人材の育成・確
保など、イノベーションの創出を図る産学官連携プラットフォーム等の活用に向けた取組

2 山口情報芸術センター企画運営事業 215,795

3 子ども芸術体感事業 10,444

254,571

921,113

①生活機能の強化に係る政策分野（地域医療・福祉、教育・文化、災害対策、環境等）
事業費

（千円）
事業概要

1 産科医等確保支援事業 5,433 産科医確保に向けた市内の病院、診療所及び助産所に対する分娩手当の支援

2 病児保育事業 105,711 市内４箇所での病児保育の実施、他市町等との病児保育の相互利用が可能な運用管理

3 敬老福祉優待バス乗車証交付事業 128,601

4 障がい福祉優待バス乗車証交付事業 20,524

5 図書館活用推進事業 1,349 圏域内の図書館の相互利用に向けた検討や交流・連携イベント等の実施

6 畜産振興事務 12,884 中部地区・北部地区家畜診療所の運営支援

7 山口県央消防指令センター運営事業 28,821 圏域の災害対応力の強化に向けた消防通信指令業務の共同運用

8 地域脱炭素推進事業 614,444 地域脱炭素の取組推進に向けた情報発信等

917,767

②結びつきやネットワーク強化に係る政策分野（地域公共交通、圏域内外の住民との交流・移住促進）
事業費

（千円）
事業概要

1 交通政策推進事業 13,814 地域公共交通の維持確保に向けた利用推進策の展開、運転士確保の取組等

2 幹線バス確保維持事業　他６事業 475,684
幹線バスにおける赤字路線の運行支援、コミュニティバスや生活バスの運行、通院・通学バスの運行、コ
ミュニティタクシーの運行支援などの地域公共交通の維持確保に向けた取組

3 シェアサイクル実証事業 40,225 二次交通の充実に向けたシェアサイクルの運用

4 やまぐち定住実現プロモーション事業 2,892 圏域７市町合同での移住フェア等の実施

5 ＵＪＩターン支援事業 2,600
移住の下見に係る交通費・滞在費の支援、引越に係る移転費用の支援、若者のＵＪＩターン創業者への家賃
支援、地域等による移住体験住宅の運営への支援など

535,215

③圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野（共同事業の実施・検討、人材交流等の推進等）
事業費

（千円）
事業概要

1 公民連携推進事業 28,332 圏域各市町におけるデジタル化事例の共有、データ連携の実現に向けた調査・研究

2 救急車医師同乗システム推進事業 3,060 ドクターカーによる救急救命士研修・人事交流研修の実施

31,392

1,484,374

小計

圏域全体の生活関連機能サービスの向上　合計（①～③）

事務事業名

ＹＣＡＭにおける教育普及活動の実施、メディア・テクノロジーを活用した地域課題の解決、学校教育にお
けるＹＣＡＭと連携した先進教育プロジェクトの実施

小計

高次の都市機能の集積・強化　合計（ア～ウ）

山口市内発着の圏域内路線を対象とした福祉優待バス乗車証の交付

小計

圏
域
全
体
の
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

事務事業名

高
次
の
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化

事務事業名

小計

事務事業名

事務事業名

小計

事務事業名

小計

項　　目 令和８年度予算

圏域全体の経済成長のけん引 704,543

高次の都市機能の集積・強化 921,113

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 1,484,374

総　　計 3,110,030
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施  策  別  主  要  事  業
（ 一 般 会 計 ）
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施策別一般会計当初予算額 　　　（単位：千円）

政 施 令和８年度 令和７年度 比　較 対 前 年

政策名 施策名 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

策 策 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 子ども・子育て支援の充実と環境整備 15,288,275 14,982,487 305,788 2.0 

2 健康づくりの推進と地域医療の充実 1,519,675 1,836,412 ▲316,737 ▲17.2 

3 高齢者福祉の充実 1,342,425 1,273,986 68,439 5.4 

4 障がい者福祉の充実 7,659,676 7,062,566 597,110 8.5 

5 地域福祉の充実 400,166 404,839 ▲4,673 ▲1.2 

6 社会保障制度の適正な運用 10,681,979 10,422,985 258,994 2.5 

36,892,196 35,983,275 908,921 2.5 

1 教育環境の充実と整備 4,403,241 4,574,867 ▲171,626 ▲3.8 

2 生涯学習・社会教育の推進 698,992 555,406 143,586 25.9 

3 文化・芸術・歴史の継承と創造 1,085,157 1,291,268 ▲206,111 ▲16.0 

4 スポーツ活動の充実 390,938 480,949 ▲90,011 ▲18.7 

5 国際交流の推進 22,988 43,650 ▲20,662 ▲47.3 

6,601,316 6,946,140 ▲344,824 ▲5.0 

1 防災対策の充実 1,102,280 1,617,478 ▲515,198 ▲31.9 

2 消防・救急体制の充実 985,670 2,041,224 ▲1,055,554 ▲51.7 

3 交通安全の推進と防犯体制の充実 70,445 116,338 ▲45,893 ▲39.4 

4 安全な水道水の安定供給 423,456 350,395 73,061 20.9 

5 適切な汚水処理による水環境の保全 2,330,115 2,499,103 ▲168,988 ▲6.8 

6 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持 3,487,822 2,992,963 494,859 16.5 

7 コンパクトで暮らしやすいまちづくり 1,653,420 2,438,542 ▲785,122 ▲32.2 

8 快適な道路交通網の構築 2,141,046 2,314,684 ▲173,638 ▲7.5 

9 持続可能な公共交通の構築 600,327 616,950 ▲16,623 ▲2.7 

12,794,581 14,987,677 ▲2,193,096 ▲14.6 

3

安全安心で
快適に暮らせるまち

政策３　　小計

1

あらゆる世代が
健やかに暮らせるまち

政策１　　小計

2

学び　育み　暮らしを
楽しむまち

政策２　　小計
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　（単位：千円）

政 施 令和８年度 令和７年度 比　較 対 前 年

政策名 施策名 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

策 策 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 豊かな地域資源を生かした観光・交流の充実 600,058 705,351 ▲105,293 ▲14.9

2 商工業・サービス業の振興 2,290,406 2,472,043 ▲181,637 ▲7.3

3 農林業の振興 2,117,405 3,149,016 ▲1,031,611 ▲32.8

4 水産業の振興 512,673 179,856 332,817 185.0 

5 就労環境の充実 111,483 117,600 ▲6,117 ▲5.2

5,632,025 6,623,866 ▲991,841 ▲15.0

1 安心して暮らせる日常生活圏の形成 983,271 1,874,503 ▲891,232 ▲47.5

2 市民参画によるまちづくり 82,692 103,123 ▲20,431 ▲19.8

3
人権を尊重し、あらゆる人が自分らしく活躍で
きる共生社会の推進

38,257 54,917 ▲16,660 ▲30.3

4
計画的、効果的な行政経営と更なる市民サービ
スの向上

30,223,670 28,939,298 1,284,372 4.4 

5 公正、確実な事務の執行 1,231,992 1,387,201 ▲155,209 ▲11.2

32,559,882 32,359,042 200,840 0.6 

94,480,000 96,900,000 ▲2,420,000 ▲2.5

5

市民と共に創る
自立したまち

政策５　　小計

歳   出   合   計

4

地域の魅力があふれる
産業と観光のまち

政策４　　小計
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施策別・部局別一般会計当初予算額
政 施

政策名 施策名

策 策

1
子ども・子育て支援の充実と
環境整備

8,029 1,342,217 13,938,029

2
健康づくりの推進と地域医療
の充実

1,519,035

3 高齢者福祉の充実 1,342,425

4 障がい者福祉の充実 7,659,676

5 地域福祉の充実 395,326

6 社会保障制度の適正な運用 10,681,979

0 0 0 8,029 0 22,940,658 13,938,029 0 0 0

1 教育環境の充実と整備

2 生涯学習・社会教育の推進

3 文化・芸術・歴史の継承と創造 929,289

4 スポーツ活動の充実 359,334

5 国際交流の推進 22,988

0 0 1,311,611 0 0 0 0 0 0 0

1 防災対策の充実 178,300 453,837 458,101

2 消防・救急体制の充実

3
交通安全の推進と防犯体制の
充実

44,279 25,266

4 安全な水道水の安定供給

5
適切な汚水処理による水環境
の保全

6
自然環境の保全と衛生的な生
活環境の維持

3,486,323

7
コンパクトで暮らしやすいまち
づくり

7,100 175,368 100,547 1,364,639

8 快適な道路交通網の構築 2,141,046

9 持続可能な公共交通の構築 567,892

178,300 0 7,100 219,647 3,486,323 0 0 100,547 453,837 4,556,944

1
豊かな地域資源を生かした観
光・交流の充実

514,793

2 商工業・サービス業の振興 2,290,406

3 農林業の振興 2,072,442

4 水産業の振興 512,673

5 就労環境の充実 111,483

0 0 514,793 0 0 0 0 2,401,889 2,585,115 0

1
安心して暮らせる日常生活圏
の形成

573,161 95,882

2 市民参画によるまちづくり 82,692

3
人権を尊重し、あらゆる人が自分
らしく活躍できる共生社会の推進

2,463 35,495

4
計画的、効果的な行政経営と
更なる市民サービスの向上

18,322,079 11,817,464

5 公正、確実な事務の執行 455,466 210 221,312

18,777,545 11,900,366 2,463 829,968 0 0 0 0 95,882 0

18,955,845 11,900,366 1,835,967 1,057,644 3,486,323 22,940,658 13,938,029 2,502,436 3,134,834 4,556,944

5

市民と共に創る
自立したまち

政策５　　小計

歳   出   合   計

3

安全安心で
快適に暮らせるまち

政策３　　小計

4

地域の魅力があふれる
産業と観光のまち

政策４　　小計

1

あらゆる世代が
健やかに暮らせるまち

政策１　　小計

2

学び　育み　暮らしを
楽しむまち

政策２　　小計

こ ど も
未 来 部

商工振興部 農林水産部 都市整備部健康福祉部総 務 部 総合政策部 交流創造部 地域生活部 環 境 部

100



　（単位：千円）

15,288,275

640 1,519,675

1,342,425

7,659,676

94 8 4,708 8 22 400,166

10,681,979

94 8 4,708 8 662 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36,892,196

4,403,241 4,403,241

13,053 12,894 404 672,641 698,992

155,868 1,085,157

7,360 425 3,499 3,526 3,604 13,190 390,938

22,988

7,360 13,478 3,499 16,420 4,008 0 0 0 0 5,244,940 0 0 0 0 6,601,316

487 467 574 990 9,524 1,102,280

236 166 120 210 420 984,518 985,670

900 70,445

423,456 423,456

2,330,115 2,330,115

266 217 275 741 3,487,822

5,766 1,653,420

2,141,046

2,850 29,585 600,327

1,623 899 9,527 1,475 40,270 0 2,753,571 984,518 0 0 0 0 0 0 12,794,581

3,547 2,066 3,683 2,966 73,003 600,058

2,290,406

1,201 6,596 2,344 34,822 2,117,405

512,673

111,483

3,547 3,267 10,279 2,966 75,347 0 0 0 0 0 0 0 34,822 0 5,632,025

23,514 13,535 28,375 218,255 30,549 983,271

82,692

299 38,257

32,485 20,603 6,437 10,847 12,093 1,662 30,223,670

1,559 1,968 1,612 17,416 7,129 33,915 317,358 169,784 4,263 1,231,992

57,558 36,106 36,424 246,817 49,771 33,915 0 0 317,358 0 169,784 4,263 0 1,662 32,559,882

70,182 53,758 64,437 267,686 170,058 33,915 2,753,571 984,518 317,358 5,244,940 169,784 4,263 34,822 1,662 94,480,000

合 計
市 議 会
事 務 局

教 育
委 員 会
事 務 局

選 挙 管 理
委 員 会
事 務 局

監 査 委 員
事 務 局

農 業
委 員 会
事 務 局

公平委員会
事 務 所

阿 知 須
総 合 支 所

徳 地
総 合 支 所

阿 東
総 合 支 所

会 計 課 上下水道局 消 防 本 部
小 郡

総 合 支 所
秋 穂

総 合 支 所
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

乳幼児医療費助成事業費 429,748 乳幼児の医療費に対する助成 保険年金課

ひとり親家庭医療費助成事
業費

102,225 ひとり親家庭の医療費に対する助成 保険年金課

こども医療費助成事業費 810,244 小中学生及び高校生世代の医療費に対する助成 保険年金課

放課後児童クラブ運営費 1,047,231 放課後児童クラブの運営費 こども未来課

放課後児童クラブ整備事業
費

96,345 放課後児童クラブの整備
令和８年度は、鋳銭司小学校区の整備等を実施

こども未来課

児童健全育成事業費 20,787 利用者支援事業、児童育成支援拠点事業等の実施
思春期子育て体験、ヤングケアラーへの取組

こども未来課

ファミリーサポートセンター
運営費

8,398 ファミリー・サポート・センターの運営委託等 こども未来課

地域子育て支援拠点事業費 113,631 交流広場の提供、子育て情報提供等を通じて、子育て
支援の地域ネットワークの構築を図る拠点運営団体へ
の補助等

こども未来課

児童手当支給費 3,539,863 高校生年代までの児童を養育する保護者に対し手当を
支給

こども未来課

児童扶養手当等支給事業費 706,107 高校生年代までの児童を養育するひとり親家庭等に対
し手当を支給

こども未来課

子どもの生活・学習支援事業
費

7,240 ひとり親家庭等の児童に対する学習支援や食事の提供
こども食堂のネットワーク化による連携体制の強化

こども未来課

山口児童館管理運営費 10,751 山口児童館の管理運営 こども未来課

三和児童館管理運営費 10,770 三和児童館の管理運営 こども未来課

上郷児童館管理運営費 3,520 小郡上郷児童館の管理運営 こども未来課

秋穂コミュニティセンター管
理運営費

8,326 秋穂コミュニティセンターの管理運営 こども未来課

妊婦支援給付金給付事業費 113,681 伴走型相談支援と一体とした経済的支援を実施 こども未来課

病児保育事業費 105,711 病児保育所に委託して病児保育事業を実施 保育幼稚園課

子育て福祉総合センター管
理運営費

5,956 子育て福祉総合センターにおける保育人材の育成と子
ども・子育て支援の取組を実施

保育幼稚園課

認可外保育施設等利用給付
費

61,644 認可外保育所の保育料と一時預かり利用料の補助 保育幼稚園課

１　あらゆる世代が　健やかに暮らせるまち

（１）子ども・子育て支援の充実と環境整備

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

保育業務ＩＣＴ化推進事業費 4,940 安心安全、保育の質の向上を目的とした市立保育園・
幼稚園・認定こども園の業務のデジタル化を実施

保育幼稚園課

市立保育園管理運営費 714,408 市立保育園の管理運営 保育幼稚園課

へき地保育所管理運営費 46,465 へき地保育所の管理運営 保育幼稚園課

私立保育園運営費 2,683,065 私立保育園の運営費 保育幼稚園課

私立保育園特別保育事業費 176,415 私立保育園において延長保育、障がい児保育、一時預
かり等の特別保育事業を実施

保育幼稚園課

児童福祉施設整備費償還金
助成事業費

68,348 社会福祉法人等が整備した児童福祉施設に係る償還金
の一部を助成

保育幼稚園課

私立保育園整備費助成事業
費

19,060 私立保育園整備への補助
令和８年度は、はあと保育園新山口、大内なかよしこど
も園の大規模修繕補助を実施

保育幼稚園課

認定こども園運営費 2,910,175 認定こども園の運営費 保育幼稚園課

認定こども園特別保育事業
費

97,460 認定こども園において延長保育、障がい児保育、一時
預かり等の特別保育事業を実施

保育幼稚園課

認定こども園整備費助成事
業費

4,327 認定こども園整備への補助
令和８年度は、菅内幼稚園の防犯対策の強化に係る整
備補助を実施

保育幼稚園課

地域型保育運営費 381,262 地域型保育施設の運営費 保育幼稚園課

地域型保育特別保育事業費 9,881 地域型保育施設において延長保育等の特別保育事業
を実施

保育幼稚園課

私立幼稚園運営費 184,741 施設型給付に移行した幼稚園の運営費 保育幼稚園課

私立幼稚園特別保育事業費 15,081 私立幼稚園において一時預かりの特別保育事業を実施 保育幼稚園課

保育士等人材確保事業費 900 保育士等の継続的な求人募集やマッチング
市内の私立保育所等に就職する新卒者に対し就職奨励
金の給付を実施

保育幼稚園課

市立認定こども園管理運営
費

41,472 市立認定こども園の管理運営 保育幼稚園課

乳児等通園支援事業費 153,788 保育所や認定こども園等において、未就園児を対象と
した「こども誰でも通園制度」を実施

保育幼稚園課

市立幼稚園管理運営費 47,592 市立幼稚園の管理運営 保育幼稚園課

幼稚園教育研究団体助成事
業費

4,266 幼稚園教育関係団体への補助 保育幼稚園課

ことばの教室幼児部管理運
営費

13,339 ことばの教室幼児部の管理運営 保育幼稚園課

幼稚園施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

2,392 市立幼稚園施設のエアコン整備及び維持管理 保育幼稚園課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

私立幼稚園施設等利用給付
費

100,017 国立大学附属幼稚園及び新制度に移行していない私立
幼稚園の利用料と一時預かり保育料の補助

保育幼稚園課

私立幼稚園等副食費補助事
業費

2,688 新制度に移行していない私立幼稚園を利用する低所得
者世帯または多子世帯が施設に支払う給食費（副食費
に限る）の補助

保育幼稚園課

家庭児童相談事業費 11,200 家庭児童相談員の配置、夜間休日電話相談受付、子育
て支援短期利用事業（ショートステイ等）

子育て保健課

養育支援訪問事業費 1,801 養育支援が必要な家庭に対する訪問支援者の派遣 子育て保健課

子どもの見守り強化アクショ
ンプラン実施事業費

4,500 特に定期的な状況把握が必要な家庭等に対し、支援機
関による家庭訪問や電話等による状況把握、食事提
供、学習・生活支援等の実施

子育て保健課

児童虐待対策事業費 23,651 安全確認員の配置、要保護児童対策地域協議会の運
営、児童虐待防止に関する啓発活動、手続等の同行・移
送支援、公認心理師による休日相談の実施、学校や家
以外のこどもの居場所支援を実施

子育て保健課

母子父子福祉対策事業費 10,895 母子・父子自立支援員（相談員）の配置や地域の民間団
体の活用等による休日・夜間相談や同行支援、見守り
支援等を実施

子育て保健課

母子父子家庭自立支援給付
事業費

9,303 母子・父子家庭の自立支援に係る給付（高等職業訓練
等）

子育て保健課

母子生活支援施設入所措置
費

30,032 母子家庭に対する母子生活支援施設への入所措置費 子育て保健課

妊婦健康診査事業費 124,298 妊婦及び胎児の健康状態を把握するための健診を実施 子育て保健課

不妊・不育治療費助成事業
費

3,662 不妊・不育症治療費の自己負担分に対する助成 子育て保健課

母子地域活動事業費 3,699 母子保健推進協議会へ委託し、妊産婦や乳幼児を対象
とした訪問、育児学級等の実施

子育て保健課

母子健康教育事業費 8,761 乳幼児の保護者を対象とした育児講座等の実施 子育て保健課

母子保健指導事業費 10,531 母子健康手帳の交付、妊産婦や乳幼児を対象とした訪
問指導等

子育て保健課

母子相談事業費 5,553 妊産婦、乳幼児を持つ母親及びその家族を対象とした
育児相談

子育て保健課

５歳児発達相談事業費 8,943 5歳児全員に医師による健康診査を実施し、発達の気
になる幼児への対応について保護者等への助言・指導
を実施

子育て保健課

未熟児養育医療給付事業費 20,423 医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医療
費の一部を給付

子育て保健課

乳幼児健康診査事業費 55,248 乳児、１歳児、1歳6か月児、3歳児の健康診査 子育て保健課

妊娠・出産包括支援事業費 56,602 妊娠期から子育て期にわたる総合相談や継続的支援を
実施
産前産後サポート、産後ケア、産後ママの健康診査

子育て保健課

妊産婦歯科保健事業費 1,753 妊産婦を対象とした歯科健診、歯科保健指導の実施 子育て保健課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

保健活動費 6,660 市民の健康づくり活動の推進・普及 健康増進課

若年世代健康診査事業費 2,299 18歳～39歳の若年世代を対象とした健康診査 健康増進課

産科医等確保支援事業費 5,433 分娩を扱う産科医療機関等に対する補助 健康増進課

精神保健事業費 872 心の健康づくりの普及・啓発 健康増進課

食育推進事業費 5,040 食育を通じた健康づくりの推進 健康増進課

健康診査事業費 160,096 40歳以上の市民（子宮がん検診は20歳以上、前立腺
がん検診は50歳以上）を対象とした各種がん検診、骨
粗しょう症検診、歯周疾患健診

健康増進課

生活習慣病予防事業費 7,970 生活習慣病予防のための健康教育、健康相談、訪問指
導、運動促進事業

健康増進課

保健センター管理運営費 31,367 保健センターの管理運営 健康増進課

徳地地域診療所管理運営費 37,651 徳地地域の各へき地診療所の管理運営 健康増進課

二次病院群輪番制病院運営
費

42,512 二次病院群輪番制病院の運営に対する補助 健康増進課

在宅当番医制事業費 33,837 休日の在宅当番医の確保 健康増進課

休日・夜間急病診療所運営
費

104,402 休日・夜間急病診療所の運営 健康増進課

地域救急医療運営費補助事
業費

76,987 看護師養成に係る補助、二次救急医療体制の維持に係
る補助

健康増進課

予防接種事業費 980,554 定期予防接種等の実施、おたふくかぜワクチン・帯状疱
疹ワクチン接種費用の一部助成

健康増進課

結核予防事業費 23,355 結核予防のための胸部レントゲン検診 健康増進課

通院バス運行事業費 640 国民健康保険嘉年診療所の廃止に伴う通院バスの運行 阿東総合支所
地域振興課

（２）健康づくりの推進と地域医療の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

養護老人ホーム措置費 440,705 養護老人ホームへの措置費、施設の修繕・備品の更新
等

高齢福祉課

在宅福祉サービス推進事業
費

1,376 高齢者保健福祉計画の推進及び次期計画の策定 高齢福祉課

緊急通報システム運営事業
費

5,413 ひとり暮らしの高齢者等に対し、緊急通報システムを貸
与

高齢福祉課

ふれあい型給食サービス事
業費

4,140 ひとり暮らしの高齢者等に対し、定期的に給食サービス
を実施

高齢福祉課

高齢者見守り活動促進事業
費

4,552 ひとり暮らしの高齢者等に対し、定期的な訪問活動の
実施及び見守り活動協力事業所の拡充等

高齢福祉課

高齢者等交流施設運営事業
費

8,167 商店街にサロンを設置し、まちなかでの交流の創出 高齢福祉課

はり・きゅう施術費助成事業
費

10,372 ７０歳以上の高齢者に対するはり、きゅう施術費の助成 高齢福祉課

成年後見制度利用促進事業
費

851 成年後見センターの運営及び持続可能な権利擁護支援
の試行的運用

高齢福祉課

高齢者生きがいセンター管
理運営費

12,335 高齢者生きがいセンターの管理運営 高齢福祉課

老人憩の家管理運営費 186,026 老人憩の家の管理運営、潮寿荘の改修等工事の実施 高齢福祉課

敬老関係事業費 14,843 敬老祝い金の支給 高齢福祉課

高齢者活動助成事業費 15,711 老人クラブへの補助等 高齢福祉課

高齢者タクシー料金助成事
業費

19,508 介護保険要支援・要介護認定者及び介護予防・日常生
活支援総合事業サービス利用者へのタクシー券交付

高齢福祉課

敬老行事等補助事業費 23,731 敬老行事等を実施する団体への補助 高齢福祉課

敬老福祉優待バス乗車証交
付事業費

128,601 高齢者に福祉優待バス乗車証を交付 高齢福祉課

地域包括支援センター運営
事業費

327,866 基幹型・地域型地域包括支援センターの運営 高齢福祉課

高齢者虐待防止推進事業費 928 高齢者虐待防止のための普及啓発、個別相談等の取組 高齢福祉課

地域介護予防活動支援事業
費

6,983 介護予防活動団体に対する支援 高齢福祉課

介護支援ボランティア活動
助成事業費

3,212 介護保険施設等でのボランティア活動の取組に対する
奨励、支援

高齢福祉課

生活支援・介護予防体制整
備事業費

29,889 介護予防に係る地域の担い手の養成及び運営団体の
育成

高齢福祉課

（３）高齢者福祉の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

生活支援ハウス運営事業費 14,397 高齢者生活支援ハウスまなごの管理運営 高齢福祉課

老人福祉館管理運営費 11,614 老人福祉館の管理運営 高齢福祉課

阿東老人福祉センター管理
運営費

1,690 阿東老人福祉センターの管理運営 高齢福祉課

社会福祉法人減免補助事業
費

2,624 社会福祉法人が実施する低所得者の利用者負担軽減
に対する補助

介護保険課

地域介護・福祉空間整備費
助成事業費

50,824 介護保険事業計画に基づく介護施設等の整備に係る助
成

介護保険課

介護人材育成・確保支援事
業費

12,874 「介護職の魅力向上」に向けた広報・啓発や体験授業の
実施、「人材の確保・定着促進」に向けた資格取得費用
の一部助成、働きやすい環境整備への支援等

介護保険課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

障害福祉計画実施・評価事
業費

425 山口市障がい者きらめきプラン及び山口市障害福祉
サービス実施計画の評価及び策定を行うための懇話会
の運営

障がい福祉課

しらさぎ会館運営費助成事
業費

25,143 しらさぎ会館の運営費、非常用照明設備の改修に対す
る助成

障がい福祉課

理解促進・権利擁護推進事
業費

4,171 障がいに対する社会全般の認識を深めるための広報活
動等

障がい福祉課

福祉タクシー料金助成事業
費

27,206 障がい者の利便向上と社会活動範囲拡大を図るためタ
クシー料金を助成

障がい福祉課

各種団体・行事等助成事業
費

1,601 障がい者団体の活動費、大会費用等に対する補助 障がい福祉課

障がい福祉優待バス乗車証
交付事業費

20,524 障がい者に福祉優待バス乗車証を交付 障がい福祉課

自立支援認定審査会費 15,330 障害者総合支援法における障害支援区分の決定を行う
認定審査会の運営

障がい福祉課

障害福祉サービス給付事業
費

4,561,221 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（介護給
付費、訓練給付費等）の提供

障がい福祉課

自立支援医療給付事業費 215,804 身体障がい者等に対する、障がいの軽減や職業能力の
回復改善のための医療給付

障がい福祉課

補装具費給付事業費 50,628 身体障がい者等に対し、補装具の購入又は修理費用の
一部を助成

障がい福祉課

相談支援事業費 52,345 基幹相談支援センターを中心とした障がい者等からの
相談対応、必要な情報の提供・助言、地域生活支援拠点
等の整備、ひきこもり支援の実施

障がい福祉課

（４）障がい者福祉の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地域活動支援センター運営
事業費

46,618 創作活動、生産活動、社会との交流促進等及びこれら
に加えた機能強化事業を実施する地域活動支援セン
ターの運営等

障がい福祉課

意思疎通支援事業費 31,798 聴覚障がい者等に対する手話、要約筆記によるコミュ
ニケーション手段の提供、資格取得経費の一部助成

障がい福祉課

日常生活用具給付等事業費 55,482 障がい者等に対する、介護・訓練支援用具等の給付等 障がい福祉課

移動支援事業費 12,041 屋外での移動が困難な障がい者等に対し、外出のため
の支援を実施

障がい福祉課

社会参加促進事業費 2,933 障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよ
う、社会基盤の整備を実施

障がい福祉課

日中一時支援事業費 30,000 障がい者等の日中における活動の場を提供し、介護者
の負担軽減を実施

障がい福祉課

訪問入浴サービス事業費 10,000 在宅で入浴困難な重度身体障がい者等に対し、移動入
浴車での入浴サービスを提供

障がい福祉課

子ども発達支援事業費 7,093 相談窓口の周知、発達障がいの啓発と理解促進及び相
談の場の設置、巡回支援専門員派遣事業の実施

障がい福祉課

特別障害者手当等支給事業
費

148,034 特別障害者手当等（国制度）の支給 障がい福祉課

心身障害児福祉手当支給事
業費

20,295 心身障害児福祉手当（単市制度）の支給 障がい福祉課

障害児施設サービス給付事
業費

1,586,421 児童福祉法に基づく障害児通所支援の提供 障がい福祉課

重度心身障害者医療費助成
事業費

734,563 重度心身障がい者の医療費に対する助成 保険年金課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

社会福祉協議会助成事業費 268,218 社会福祉協議会に対する運営費等の補助 地域福祉課

災害見舞金支給事業費 200 災害による罹災者等に対する支援 地域福祉課

行旅病人等取扱事業費 3,702 行旅病人及び行旅死亡人等の救護 地域福祉課

戦没者遺族援護事業費 2,393 市主催戦没者追悼式の実施、援護事務 地域福祉課

諸福祉事業費 647 庶務関係、日赤事務、災害時要援護者支援、「小さな親
切」運動推進

地域福祉課

（５）地域福祉の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

中国残留邦人生活支援給付
金支給事業費

5,431 中国残留邦人生活支援給付金の支給 地域福祉課

民生委員・児童委員活動運
営費

63,151 民生委員・児童委員の活動費及び事務局の運営費の補
助

地域福祉課

地域福祉計画推進事業費 2,276 山口市地域福祉計画の進行管理 地域福祉課

再犯防止推進事業費 1,241 再犯防止の推進、更生保護活動に係る補助 地域福祉課

包括的支援体制構築事業費 48,035 福祉に関する困りごとを「丸ごと」受け止める相談窓口
「やまぐち「まちの福祉相談室」」の運営等

地域福祉課

健康福祉センター管理運営
費

4,703 阿知須健康福祉センターの管理運営 阿知須総合支
所総合サービ
ス課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

自立相談支援事業費 37,620 生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業、居
住支援事業（シェルター事業）　、就労準備支援事業、家
計改善支援事業

地域福祉課

住居確保給付金支給事業費 1,288 就労意欲のある離職者等に対する住居の確保や就労に
向けた支援を実施

地域福祉課

生活保護施行事業費 33,905 生活保護関連の事務費等、被保護者健康管理支援事業
による生活習慣病等の予防

地域福祉課

自立支援サービス整備事業
費

100 生活保護受給者の就労による自立促進のため、就職活
動時等における保育料を支援

地域福祉課

就労自立給付金支給事業費 1,800 就労自立給付金、進学準備給付金及び高卒就職者一時
金の支給

地域福祉課

被保護者就労支援事業費 7,638 生活保護受給者への就労支援 地域福祉課

生活保護扶助費 2,612,000 生活保護受給者への扶助費 地域福祉課

介護保険特別会計繰出金 59,745 特別会計への繰出金（地域支援事業） 高齢福祉課

介護保険特別会計繰出金 2,890,562 特別会計への繰出金（介護給付費、地域支援事業、職員
給与等）

介護保険課

国民健康保険特別会計繰出
金

1,435,372 特別会計への繰出金（基盤安定制度、未就学児均等割
保険料、産前産後保険料、財政安定化支援事業、被保険
者負担軽減対策、事務費、職員給与費等）

保険年金課

山口県後期高齢者医療広域
連合負担金

2,517,034 山口県後期高齢者医療広域連合に対する療養給付費
負担金及び事務費負担金

保険年金課

後期高齢者医療特別会計繰
出金

1,069,023 特別会計への繰出金（基盤安定制度、資格・給付事務
費、賦課事務費、徴収事務費、事務費負担金、職員給与
費等）

保険年金課

（６）社会保障制度の適正な運用

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

国民年金事務費 14,068 国民年金に関する事務費 保険年金課

協力・連携事務費 241 国民年金制度の周知等に関する事務費 保険年金課

介護保険特別会計繰出金 757 特別会計への繰出金（介護予防健康教育相談事業） 健康増進課

社会福祉法人認可・指導監
査事業費

461 社会福祉法人の認可・指導監査 指導監査課

福祉サービス事業所指導監
査事業費

61 福祉サービス事業所の指導監査 指導監査課

介護保険特別会計繰出金 304 特別会計への繰出金（地域密着型サービス事業所等の
指導監査に要する経費）

指導監査課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

教育委員会運営費 4,435 教育委員会の運営 教育総務課

総務事務局事務費 101,700 教育委員会事務局の運営 教育総務課

教育研究団体助成事業費 3,540 教育関係団体等に対する助成 教育総務課

小学校管理運営費 378,504 小学校の管理運営 教育総務課

小学校教材教具整備費 36,743 小学校の教材整備 教育総務課

小学校遠距離通学対策事業
費

44,321 小学校の遠距離通学対策に関する取組 教育総務課

中学校管理運営費 186,110 中学校の管理運営 教育総務課

中学校教材教具整備費 24,184 中学校の教材整備 教育総務課

中学校遠距離通学対策事業
費

54,938 中学校の遠距離通学対策に関する取組 教育総務課

学校給食運営費 1,034,623 学校給食の実施 教育総務課

学校給食配送事業費 69,746 学校給食の配送 教育総務課

小学校施設管理費 199,874 小学校施設の維持管理 教育施設管理
課

小学校施設増改築事業費 50,000 教室不足等に伴う小学校校舎の増築 教育施設管理
課

小学校施設長寿命化事業費 774,541 老朽化した小学校施設の改修･長寿命化を実施 教育施設管理
課

小学校施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

19,843 小学校の空調設備の維持管理 教育施設管理
課

中学校施設管理費 72,782 中学校施設の維持管理 教育施設管理
課

中学校施設長寿命化事業費 40,000 老朽化した中学校施設の改修･長寿命化を実施 教育施設管理
課

中学校施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

21,249 中学校の空調設備の維持管理 教育施設管理
課

学校給食施設管理費 21,268 学校給食施設の維持管理 教育施設管理
課

２　学び　育み　暮らしを楽しむまち

（１）教育環境の充実と整備

事　　業　　名

111



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

現年発生公立学校施設災害
復旧事業費

3,000 台風、大雨、地震等の災害により被害を受けた施設の
補修、復旧整備

教育施設管理
課

子ども芸術体感事業費 10,444 学校の屋内運動場等を会場に、授業の一環として演劇・
音楽公演の鑑賞を実施
YCAMと連携して行うやまぐち子ども未来型学習プロ
ジェクトの実施

学校教育課

コミュニティ・スクール推進
事業費

5,943 コミュニティ・スクール活動の取組を支援
「山口市小中一貫教育基本方針」に沿った取組を実施

学校教育課

子どもの笑顔づくり支援事
業費

16,232 いじめ・不登校問題の解消に向けた専門指導員の派
遣、指導・相談体制の充実等の取組を実施

学校教育課

教育相談室管理運営費 2,468 教育相談室の管理運営 学校教育課

小学校保健事業費 94,643 小学校の定期健康診断・就学時健康診断等の保健管理
を実施

学校教育課

小学校図書館整備推進事業
費

33,272 小学校の図書整備、学校司書の配置 学校教育課

小学校教育振興事業費 14,428 小学校の教育環境の充実、教育の振興を図る取組を実
施

学校教育課

小学校要・準要保護児童就
学援助費

73,470 経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対する
学用品費等の援助

学校教育課

小学校特別支援教育就学奨
励費

11,050 特別支援学級へ就学する児童の保護者に対する学用品
費等の援助

学校教育課

小学校学習支援事業費 87,871 小学校の補助教員等の配置 学校教育課

小学校英語指導助手配置事
業費

33,205 小学校英語指導助手の配置、海外とのオンライン交流
等の実施

学校教育課

小学校ＩＣＴ教育推進事業費 567,111 小学校のICT環境整備、ICT支援員の配置 学校教育課

中学校保健事業費 55,957 中学校の定期健康診断等の保健管理を実施 学校教育課

中学校図書館整備推進事業
費

19,182 中学校の図書整備、学校司書の配置 学校教育課

中学校教育振興事業費 11,088 中学校の教育環境の充実、教育の振興を図る取組を実
施

学校教育課

中学校要・準要保護児童就
学援助費

74,962 経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対する
学用品費等の援助

学校教育課

中学校特別支援教育就学奨
励費

7,189 特別支援学級へ就学する生徒の保護者に対する学用品
費等の援助

学校教育課

中学校英語指導助手配置事
業費

8,131 中学校英語指導助手の配置、海外とのオンライン交流
等の実施

学校教育課

教育支援センター管理運営
費

11,410 不登校児童生徒の通級学級である、あすなろ第１・第２
教室の管理運営

学校教育課

中学校学習支援事業費 32,131 中学校の補助教員等の配置 学校教育課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

中学校ＩＣＴ教育推進事業費 81,750 中学校のICT環境整備、ICT支援員の配置 学校教育課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

部活動地域移行推進事業費 147,752 中学校部活動の地域移行に向けた「地域クラブ活動」の
実証事業等の実施、地域クラブの運営（9月から）

部活動地域移
行推進室
（地域クラブ
活動推進室）

大海総合センター管理運営
費

13,053 大海総合センターの管理運営 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

徳地文化ホール管理運営費 12,894 徳地文化ホールの管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

小学校グラウンド芝生化事
業費

1,937 名田島小学校・嘉川小学校グラウンド芝生の維持管理 教育施設管理
課

社会教育推進事務費 8,846 社会教育の推進に関する事務 社会教育課

家庭教育訪問支援事業費 1,829 子育て中の保護者の不安軽減を図るため、家庭教育ア
ドバイザーによる訪問支援等を実施

社会教育課

社会教育活動推進事業費 49,809 地域で実施される社会教育活動に対する助成 社会教育課

大学連携講座等開催事業費 2,000 やまぐち街なか大学や大学連携講座等の開催 社会教育課

青少年健全育成市民会議助
成事業費

1,069 青少年健全育成市民会議への助成 社会教育課

子ども会育成支援事業費 2,272 子ども会育成連絡協議会への助成 社会教育課

二十歳のつどい開催事業費 2,338 二十歳のつどいの実施 社会教育課

青少年センター運営費 3,174 青少年指導員の配置等、青少年センターの運営 社会教育課

子どもの居場所づくり推進
事業費

5,662 放課後や週末、長期休業期間中に、地域の特性を生か
した多様な体験活動の実施

社会教育課

地域ぐるみ子育て支援推進
事業費

19,161 地域の人材を活用し、子どもたちの育ちや学びを地域
ぐるみで支援する体制づくりを推進

社会教育課

山口ふれあい館管理運営費 36,145 山口ふれあい館の管理運営 社会教育課

山口南総合センター管理運
営費

45,996 山口南総合センターの管理運営 社会教育課

事　　業　　名

（２）生涯学習・社会教育の推進

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

図書館管理運営費 301,774 図書館の管理運営 中央図書館

図書館資料整備事業費 31,036 図書館資料の購入 中央図書館

ブックスタート推進事業費 1,525 乳児への絵本の読み聞かせによる子ども読書活動推
進、保護者間の交流のきっかけづくり

中央図書館

移動図書館管理運営費 4,292 移動図書館の管理運営 中央図書館

図書館活用推進事業費 1,349 図書館利用層の拡大を図るための各種イベントの実施 中央図書館

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市美術展覧会開催事業費 1,988 市民等から作品を募集し、審査・表彰・展示する美術展
覧会の開催

文化交流課

市民文化祭開催事業費 1,300 山口文化協会加盟の文化団体による市民文化祭の開
催

文化交流課

市民会館施設管理運営事業
費

97,270 市民会館の管理運営及び老朽化への対応 文化交流課

市民会館企画運営費 16,720 市民会館における企画事業の実施 文化交流課

Ｃ・Ｓ赤れんが管理運営費 19,230 Ｃ・Ｓ赤れんがの管理運営 文化交流課

Ｃ・Ｓ赤れんが企画運営費 1,808 Ｃ・Ｓ赤れんがにおける企画事業の実施 文化交流課

中原中也記念館運営費 185,973 中原中也記念館の管理運営及び企画事業の実施 文化交流課

中原中也賞運営費 9,001 優れた現代詩の詩集に対して贈る中原中也賞の運営 文化交流課

山口情報芸術センター管理
運営費

252,442 山口情報芸術センターの管理運営 文化交流課

山口情報芸術センター企画
運営費

215,795 山口情報芸術センターにおける企画事業の実施 文化交流課

山口市菜香亭管理運営費 25,662 山口市菜香亭の管理運営 文化交流課

山口市菜香亭企画運営費 3,900 山口市菜香亭における企画事業（大広間展示等）の実
施やホームページ等による情報発信

文化交流課

文化振興財団企画運営費 50,276 文化振興財団が行う各種企画事業に対する助成 文化交流課

（３）文化・芸術・歴史の継承と創造

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

大内文化まちづくり推進事
業費

5,677 大内氏・大内文化の周知促進や大内文化を生かしたま
ちづくりを行う市民団体への活動支援

文化交流課

芸術家育成支援事業費 200 新進芸術家に対する地域貢献活動支援 文化交流課

嘉村礒多生家活用事業費 3,368 嘉村礒多生家（帰郷庵）の管理運営及び企画事業の実
施

文化交流課

やまぐちヒストリア創出事業
費

6,765 歴史文化資源を活用した本市の歴史的特質の発信 文化交流課

十朋亭維新館管理運営費 23,412 十朋亭維新館の管理運営 文化交流課

十朋亭維新館企画運営費 1,500 十朋亭維新館における企画展示事業等の実施 文化交流課

指定文化財保存助成事業費 3,224 指定文化財の保存修理等に対する助成
令和８年度は八坂神社本殿の保存修理への助成を実施

文化財保護課

山口ゲンジボタル保護事業
費

1,573 ゲンジボタルの保護・増殖
令和８年度は第57回全国ホタル研究会開催への助成

文化財保護課

常栄寺庭園保存助成事業費 6,208 国指定史跡及び名勝「常栄寺庭園」の保存修理等に対
する助成

文化財保護課

歴史文化資源保存活用推進
事業費

3,667 山口市文化財保存活用地域計画に掲げる歴史文化資
源の保存・活用を推進するための情報発信・普及啓発
の推進及び計画改定のための調査

文化財保護課

試掘調査事業費 4,400 埋蔵文化財確認のための試掘 文化財保護課

市内遺跡発掘調査事業費 12,969 埋蔵文化財の発掘調査、資料作成 文化財保護課

大内氏遺跡保存修理事業費 3,826 史跡大内氏遺跡保存対策協議会の開催等 文化財保護課

指定文化財維持管理事業費 27,347 指定文化財の維持管理
令和８年度は岸見の石風呂保存修理事業を実施

文化財保護課

名田島南蛮樋保存整備事業
費

64 国指定史跡「名田島南蛮樋」の保存整備 文化財保護課

大内氏遺跡等ガイダンス事
業費

2,556 大殿地域内及び周辺地域の大内氏や大内文化に関連
する歴史文化資源のガイダンス業務

文化財保護課

鋳銭司・陶地区文化財総合
調査事業費

15,654 鋳銭司・陶地区の文化財について、山口大学と連携した
調査及び活用に関する取組を実施

文化財保護課

本発掘調査事業費 16,259 開発行為に伴う緊急本発掘調査 文化財保護課

歴史民俗資料館管理運営費 19,521 歴史民俗資料館の管理運営 文化財保護課

鋳銭司郷土館管理運営費 6,262 鋳銭司郷土館の管理運営 文化財保護課

小郡文化資料館管理運営費 16,111 小郡文化資料館の管理運営 文化財保護課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

徳地文化伝承館管理運営費 2,821 徳地文化伝承館の管理運営 文化財保護課

旧中川家住宅管理運営費 5,094 旧中川家住宅の管理運営 文化財保護課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

体力つくり推進事業費 4,050 山口市スポーツフェスタ、コーディネーション運動教室、
スタートアップ・スポーツ講座等の開催

スポーツ交流
課

活動組織支援事業費 7,419 スポーツ推進委員活動費、山口市スポーツ協会への助
成

スポーツ交流
課

スポーツ大会推進事業費 4,969 各種競技大会の開催、助成 スポーツ交流
課

我がまちスポーツ推進事業
費

9,250 ジュニアスポーツ競技力アップサポート事業、プロス
ポーツチームを活用した地域活性化事業等の実施

スポーツ交流
課

学校開放施設管理費 8,300 学校開放施設（体育館・屋外運動場照明）の管理運営 スポーツ交流
課

やまぐちリフレッシュパーク
管理運営費

67,291 やまぐちリフレッシュパークの管理運営 スポーツ交流
課

スポーツの森管理運営費 46,232 スポーツの森の管理運営 スポーツ交流
課

南部運動広場管理費 7,318 南部運動広場の管理運営 スポーツ交流
課

小郡ふれあいセンター管理
運営費

18,231 小郡ふれあいセンターの管理運営 スポーツ交流
課

小郡屋内プール管理運営費 34,530 小郡屋内プールの管理運営 スポーツ交流
課

やまぐちサッカー交流広場
管理運営費

11,421 やまぐちサッカー交流広場の管理運営 スポーツ交流
課

（仮称）山口市武道館整備事
業費

98,900 （仮称）山口市武道館の整備 スポーツ交流
課

小郡屋内プール整備事業費 4,277 シャワー室の修繕工事の実施 スポーツ交流
課

やまぐちサッカー交流広場
整備事業費

31,500 未利用の市営住宅の除却及び跡地を活用した駐車場増
設工事の実施

スポーツ交流
課

小郡体育館管理運営費 3,992 小郡体育館の維持管理 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

小郡運動公園管理費 3,368 小郡運動公園の維持管理 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

（４）スポーツ活動の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

ヨット艇庫管理事業費 425 ヨット艇庫の維持管理 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

阿知須体育センター管理費 2,050 阿知須体育センターの維持管理 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

阿知須元気ランド管理費 1,449 阿知須元気ランドの維持管理 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

徳地体育館管理運営費 2,415 徳地体育館の管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

長者ヶ原運動公園管理費 1,111 長者ヶ原運動公園の維持管理 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

阿東運動広場管理運営費 2,172 阿東運動広場の管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

スポーツ少年団活動助成事
業費

1,375 スポーツ少年団の活動に対する助成 社会教育課

学校体育連盟助成事業費 11,815 学校体育連盟への助成 社会教育課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

国際交流推進事務費 6,808 国際理解を深める交流事業の実施など 国際交流課

国際交流活動助成事業費 700 姉妹友好都市等との交流等に係る民間国際交流団体
への助成

国際交流課

海外都市との交流活性化事
業費

15,430 姉妹友好都市との交流事業や海外都市等との交流活
性化事業の実施
令和８年度はアメリカ・ホノルル市への訪問団の派遣、
及び韓国・公州市との市民相互交流などを実施

国際交流課

事　　業　　名

（５）国際交流の推進

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水防活動費 11,854 水防活動に要する資機材の整備、排水ポンプ自動車の
維持管理、浸水常襲地域の排水業務

防災危機管理
課

防災施設等維持管理費 97,519 防災行政無線等の防災施設の維持管理 防災危機管理
課

自主防災組織助成事業費 2,220 自主防災組織への防災活動費及び防災資機材整備費
の助成

防災危機管理
課

地域防災活動促進事業費 2,782 自主防災組織、防災リーダーの育成、防災訓練の実施 防災危機管理
課

防災対策推進事務費 21,843 防災対策推進に関する事務、災害対策本部の運営、総
合防災情報システムの運用

防災危機管理
課

防災情報配信事業費 2,724 防災メールなど防災情報発信システム等の運用 防災危機管理
課

避難者対策推進事業費 12,510 備蓄品の購入や管理、指定福祉避難所の整備及び直接
避難に向けた体制づくり

防災危機管理
課

防災意識啓発事業費 26,108 防災ガイドブックを活用した災害危険箇所、避難所等の
周知、防災意識の啓発

防災危機管理
課

湛水防除施設維持管理事業
費

29,181 排水機場の維持管理 農林整備課

ため池施設災害予防事業費 89,887 地域防災上のリスク除去に係るため池防災工事の実施
や、ため池災害予防の工事費に対する助成
令和8年度は、ため池切開工事（2箇所）や調査設計（5
箇所）を実施

農林整備課

海岸保全施設整備事業費 308,752 秋穂漁港海岸（大海地区）他の海岸保全施設測量設計、
施設整備工事

水産港湾課

港湾管理事業費 9,342 港湾施設の維持管理 水産港湾課

県事業負担金 11,900 県が実施する港湾施設整備事業への負担金 水産港湾課

湛水防除施設維持管理事業
費

2,199 排水機場の維持管理 南部農林振興
事務所

ため池施設災害予防事業費 1,456 ため池災害予防の工事費に対する助成 南部農林振興
事務所

ため池施設災害予防事業費 560 ため池災害予防の工事費に対する助成 徳地農林振興
事務所

ため池施設災害予防事業費 560 ため池災害予防の工事費に対する助成 阿東農林振興
事務所

現年発生土木災害復旧事業
費

300 現年に被災した法定外公共物の復旧費に対する補助金 道路管理課

現年発生土木災害復旧事業
費

108,200 現年に被災した公共土木施設の復旧 道路建設課

３　安全安心で　快適に暮らせるまち

（１）防災対策の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

過年発生土木災害復旧事業
費

15,000 過年に被災した公共土木施設の復旧 道路建設課

準用河川台帳整備事業費 500 準用河川台帳の作成 河川治水課

準用河川維持補修事業費 86,184 準用河川の維持管理 河川治水課

浸水対策施設維持管理費 8,332 浸水対策施設の維持管理 河川治水課

都市基盤河川油川改修事業
費

85,926 油川（宮野）の改修工事 河川治水課

がけ崩れ災害緊急対策事業
費

300 がけ崩れ対策工事 河川治水課

大塚川河川改修事業費 8,300 大塚川（平川）の改修工事 河川治水課

仁保地川河川改修事業費 13,100 仁保地川（宮野）の改修工事 河川治水課

小規模急傾斜地崩壊対策事
業費

55,000 急傾斜地崩壊対策工事 河川治水課

県事業負担金 32,200 県が実施する砂防・河川改修事業への負担金 河川治水課

総合浸水対策事業費 11,589 市内全域を対象とした総合的な浸水対策 河川治水課

準用河川維持補修事業費 15,115 準用河川の維持管理 南部土木事務
所

水防活動費 164 水防活動に要する資材の備蓄等 南部土木事務
所

準用河川維持補修事業費 6,418 準用河川の維持管理 徳地土木事務
所

準用河川維持補修事業費 5,205 準用河川の維持管理 阿東土木事務
所

防災施設等維持管理費 9,524 防災行政無線等の防災施設の維持管理 阿東土木事務
所
（阿東総合支
所地域振興
課）

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

消防本部運営費 35,860 消防本部及び各署所の運営・管理 消防総務課

事　　業　　名

（２）消防・救急体制の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

消防庁舎維持管理費 33,362 消防庁舎、消防施設の維持管理 消防総務課

常備消防施設等維持管理費 40,491 車両・資機材等装備品の維持管理 消防総務課

消防職員研修養成事業費 7,428 消防職員の研修・教育訓練 消防総務課

消防業務推進事業費 4,635 消防資機材等の配備更新 消防総務課

救急業務推進事業費 19,822 救急資機材の維持管理・配備更新、救命講習の実施 消防総務課

救急車医師同乗システム推
進事業費

3,060 救急車に医師が同乗し医療処置を行うとともに、救急
救命士への再教育を実施

消防総務課

救急救命士等養成事業費 6,806 救急救命士の養成、気管挿管資格等の取得 消防総務課

通信施設等維持管理費 10,781 通信指令施設の維持管理、NET１１９緊急通報システム
の運用

消防総務課

火災予防普及啓発事業費 2,227 市民に対する火災予防普及啓発活動 消防総務課

救助業務推進事業費 4,068 救助活動を実施するための資機材等の管理 消防総務課

山口県央消防指令センター
運営事業費

28,821 3市（本市・萩市・防府市）で共同運用する通信指令施設
の維持管理

消防総務課

消防団員関係費 109,328 消防団員への報酬及び福利厚生 消防総務課

消防団員災害等活動費 55,175 消防団員の災害出動、教育訓練、学生消防団員等の活
動

消防総務課

消防団管理運営費 14,627 消防団活動の運営 消防総務課

非常備消防施設等維持管理
費

19,339 消防団施設等の維持管理 消防総務課

常備消防自動車整備事業費 158,606 常備消防自動車の更新 消防総務課

消防車庫整備事業費 118,826 老朽化した消防団車庫の整備 消防総務課

消火栓設置事業費 25,650 消火栓の新設・移設工事負担金 消防総務課

防火水槽整備事業費（単独） 7,790 老朽化した既存防火水槽の長寿命化工事 消防総務課

高規格救急自動車整備事業
費

46,675 高規格救急自動車の更新 消防総務課

非常備消防自動車整備事業
費

107,997 消防団車両の更新 消防総務課

中央消防署整備事業費 117,200 老朽化した中央消防署の整備
令和８年度は、解体工事及び造成工事を実施

消防総務課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

明るいまちづくり推進事業
費

14,515 自治会等が設置する防犯灯の設置費及び維持管理費
の一部助成
防犯灯賠償責任保険への加入

生活安全課

防犯啓発活動事業費 4,226 防犯対策協議会への助成、暴力追放県民会議への参加 生活安全課

交通安全啓発事業費 6,180 交通安全の広報・啓発、交通安全協会等への助成 生活安全課

放置自転車対策事業費 4,166 駐輪場の管理、放置自転車規制区域の巡回活動 生活安全課

犯罪被害者等支援事業費 320 犯罪被害者等支援の広報・啓発、犯罪被害者等見舞金
の支給

生活安全課

消費生活相談事務費 13,454 消費生活センターの運営 生活安全課

消費者行政推進事務費 1,418 消費者行政全般に関する事務費 生活安全課

交通安全施設管理費 8,243 交通安全施設（区画線等）の維持管理 道路管理課

交通安全施設整備事業費 4,853 交通安全施設（反射鏡等）の整備 道路管理課

交通安全施設管理費 6,080 交通安全施設（区画線等）の維持管理 南部土木事務
所

交通安全施設整備事業費 2,242 交通安全施設（反射鏡等）の整備 南部土木事務
所

交通安全施設管理費 1,082 交通安全施設（区画線等）の維持管理 徳地土木事務
所

交通安全施設整備事業費 1,396 交通安全施設（反射鏡等）の整備 徳地土木事務
所

交通安全施設管理費 872 交通安全施設（区画線等）の維持管理 阿東土木事務
所

交通安全施設整備事業費 498 交通安全施設（反射鏡等）の整備 阿東土木事務
所

放置自転車対策事業費 900 駐輪場の管理、放置自転車規制区域の巡回活動 小郡総合支所
地域振興課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水道事業経営健全化推進事
業費

25,447 水道未普及地域の解消に係る経費負担 上下水道総務
課

（３）交通安全の推進と防犯体制の充実

事　　業　　名

（４）安全な水道水の安定供給

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水道事業会計負担金 80,027 水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

簡易水道事業会計負担金 164,580 簡易水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

簡易水道事業経営支援事業
費

153,402 簡易水道事業に対する経営支援 上下水道総務
課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地域下水道事業特別会計繰
出金

3,075 地域下水道事業に対する繰出金 上下水道総務
課

農業集落排水事業会計負担
金

159,808 農業集落排水事業会計への負担金 上下水道総務
課

農業集落排水事業経営支援
事業費

220,407 農業集落排水事業に対する経営支援 上下水道総務
課

漁業集落排水事業会計負担
金

7,067 漁業集落排水事業会計への負担金 上下水道総務
課

漁業集落排水事業経営支援
事業費

14,474 漁業集落排水事業に対する経営支援 上下水道総務
課

公共下水道会計負担金 1,800,650 公共下水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

水環境負荷軽減事業費 8,176 公共用水域への環境負荷軽減に対する補助金 上下水道総務
課

阿知須処理区下水道経営支
援事業費

43,828 阿知須処理区に係る下水道事業に対する経営支援 上下水道総務
課

合併処理浄化槽設置助成事
業費

59,659 合併処理浄化槽の設置費用の一部を助成 業務課

下水溝等維持管理費 4,417 雨水調整池及び雨水排水施設の維持管理 下水道整備課

テクノパーク排水処理施設維
持管理費

4,459 山口テクノパーク排水処理施設の維持管理 下水道施設課

山口物流産業団地排水処理
施設維持管理費

380 山口物流産業団地排水処理施設の維持管理 下水道施設課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

環境保全事務費 1,071 環境審議会・関係部会の開催、環境基本計画の進行管
理等

環境政策課

事　　業　　名

（５）適切な汚水処理による水環境の保全

事　　業　　名

（６）自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地球温暖化防止普及啓発事
業費

3,250 地球温暖化対策に係る国民運動「デコ活」などの普及啓
発

環境政策課

エコフレンドリーオフィス推
進事業費

303 市の事務事業から発生する温室効果ガス排出量削減の
推進等

環境政策課

環境保全活動推進事業費 503 環境学習講座の開催、特定外来生物の防除や海洋プラ
スチック問題に関する啓発

環境政策課

地域脱炭素推進事業費 614,444 地域脱炭素の取組の推進 環境政策課

狂犬病予防事業費 4,763 狂犬病予防注射、犬の登録等 環境衛生課

公害対策事業費 3,491 典型７公害及び自動車騒音に関する測定・調査 環境衛生課

衛生対策事業費 1,904 生活公害等の苦情相談、浄化槽の適正管理の促進 環境衛生課

飲用水対策事業費 3,000 専用水道の水質監視及び管理、水道未普及地域におけ
る井戸等給水施設・浄水器等の設置に対する助成

環境衛生課

ペット等適正飼養推進事業
費

2,682 ペット等適正飼養の推進、飼い主のいない猫不妊・去勢
手術費の助成

環境衛生課

徳地地域し尿処理事業費 23,058 徳地地域におけるし尿・浄化槽汚泥の防府市への処理
委託、収集運搬経費に対する助成

環境衛生課

環境美化推進事業費 29,839 自治会の清掃活動に伴う廃棄物及びへい死禽獣の回
収

資源循環推進
課

つくし推進事業費 2,500 非営利団体が行う資源回収への奨励金交付 資源循環推進
課

ごみ減量化・資源化啓発事業
費

9,856 ごみ収集カレンダー配布等のごみ減量化・資源化に関
する情報提供

資源循環推進
課

資源物再資源化事業費 81,620 缶・びん・古紙・ペットボトル・プラスチック製容器包装等
の資源化処理

資源循環推進
課

資源物拠点回収施設管理費 15,551 資源物ステーションの維持管理 資源循環推進
課

リサイクルプラザ啓発事業費 30,845 リサイクルプラザ本館の維持管理及び３Ｒの啓発 資源循環推進
課

リサイクルプラザ資源化事業
費

78,241 リサイクルプラザストックヤードの維持管理 資源循環推進
課

可燃ごみ指定収集袋事業費 98,837 可燃ごみ指定収集袋の製造、保管配送及び販売 資源循環推進
課

リサイクルプラザ整備事業費 86,559 ストックヤードの屋根・外壁防水等工事
プラスチック圧縮梱包設備の更新に係る基本計画等の
作成及び生活環境影響調査の実施

資源循環推進
課

清掃工場管理運営費 1,269,703 清掃工場の維持管理 環境施設課

一般廃棄物最終処分場管理
費

35,297 神田一般廃棄物最終処分場等の維持管理 環境施設課

小郡最終処分場管理費 13,199 鍛治畑不燃物埋立処分場の維持管理 環境施設課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

秋穂最終処分場管理費 1,831 青江一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

阿知須最終処分場管理費 2,670 岡山最終処分場等の維持管理 環境施設課

阿東最終処分場管理費 8,907 阿東一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

中間処理センター管理費 354,202 不燃物中間処理センターの維持管理 環境施設課

大浦最終処分場管理費 24,746 大浦一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

環境センター管理運営費 183,544 環境センターの維持管理 環境施設課

清掃事務所管理運営費 2,206 清掃事務所の維持管理 清掃事務所

ごみ収集運搬費 331,720 ごみ収集に要する経費 清掃事務所

資源物収集運搬費 125,932 「山口市合理化事業計画」に基づく、し尿処理業者への
資源物収集業務の委託

清掃事務所

阿知須清掃センター管理費 19,357 阿知須清掃センターの維持管理 清掃事務所

ごみ集積施設整備事業費 1,750 ごみ集積施設を整備する自治会等に対する助成 清掃事務所

阿東クリーンセンター管理費 17,480 阿東クリーンセンターの維持管理 清掃事務所

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

大内文化特定地域修景整備
事業費

7,100 大内文化特定地域の修景整備を推進するための地元
関係団体への補助や町屋再生活用にかかる調査等の
実施

文化交流課

空き家等適正管理事業費 16,197 実態調査の結果を踏まえた空き家等の適正管理に対す
る助言、指導、勧告等を行うほか、緊急安全措置や老朽
危険空家等除却促進事業補助の実施

生活安全課

住居表示実施事業費 12,590 「住居表示に関する法律」に基づく住居表示の実施 生活安全課

斎場管理事務費 131,888 斎場・火葬場の管理運営 生活安全課

墓地管理事務費 10,721 市営墓地の維持管理 生活安全課

中心市街地活性化対策事業
費

57,800 アートを活用したまちの活性化事業や店舗等への省
CO2設備の導入に関する支援を実施

中心市街地活
性化推進室

中心市街地活性化計画推進
事業費

42,747 中活計画の策定、推進に係る事務経費
道場門前二丁目地区市街地再開発準備組合の活動支
援

中心市街地活
性化推進室

事　　業　　名

事　　業　　名

（７）コンパクトで暮らしやすいまちづくり

124



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

都市計画基本調査事業費 22,378 都市計画に関する各種調査（土地利用促進施策の検討
調査等）
歩きたくなるまちなかを形成する「まちなかウォーカブ
ル」の推進や新山口駅周辺における駐車場不足解消に
向けた検討の実施

都市計画課

バリアフリー基本構想推進事
業費

300 バリアフリー基本構想に基づく重点整備地区における
特定事業計画の進行管理及び意識啓発事業の実施

都市計画課

景観形成助成事業費 1,000 景観形成重点地区における建築物等に対する助成 都市計画課

景観形成事業費 1,623 景観計画に基づく意識啓発事業の実施 都市計画課

公園管理事業費 121,914 公園の維持管理 都市整備課

公園リフレッシュ整備事業費 42,050 公園施設長寿命化計画に基づく施設の更新
河原谷公園の機能強化（園路整備・多目的トイレ改修）

都市整備課

県事業負担金 227,500 県が実施する公園施設整備事業への負担金 都市整備課

湯田温泉まちなか整備事業
費

176,120 湯田温泉ゾーンの整備 都市整備課

中心市街地住環境総合整備
事業費

17,000 密集市街地における居住環境の向上に向けた住宅市街
地総合整備事業の推進

都市整備課

山口市中心市街地周辺地区
整備事業費

305,240 中心市街地周辺地区の整備 都市整備課

地籍調査事業費 66,270 地籍調査の実施 地籍調査課

市営住宅維持管理事業費 83,135 市営住宅の維持管理 建築課

市営アパート借上事業費 192,095 市営住宅の借上 建築課

市営住宅長寿命化改善事業
費

16,750 公営住宅等長寿命化計画に基づく市営住宅の計画的な
改修

建築課

住宅・建築物耐震化促進事
業費

6,874 木造戸建て住宅の耐震診断・改修及びブロック塀等除
却に要する費用の一部に対して補助を実施

開発指導課

宅地耐震化推進事業費 19,804 大規模盛土造成地の安全性把握のための調査 開発指導課

公園管理事業費 16,174 公園の維持管理 南部土木事務
所

公園美化ボランティア支援
事業費

235 美化ボランティア用の用具購入費等 南部土木事務
所

市営住宅維持管理事業費 11,034 市営住宅の維持管理 南部土木事務
所

公園管理事業費 5,937 公園の維持管理 徳地土木事務
所

市営住宅維持管理事業費 6,496 市営住宅の維持管理 徳地土木事務
所

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市営住宅維持管理事業費 3,201 市営住宅の維持管理 阿東土木事務
所

阿知須合同納骨塔管理費 5,766 阿知須合同納骨塔の維持管理 阿知須総合支
所総合サービ
ス課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

県事業負担金 77,500 県が実施する街路整備事業への負担金 都市整備課

都市計画道路整備事業費 197,774 都市計画道路東山通り下矢原線及び一本松朝倉線の
整備

都市整備課

道路橋りょう施設管理費 4,856 道路橋りょう施設の維持管理 道路管理課

道路台帳整備事業費 20,823 市道台帳の作成 道路管理課

法定外公共物整備助成事業
費

71,993 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

道路管理課

法定外公共物財産管理事業
費

17,783 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 道路管理課

社会資本整備協働事業費 12,000 公共性の高い道路や水路（法定外公共物等）の整備 道路管理課

道路維持補修事業費 164,906 市道の維持補修管理 道路管理課

道路維持活動助成事業費 27,084 市道の維持管理作業に対する地元への助成 道路管理課

橋りょう維持補修事業費 174,555 橋りょうの維持及び点検、補修 道路建設課

橋りょう長寿命化対策事業
費

292,000 法定点検により修繕が必要とされた橋りょうの長寿命
化修繕

道路建設課

平井西岩屋線道路改築事業
費

30,000 市道平井西岩屋線の整備 道路建設課

道路整備計画道路改良事業
費

111,090 道路整備計画に基づく路線の整備 道路建設課

生活道路改良事業費 411,297 生活道路の拡幅、待避所等の整備 道路建設課

道路バリアフリー化事業費 72,385 歩道設置、段差・勾配の改善、水路等の蓋がけ 道路建設課

県事業負担金 40,500 県が実施する道路改修事業への負担金 道路建設課

幹線道路建設促進事業費 1,429 国県道等の幹線道路整備の事業促進 道路建設課

事　　業　　名

（８）快適な道路交通網の構築

事　　業　　名

126



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

幹線道路関連整備事業費 28,278 国県道等の幹線道路に関連する市道等の整備 道路建設課

道路橋りょう施設管理費 2,495 道路橋りょう施設の維持管理 南部土木事務
所

法定外公共物整備助成事業
費

402 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

南部土木事務
所

法定外公共物財産管理事業
費

2,948 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 南部土木事務
所

道路維持補修事業費 122,762 市道の維持補修管理 南部土木事務
所

道路橋りょう施設管理費 408 道路橋りょう施設の維持管理 徳地土木事務
所

法定外公共物整備助成事業
費

50 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

徳地土木事務
所

法定外公共物財産管理事業
費

50 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 徳地土木事務
所

道路維持補修事業費 30,319 市道の維持補修管理 徳地土木事務
所

道路橋りょう施設管理費 50 道路橋りょう施設の維持管理 阿東土木事務
所

法定外公共物整備助成事業
費

40 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

阿東土木事務
所

道路維持補修事業費 208,790 市道の維持補修管理 阿東土木事務
所

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地域公共交通会議運営費 106 道路運送法の規定により運賃・ルートなどの事項を協
議する会議の運営

交通政策課

コミュニティバス実証運行事
業費

71,214 コミュニティバスの実証運行（大内ルート、吉敷・湯田
ルート）

交通政策課

グループタクシー利用促進
事業費

4,395 交通不便地域の高齢者の移動手段確保のため、グルー
プ制によるタクシー利用券を交付

交通政策課

コミュニティタクシー運行促
進事業費

61,432 コミュニティタクシーを本格運行している地域組織への
助成（７地域）

交通政策課

地域通学バス運行事業費 11,463 公共交通機関の運行していない地域におけるスクール
バスの運行

交通政策課

シェアサイクル実証事業費 40,225 シェアサイクルの実証事業
１０月から本格運用へ移行予定

交通政策課

徳地生活バス運行事業費 53,537 徳地地域における生活バスの運行 交通政策課

事　　業　　名

（９）持続可能な公共交通の構築

事　　業　　名

127



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

幹線バス確保維持事業費 250,851 基幹交通として都市核・地域拠点を結ぶ幹線バスや市
外への広域交通を運行するバス事業者への補助

交通政策課

交通結節点整備事業費 378 交通結節点のバス停上屋、デジタルサイネージの維持
管理

交通政策課

公共交通委員会運営費 665 市民交通計画に基づく事業等を行う委員会の運営 交通政策課

交通政策推進事業費 13,814 運転士確保支援事業やモビリティマネジメント等の実
施

交通政策課

新山口駅ターミナルパーク管
理事業費

59,812 新山口駅南北自由通路、北口駅前広場施設の管理 南部土木事務
所

阿知須駅維持管理費 2,850 ＪＲから受託したＪＲ阿知須駅の乗車券類販売・清掃等
の維持管理

阿知須総合支
所地域振興課

徳佐駅維持管理費 3,038 ＪＲから受託したＪＲ徳佐駅の乗車券類販売・清掃等の
維持管理

阿東総合支所
地域振興課

阿東生活バス運行事業費 26,547 阿東地域における生活バスの運行 阿東総合支所
地域振興課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

山口市観光案内所管理運営
費

21,025 観光案内所の管理運営 観光交流課

観光施設管理費 17,148 観光施設の維持管理 観光交流課

重源の郷管理運営費 37,140 重源の郷体験交流公園の管理運営 観光交流課

大原湖キャンプ場管理運営
費

8,543 大原湖キャンプ場の管理運営 観光交流課

山口観光コンベンション協会
助成事業費

41,456 観光コンベンション協会への運営補助 観光交流課

デスティネーションキャン
ペーン観光誘客事業費

19,933 デスティネーションキャンペーンを活用したプロモー
ション及び観光誘客の実施

観光交流課

インバウンド観光誘客事業費 30,748 インバウンド誘客に向けたプロモーション及び受入環境
の整備

観光交流課

観光マーケティング推進事
業費

16,870 観光動態アンケート調査やシステムを活用したマーケ
ティングの実施

観光交流課

フィルムコミッション推進事
業費

1,215 山口フィルムコミッションの運営 観光交流課

湯田温泉観光回遊拠点施設
管理運営費

41,143 湯田温泉観光回遊拠点施設の管理運営 観光交流課

観光プロモーション事業費 16,244 観光キャンペーンや情報発信等を通じた観光プロモー
ションの実施

観光交流課

観光交流センター管理運営
費

18,318 新山口駅観光交流センターの管理運営 観光交流課

国民宿舎特別会計繰出金 12,671 国民宿舎の管理運営に対する繰出金 観光交流課

湯田温泉観光誘客事業費 44,500 まちなか温泉「湯田温泉」を活用した観光誘客の実施 観光交流課

観光資源活用誘客事業費 22,686 多彩な観光資源の活用・高付加価値化による観光誘客
の実施

観光交流課

都市間連携観光誘客事業費 24,481 都市間連携・相互交流を通じた観光誘客の実施 観光交流課

湯田温泉泉源保護対策事業
費

47,311 集中監理施設の改修に対する助成、温泉関係団体との
調整

観光交流課

湯田温泉パーク管理運営事
業費

62,701 湯田温泉パークの管理運営 湯田温泉パー
ク整備推進室
（観光交流課）

４　地域の魅力があふれる産業と観光のまち

（１）豊かな地域資源を生かした観光・交流の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

湯田温泉パーク企画運営事
業費

30,000 湯田温泉パークを活用した新たな交流と賑わいの創出
に関する取組を実施

湯田温泉パー
ク整備推進室
（観光交流課）

イベント・まつり支援事業費 3,274 各種イベント・まつり開催に対する支援 小郡総合支所
地域振興課

観光施設管理費 1,296 観光施設の維持管理 秋穂総合支所
地域振興課

イベント・まつり支援事業費 770 各種イベント・まつり開催に対する支援 秋穂総合支所
地域振興課

イベント・まつり支援事業費 3,683 各種イベント・まつり開催に対する支援 阿知須総合支
所地域振興課

イベント・まつり支援事業費 2,127 各種イベント・まつり開催に対する支援 徳地総合支所
地域振興課

観光施設管理費 1,085 観光施設の維持管理 阿東総合支所
地域振興課

願成就温泉センター管理運
営費

29,070 願成就温泉センターの管理運営 阿東総合支所
地域振興課

十種ヶ峰ウッドパーク管理運
営費

41,542 十種ヶ峰ウッドパークの管理運営 阿東総合支所
地域振興課

イベント・まつり支援事業費 306 各種イベント・まつり開催に対する支援 阿東総合支所
地域振興課

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

商工団体助成事業費 22,919 商工団体等への運営費支援 ふるさと産業
振興課

匠のまち創造支援事業費 1,100 大内文化特定地域内の空き店舗等に新規出店する事
業者への支援

ふるさと産業
振興課

中小企業等金融対策事業費 594,693 中小企業への制度融資、保証料支援 ふるさと産業
振興課

湯田温泉回遊促進事業費 1,500 湯田温泉回遊拠点施設周辺の空き店舗等に新規出店
する事業者への支援

ふるさと産業
振興課

ふるさと産品営業推進事業
費

335,017 ふるさと産品の販路拡大及びPRや物産団体に対する
支援、ふるさと納税に関する業務を実施

ふるさと産業
振興課

事業承継支援事業費 4,000 中小企業の事業承継の促進・円滑化に向けたセミナー
や専門家派遣の実施、自社株診断サービスの提供、山
口市事業承継支援協議会の運営

ふるさと産業
振興課

経営力向上・経営改善支援
事業費

1,405 中小企業の人材育成を図るためのセミナーの開催、経
営改善に向けた取組への支援

ふるさと産業
振興課

事　　業　　名

（２）商工業・サービス業の振興

事　　業　　名

130



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

産業交流拠点施設管理運営
費

347,563 産業交流拠点施設の管理運営 ふるさと産業
振興課

産業交流スペース管理運営
費

50,722 産業交流スペースMegriba（メグリバ）の管理運営 ふるさと産業
振興課

新産業創出促進事業費 11,514 ヘルスケア関連製品・サービスの事業化支援など、ヘル
スケア関連産業の創出に向けた取組を実施

ふるさと産業
振興課

デジタル技術活用促進事業
費

5,000 中小企業のDX・デジタル化の促進に向けたセミナーや
専門家派遣を実施

ふるさと産業
振興課

大内塗産業活性化支援事業
費

11,500 大内塗産業後継者育成に対する支援 ふるさと産業
振興課

新山口駅周辺出店等支援事
業費

3,000 新山口駅周辺の空き店舗等に新規出店する事業者へ
の支援

ふるさと産業
振興課

人材確保企業重点支援事業
費

4,500 中小企業の採用活動や人材育成など、人材不足の解消
に向けた支援

ふるさと産業
振興課

起業創業支援事業費 3,810 起業促進セミナーの開催や創業後間もない事業者等の
広報活動に対する支援

ふるさと産業
振興課

ふるさと伝承総合センター
管理運営費

39,099 ふるさと伝承総合センターの管理運営 ふるさと産業
振興課

企業誘致推進事業費 3,463 企業誘致及び雇用創出を促す活動事業費 産業立地推進
課

立地等奨励金 465,935 企業立地促進条例に基づく奨励金等の交付 産業立地推進
課

産業団地管理費 8,204 各産業団地の維持管理 産業立地推進
課

鋳銭司第二団地整備事業特
別会計繰出金

336,767 長期債元金・利子償還に係る特別会計への繰出金 産業立地推進
課

あきないのまち支援事業費 7,000 中心商店街の空き店舗等に新規出店する事業者への
支援

中心市街地活
性化推進室

人が集い賑わいのある市街
地づくり支援事業費

31,500 中心市街地の賑わい創出のためのイベント支援等 中心市街地活
性化推進室

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

新規就農者支援事業費 48,697 新規就農者に対する施設整備費等への補助 農業振興課

農業経営支援事業費 94,865 集落営農組織・法人等が効率的な農業経営を行うため
の機械器具導入経費等への補助

農業振興課

農地集積・集約化活動事業
費

39,796 中間管理機構に農地の貸付を行い、農地の集積・集約
化に取組む地域に対し協力金を交付

農業振興課

（３）農林業の振興

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

農福連携推進事業費 32 障がい者や高齢者の特性に応じた作業等により繁忙期
の人手不足の解消、就労機会の確保、生きがい作りに
つながる仕組みの構築

農業振興課

スマート農業推進事業費 25,700 先端技術を活用した農作業の効率化や省力化、生産性
の効率を図るスマート農業機械導入経費等を支援

農業振興課

生産調整推進事業費 9,906 経営所得安定対策に関する事務経費 農業振興課

園芸作物振興事業費 40,554 地域の特性に応じた園芸品目の付加価値向上や産地
の育成・拡大に関する経費の補助

農業振興課

みどりの食料システム戦略
推進事業費

8,905 みどりの食料システム戦略の実現に向けた環境負荷低
減を図る地域循環型農業の中長期的な取組

農業振興課

仁保の郷管理運営費 5,954 道の駅仁保の郷の管理運営 農業振興課

スクミリンゴ貝対策事業費 2,000 スクミリンゴ貝対策経費への補助 農業振興課

有害鳥獣対策関係事業費 1,971 有害鳥獣の被害防止柵等整備費への補助
クマ等の緊急銃猟に係る備品整備等

農業振興課

中山間地域等直接支払事業
費

246,004 中山間地域等で農用地を維持・管理していくための農
業生産活動に必要な経費について交付金を交付

農業振興課

優良農地確保促進事業費 832 集団的な農地を保全するために山口農業振興地域整備
計画の中で農用地区域を設定し、農地以外への転用を
規制

農業振興課

都市農村交流推進事業費 815 都市農村交流イベントの実施、市民農園開設農家等に
対する補助等

農業振興課

６次産業化推進事業費 1,500 6次産業化に係る開発や施設整備に対する補助等 農業振興課

有害鳥獣捕獲促進事業費 15,777 イノシシ等有害鳥獣の捕獲奨励金の交付及び捕獲対策
協議会に対する補助

農業振興課

畜産農家支援事業費 2,280 市内産和牛の生産基盤と地域一貫体制確立に対する
補助

農業振興課

土地改良団体指導調整事業
費

16,873 土地改良区が行う地元調整業務等に対する人件費の補
助

農林整備課

団体営土地改良事業補助金 2,369 農業水路等長寿命化・防災減災事業等に対する補助 農林整備課

ほ場整備調査事業費 12,000 事業採択に向けての調査及び資料作成
令和8年度は名田島、嘉川、佐山地域の補助事業採択
申請に必要となる調査と資料作成を実施

農林整備課

単市事業費 6,571 市が実施する国、県補助対象外の小規模土地改良事業 農林整備課

単市土地改良事業補助金 16,400 受益者団体等が行う国、県補助対象外の小規模な土地
改良事業への補助

農林整備課

多面的機能支払交付金事業
費

350,932 農業・農村における多面的機能の維持、発揮を図るた
めの活動に関する経費への補助

農林整備課

県事業負担金 284,370 県営土地改良事業に対する負担金 農林整備課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市有ため池等維持管理費 702 市有ため池の草刈りや修繕等の適正管理 農林整備課

森林公園管理費 2,946 森林公園の整備及び清掃等の維持管理 農林整備課

山口森林ふれあいセンター
管理運営費

3,140 山口森林ふれあいセンターの管理運営 農林整備課

特用林産物関係事業費 800 椎茸等の特用林産物の生産団体が行う施設整備費等
への補助

農林整備課

市有林管理事業費 461 市有林の維持管理に係る経費 農林整備課

市有林育成事業費 4,235 市有林の造林・保育に係る経費 農林整備課

小規模治山事業費 8,500 山地崩落防止工事の実施や小規模治山事業に対する
補助

農林整備課

森林経営管理事業費 166,903 森林資源解析データを活用した森林情報の整備や森林
管理、林業事業体に対する各種支援や新規林業就業者
に対する定着支援、市内産木材利用に対する補助

農林整備課

林道維持管理費 47,209 林道の維持管理
令和8年度は林道橋の補修工事、調査設計を実施

農林整備課

市有林内作業道等維持管理
事業費

2,531 市有林野内における作業道等の維持管理 農林整備課

現年発生耕地災害復旧事業
費

49,670 農地や農業用施設の災害復旧に関する経費 農林整備課

現年発生林道災害復旧事業
費

33,070 林道の災害復旧に関する経費 農林整備課

過年発生耕地災害復旧事業
費

200,000 令和6年度に発生した農業用施設の災害復旧に関する
経費

農林整備課

森林公園管理費 10,079 森林公園の整備及び清掃等の維持管理 南部農林振興
事務所

道の駅あいお管理運営費 1,201 道の駅あいおの管理運営 秋穂総合支所
地域振興課

林道維持管理費 982 林道の維持管理 南部農林振興
事務所

道の駅きららあじす管理運
営費

6,596 道の駅「きらら　あじす」の管理運営 阿知須総合支
所地域振興課

農業団体育成事業費 1,430 農業団体に対する活動費の支援 南部農林振興
事務所

農免農道等維持管理事業費 782 農免農道の維持管理 南部農林振興
事務所

徳地農業公社運営支援事業
費

5,122 徳地農業公社運営費の支援 徳地農林振興
事務所

新規就農者技術習得施設管
理運営費

6,838 新規就農者技術習得支援施設（チャレンジ農場）の管理
運営

徳地農林振興
事務所

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

農業団体育成事業費 100 農業団体に対する活動費の支援 徳地農林振興
事務所

高齢者若者活性化センター
管理運営費

2,122 高齢者若者活性化センター（南大門）の管理運営 徳地農林振興
事務所

市有林管理事業費 3,352 市有林の維持管理に係る経費 徳地農林振興
事務所

市有林育成事業費 92,236 市有林の造林・保育に係る経費 徳地農林振興
事務所

森林セラピー推進事業費 5,469 森林セラピーの推進 徳地農林振興
事務所

特用林産物担い手育成支援
事業費

360 椎茸生産技術の継承と生産者の確保に向けた人材育
成等の実施

徳地農林振興
事務所

林道維持管理費 5,036 林道の維持管理 徳地農林振興
事務所

ふるさと振興公社運営支援
事業費

1,796 ふるさと振興公社運営費の支援 阿東農林振興
事務所

農業団体育成事業費 347 農業団体に対する活動費の支援 阿東農林振興
事務所

道の駅長門峡管理運営費 17,176 道の駅長門峡の管理運営 阿東農林振興
事務所

蔵目喜ふれあいセンター管
理運営費

1,262 蔵目喜ふれあいセンターの管理運営 阿東農林振興
事務所

桜郷銅山跡農村公園管理運
営費

879 桜郷銅山跡農村公園の管理運営 阿東農林振興
事務所

畜産農家支援事業費 4,330 市内産和牛の生産基盤と地域一貫体制確立に対する
補助

阿東農林振興
事務所

市有林管理事業費 1,023 市有林の維持管理に係る経費 阿東農林振興
事務所

市有林育成事業費 94,827 市有林の造林・保育に係る経費 阿東農林振興
事務所

伐倒駆除事業費 2,904 松くい虫被害木の薬剤処理、伐倒・除去 阿東農林振興
事務所

林道維持管理費 8,000 林道の維持管理 阿東農林振興
事務所

基幹集落センター管理運営
費

1,847 基幹集落センターの管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

遊休農地等調査指導事業費 268 遊休農地の有効利用へ向けた調査・指導 農業委員会事
務局

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

道の駅あいお整備事業費 459,634 道の駅あいおの移転整備事業
令和８年度は造成工事や建築工事を実施

農山村づくり
推進課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水産業振興・海洋資源活用
事業費

4,642 種苗放流事業等の経費に対する補助 水産港湾課

新規漁業就業者支援事業費 5,555 長期漁業研修生に対する家賃と生活支援補助、独立後
に使用する漁船等のリースに係る経費の支援及び新た
な漁業手法へのチャレンジを支援

水産港湾課

魚食普及推進事業費 1,028 地元産水産物の消費拡大に向けた魚食普及の推進
魚食普及講座の開催や学校給食における地元産水産
物の供給支援

水産港湾課

水産物供給基盤整備事業費 4,340 県が実施する資源量確保に向けた保護礁等整備事業へ
の負担金
牡蠣養殖及び新たにワカメ・ナマコの養増殖に対する
支援

水産港湾課

漁港施設維持管理費 29,799 漁港施設の維持管理 水産港湾課

漁港施設機能保全事業費 7,500 漁港施設の長寿命化に向けた保全整備 水産港湾課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

労働者金融対策事業費 21,471 労働者への融資を行う機関に対しその原資を貸付 ふるさと産業
振興課

雇用対策事業費 1,480 女性や高年齢者等の多様な人材が活躍できる職場環
境づくりに向けたセミナーの開催等

ふるさと産業
振興課

若者地元就職促進事業費 33,400 企業紹介・職業体験イベント、企業訪問ツアー、大学生
と企業の交流会の開催や、インターンシップの強化等の
市内企業の採用力向上に向けた支援

ふるさと産業
振興課

ＵＪＩターン就職促進事業費 15,759 東京圏等からの移住就職者、移住テレワーカー等に対
する支援や、東京圏内の大学卒業後に就職・移住する
学生に対する支援

ふるさと産業
振興課

シルバー人材センター運営
費

7,530 シルバー人材センター運営への支援 ふるさと産業
振興課

働く婦人の家管理運営費 13,120 働く婦人の家の管理運営 ふるさと産業
振興課

勤労者総合福祉センター管
理運営費

17,692 勤労者総合福祉センター（サンフレッシュ山口）の管理
運営

ふるさと産業
振興課

（４）水産業の振興

事　　業　　名

事　　業　　名

事　　業　　名

（５）就労環境の充実

135



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

協働のまちづくり推進事業
費

1,294 協働のまちづくり推進委員会の開催、地域づくり研修
の実施

協働推進課

市民活動支援センター管理
運営費

27,129 市民活動支援センター（さぽらんて）の管理運営 協働推進課

自治会等支援事業費 74,988 自治会等自治振興交付金の交付、活動保険への加入、
自治会連合会への助成・事務局運営、自治会活動デジ
タル化の支援

協働推進課

自治会集会所等建設費助成
事業費

14,520 自治会集会所の建設費・修繕費及び登記費用の助成 協働推進課

自治宝くじコミュニティ活動
事業費

5,000 自治総合センターからの宝くじ助成金を受け、地域コ
ミュニティ団体へ助成

協働推進課

地域づくりリーダー育成事
業費

775 地域づくりアドバイザーの派遣、地域づくり関係者への
研修等

協働推進課

地域の個性を活かす交付金
事業費

196,830 ２１地域への地域づくり交付金及び地域の担い手確保
促進特別交付金の交付

協働推進課

地域交流センター管理運営
費

97,517 地域交流センターの管理運営、地域交流センターの照
明LED化

協働推進課

地域交流センター機能強化
事業費

76,153 地域活動や地域防災の拠点整備（小鯖地域交流セン
ター機能強化等検討、阿東地域交流センター生雲分館
多目的広場整備等、名田島地域交流センターエレベー
ター設置設計）

協働推進課

平川地域交流センター建設
事業費

75,800 平川地域交流センター駐車場及び外構整備工事、備品
整備等

協働推進課

移住促進空き家利活用事業
費

5,000 空き家・空き地バンク制度の運営、空き家改修補助、空
き家家財道具等処分補助の実施

農山村づくり
推進課

やまぐち定住実現プロモー
ション事業費

2,892 移住フェア・オンラインセミナーへの参加、移住・定住専
用ウェブサイト・ＳＮＳの活用

農山村づくり
推進課

ＵＪＩターン支援事業費 2,600 UJIターンを促進するため、就業や起業のために本市
を訪れる際の交通費や滞在費の補助、起業時の家賃補
助等を実施

農山村づくり
推進課

外部人材活用事業費 73,400 地域おこし協力隊の受入及び定住に対する支援、地域
活性化起業人の受入を実施

農山村づくり
推進課

関係人口創出促進事業費 1,000 ワーケーションを通じた、地域に継続的かつ多様な形で
関わる関係人口の創出・拡大に係る取組等の実施

農山村づくり
推進課

地域資源活用事業費 2,000 農山村エリアの地域資源の付加価値化の促進 農山村づくり
推進課

特定地域づくり事業協同組
合支援事業費

7,192 特定地域づくり事業協同組合に対する支援 農山村づくり
推進課

小郡がつながる・つなげる交
流促進事業費

5,000 新山口駅を中心とした一帯を活用し、小郡地域におけ
る多様な交流促進を目的とする事業に対する支援

小郡総合支所
地域振興課

５　市民と共に創る　自立したまち

（１）安心して暮らせる日常生活圏の形成

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

集会所管理運営費 1,977 集会所の管理運営 小郡総合支所
地域振興課

自治会集会所等建設費助成
事業費

2,000 自治会集会所の建設費及び修繕費等に対する助成 小郡総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

14,537 地域交流センターの管理運営 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

地域交流センター管理運営
費

13,535 地域交流センターの管理運営 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

集会所管理運営費 950 集会所の管理運営 阿知須総合支
所地域振興課

地域環境整備事業費 12,000 場外舟券販売場の立地に伴う協力金を受け、阿知須自
治会連合会及び佐山地区自治連合会が実施する周辺
環境を良好に維持・改善するための事業に対し助成

阿知須総合支
所地域振興課

地域交流センター管理運営
費

15,425 地域交流センターの管理運営 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

集会所管理運営費 2,041 集会所の管理運営 徳地総合支所
地域振興課

島地温泉ふれあいセンター
管理運営費

195,612 島地温泉ふれあいセンターの管理運営 徳地総合支所
地域振興課

柚野地域活性化センター管
理運営費

1,676 柚野地域活性化センターの管理運営 徳地総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

17,746 地域交流センターの管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

地域交流センター管理運営
費

30,549 地域交流センターの管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

広報紙発行費 42,514 市報やまぐちの発行 広報広聴課

クロスメディア情報発信事業
費

13,234 テレビ（ｔｙｓ、ｙａｂ）、ラジオ（ＦＭ山口、ＫＲＹ）、新聞、市
公式ウェブサイト、ソーシャルメディア等を利用した広
報活動

広報広聴課

ケーブルテレビコミュニティ
チャンネル番組供給事業費

12,791 山口ケーブルテレビにおける広報番組の制作・放送、市
議会中継

広報広聴課

移動市長室運営事業費 108 移動市長室の開催等 広報広聴課

県央連携都市圏域情報発信
事業費

5,000 地域情報紙やテレビ、ウェブサイトによる観光や移住定
住に関する情報などの圏域情報の発信

広報広聴課

（２）市民参画によるまちづくり

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

広報広聴事務費 5,267 広報広聴活動全般に関する事務費
市長定例記者会見の録画動画に手話・字幕を表示し市
公式ウェブサイト上で配信

広報広聴課

市民相談事務費 649 市民相談窓口の対応、市民無料法律相談の実施 広報広聴課

市公式ウェブサイト運営事業
費

3,129 市公式ウェブサイトの保守管理 広報広聴課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

多文化共生推進事業費 2,463 日本語ボランティア養成講座、多文化共生啓発事業等
の実施

国際交流課

男女共同参画基本計画策
定・推進事業費

1,514 情報誌の発行、市民意識調査の実施 人権推進課

男女共同参画センター運営
事業費

6,186 男女共同参画センターの管理運営 人権推進課

同和対策貸付金収納事業費 2,155 住宅新築資金等貸付金及び同和福祉援護資金貸付金
の収納

人権推進課

困難な問題を抱える女性支
援事業費

5,523 基本計画の策定準備、女性相談支援員の配置、相談・支
援に関する普及啓発

人権推進課

山口隣保館管理運営費 6,829 山口隣保館の管理運営 人権推進課

陶隣保館管理運営費 4,913 陶隣保館の管理運営 人権推進課

人権学習推進組織等運営事
業費

1,016 人権教育推進委員会の開催、地区人権学習推進組織や
社会教育関係団体への研修等委託

人権推進課

人権啓発・学習講座開催等
事業費

612 人権学習講座の開催 人権推進課

教育集会所管理費 266 教育集会所の維持管理 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

行政改革大綱推進事業費 422 行政改革推進委員会運営、行政改革大綱の推進 行政経営課

事　　業　　名

事　　業　　名

（３）人権を尊重し、あらゆる人が自分らしく活躍できる共生社会の推進

事　　業　　名

（４）計画的、効果的な行政経営と更なる市民サービスの向上
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

デジタル行政推進事業費 69,124 行政手続等のデジタル化の推進等
令和８年度はデジタル技術を活用した本庁舎等での利
便性の高い窓口サービスの充実、市公式LINEの機能
強化及び一部公共施設の予約完全オンライン化等を実
施

デジタル推進
課

電算システム保守運用管理
費

229,346 基幹系システムの運用保守 デジタル推進
課

電算システム開発事業費 120,522 自治体システム標準化及び法改正等に対応するシステ
ムの構築・改修や、保守期限を迎えた機器等の更新を
実施

デジタル推進
課

ＷＡＮ関連事業費 366,520 情報系システム及びネットワークの運用保守 デジタル推進
課

市有財産管理費 12,231 市有財産の維持管理 行政経営課

市有財産有効活用事業費 6,910 未利用財産の売却等を推進するための測量や鑑定評価
を実施

行政経営課

庁舎維持管理費 316,924 本庁舎（別館含）の維持管理 総務課

車両維持管理費 35,458 市有自動車の維持管理
公用車等を活用したＥＶカーシェアリング事業を実施

総務課

新本庁舎整備事業費 1,884,437 二期工事（市民交流棟新築工事、新立体駐車場新築工
事、広場整備工事等）の実施

本庁舎整備推
進室

行政経営システム推進事業
費

3,068 行政評価システムの運用、まちづくりアンケートの実施 企画経営課

中核都市づくり推進事業費 240 広域県央中核都市の実現に向けた調査研究等を実施 企画経営課

都市連携推進事業費 2,500 山口県央連携都市圏域ビジョンの推進に係る事務 企画経営課

シティセールス推進事業費 9,000 市民の誇りや愛着心の向上、山口市の認知度の向上や
都市のイメージアップに向けた取組

企画経営課

山口市総合計画策定事業費 3,000 次期総合計画策定に向けた取組 企画経営課

都市づくり推進事業費 19,566 都市核エリア及び都市づくりの調査研究
県農業試験場等跡地や県立大学南キャンパス跡地の利
用方策の検討など、都市機能の強化に係る取組を実施

公民連携推進
室

公民連携推進事業費 28,332 公民連携による山口市ずっと元気・PFSプロジェクト
や、若者の人材育成、スマートシティの推進に向けた取
組を実施

公民連携推進
室

新地方公会計推進事業費 2,090 公会計システムの保守及びデータ更新 財政課

総合支所維持管理費 32,485 総合支所庁舎の維持管理 小郡総合支所
地域振興課

総合支所維持管理費 20,603 総合支所庁舎の維持管理 秋穂総合支所
地域振興課

総合支所維持管理費 6,437 総合支所庁舎の維持管理 阿知須総合支
所地域振興課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

総合支所維持管理費 10,847 総合支所庁舎の維持管理 徳地土木事務
所
（徳地総合支
所地域振興
課）

総合支所維持管理費 12,093 総合支所庁舎の維持管理 阿東土木事務
所
（阿東総合支
所地域振興
課）

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

電子入札推進事業費 8,643 電子入札システムの運用等 契約監理課

個人市民税賦課事務費 35,339 個人市民税の賦課事務 市民税課

法人市民税賦課事務費 1,356 法人市民税の賦課事務 市民税課

軽自動車税賦課事務費 12,852 軽自動車税の賦課事務 市民税課

固定資産税等賦課事務費 61,285 固定資産税等の賦課事務 資産税課

固定資産評価事務費 43,450 固定資産の評価事務 資産税課

電子納付推進事務費 11,982 インターネットを利用した市税の電子納付サービスの実
施

収納課

情報公開窓口事務費 210 情報公開請求等の受付、情報公開審査会・個人情報保
護審査会の開催

広報広聴課

住民基本台帳管理事務費 7,279 住民基本台帳に関する事務 戸籍住民課

パスポート管理事務費 8,825 パスポートの申請受付・交付事務 戸籍住民課

個人番号カード事務費 148,806 個人番号カードの申請受付・交付事務、各種証明書等
のコンビニ交付に係る運用管理

戸籍住民課

戸籍管理事務費 12,757 戸籍管理に関する事務 戸籍住民課

総合窓口運営事業費 9,338 総合窓口における証明等の申請受付・交付事務、住民
異動の受付事務、ライフイベントに係る他部課業務の代
行受付

総合窓口課

市議会議員報酬等 277,966 市議会議員の報酬、期末手当、共済費に係る経費 市議会事務局

事　　業　　名

（５）公正、確実な事務の執行

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

議会運営費 27,902 各種協議会等への出席、委員会の行政視察、議会だよ
りの発行、会議録作成等

市議会事務局

政務活動費 11,490 市議会各会派へ政務活動費を交付 市議会事務局

市議会議員選挙事務費 142,452 市議会議員選挙の執行に係る事務 選挙管理委員
会事務局

県議会議員選挙事務費 21,056 県議会議員選挙の執行に係る事務 選挙管理委員
会事務局

事　　業　　名
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資 料

143



（１）一般会計歳入（款別）
令和８年度 令和7年度 比　較 対 前 年

款 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 市 税 29,406,281 31.1 28,755,798 29.7 650,483 2.3 

○ 2 地 方 譲 与 税 792,632 0.8 822,216 0.8 ▲29,584 ▲3.6

○ 3 利 子 割 交 付 金 145,000 0.2 39,000 0.0 106,000 271.8 

○ 4 配 当 割 交 付 金 224,000 0.2 187,000 0.2 37,000 19.8 

○ 5 株式等譲渡所得割交付金 308,000 0.3 301,000 0.3 7,000 2.3 

○ 6 法 人 事 業 税 交 付 金 514,000 0.6 544,000 0.6 ▲30,000 ▲5.5

○ 7 地 方 消 費 税 交 付 金 5,570,000 5.9 5,570,000 5.8 0 0.0 

○ 8 ゴルフ場利用税交付金 51,000 0.1 51,000 0.1 0 0.0 

○ 9 環 境 性 能 割 交 付 金 16,000 0.0 98,000 0.1 ▲82,000 ▲83.7

○ 10
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

35,000 0.0 28,000 0.0 7,000 25.0 

○ 11 地 方 特 例 交 付 金 285,000 0.3 175,000 0.2 110,000 62.9 

12 地 方 交 付 税 18,288,000 19.4 17,897,000 18.5 391,000 2.2 

○ 13 交通安全対策特別交付金 25,000 0.0 35,000 0.0 ▲10,000 ▲28.6

○ 14 分 担 金 及 び 負 担 金 431,354 0.5 832,124 0.9 ▲400,770 ▲48.2

○ 15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,008,309 1.1 1,014,540 1.0 ▲6,231 ▲0.6

16 国 庫 支 出 金 15,369,912 16.3 14,471,722 14.9 898,190 6.2 

○ 17 県 支 出 金 8,217,031 8.7 7,715,205 8.0 501,826 6.5 

○ 18 財 産 収 入 292,770 0.3 218,889 0.2 73,881 33.8 

○ 19 寄 附 金 663,955 0.7 613,135 0.6 50,820 8.3 

20 繰 入 金 3,614,845 3.8 4,868,268 5.0 ▲1,253,423 ▲25.7

○ 21 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

○ 22 諸 収 入 2,285,810 2.4 3,194,902 3.3 ▲909,092 ▲28.5

23 市 債 6,936,100 7.3 9,468,200 9.8 ▲2,532,100 ▲26.7

歳 入 合 計 94,480,000 100.0 96,900,000 100.0 ▲2,420,000 ▲2.5

※表中○が付いているものは、6ページの歳入の概要の表において「その他」の欄に計上されているもの

令和８年度予算の総括表

　　　（単位：千円）

構成比 構成比
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（２）一般会計歳出（目的別）

令和8年度 令和7年度 比　較 対 前 年

款 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 議 会 費 416,738 0.4 403,818 0.4 12,920 3.2 

2 総 務 費 13,696,861 14.5 14,012,129 14.4 ▲315,268 ▲2.2 

3 民 生 費 37,142,632 39.3 35,722,138 36.9 1,420,494 4.0 

4 衛 生 費 7,470,918 7.9 7,272,104 7.5 198,814 2.7 

5 労 働 費 111,483 0.1 117,600 0.1 ▲6,117 ▲5.2 

6 農 林 水 産 業 費 3,726,848 4.0 4,721,214 4.9 ▲994,366 ▲21.1 

7 商 工 費 3,193,675 3.4 3,493,878 3.6 ▲300,203 ▲8.6 

8 土 木 費 7,074,903 7.5 8,273,864 8.5 ▲1,198,961 ▲14.5 

9 消 防 費 3,482,800 3.7 4,726,333 4.9 ▲1,243,533 ▲26.3 

10 教 育 費 6,682,710 7.1 6,882,377 7.1 ▲199,667 ▲2.9 

11 災 害 復 旧 費 415,240 0.4 359,456 0.4 55,784 15.5 

12 公 債 費 10,965,192 11.6 10,815,089 11.2 150,103 1.4 

13 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

歳 出 合 計 94,480,000 100.0 96,900,000 100.0 ▲2,420,000 ▲2.5 

　　　（単位：千円）

構成比 構成比
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（３）一般会計歳出（性質別） 　（単位：千円）

令和８年度 令和７年度 比　較 対前年

　区　 　分 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ／Ｂ　％

 義　 務 　的　 経　 費 51,477,507 54.5 50,020,438 51.7 1,457,069 2.9 

人 件 費 17,598,442 16,826,695 771,747 4.6 

　うち給与 11,055,647 10,728,392 327,255 3.1 

　うち退職手当 1,104,484 671,381 433,103 64.5 

扶 助 費 22,913,873 24.3 22,379,854 23.1 534,019 2.4 

公 債 費 10,965,192 11.6 10,813,889 11.2 151,303 1.4 

 投   資  的   経   費 10,847,744 11.5 14,459,065 14.9 ▲3,611,321 ▲25.0

補 助 事 業 3,444,040 3.7 3,047,961 3.1 396,079 13.0 

単 独 事 業 6,312,194 6.7 10,499,008 10.8 ▲4,186,814 ▲39.9

受 託 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

災 害 復 旧 事 業 415,240 0.4 359,456 0.4 55,784 15.5 

国 直 轄 事 業 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

県 事 業 負 担 金 676,270 0.7 552,640 0.6 123,630 22.4 

 そ  の  他   経  費 32,154,749 34.0 32,420,497 33.4 ▲265,748 ▲0.8

物 件 費 14,506,711 15.4 15,154,905 15.6 ▲648,194 ▲4.3

○ 維 持 補 修 費 639,616 0.7 920,688 0.9 ▲281,072 ▲30.5

○ 補 助 費 等 7,478,823 7.9 7,680,486 7.9 ▲201,663 ▲2.6

○ 積 立 金 674,426 0.7 49,415 0.1 625,011 1,264.8 

○ 投 資 及 び 出 資 金 22,768 0.0 22,873 0.0 ▲105 ▲0.5

○ 貸 付 金 607,991 0.6 737,854 0.8 ▲129,863 ▲17.6

○ 繰 出 金 8,124,414 8.6 7,754,276 8.0 370,138 4.8 

○ 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

94,480,000 100.0 96,900,000 100.0 ▲2,420,000 ▲2.5

※表中○が付いているものは、7ページの歳出の概要の表において「その他」の欄に計上されているもの

18.6 17.4 

　歳   出   合   計
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（４）一般会計歳入歳出構成図

歳入総額
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11.6%
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農林水産業費
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4.0% 消防費

3,483             

3.7%

商工費
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39.9%
依存財源

56,777                    

60.1%

市税
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31.1%

繰入金
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3.8%
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19.4%

国庫支出金
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16.3%

市債

6,936 

7.3%

県支出金
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8.7%
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交付金など

7,966

8.4％
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1.1％

諸収入
2,286
2.4％

その他
2,396
2.6％
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・財産収入
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431
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417
111
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

義務的経費

54.5%

投資的経費

11.5%

その他経費

34.0%
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（５）一般会計当初予算の推移

　　注：平成２１年度までの数値には、旧阿東町分を含む
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（６）財政関係指標（普通会計等）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和7年度 令和8年度

（％） 94.8 95.4 97.4 98.4 98.9 

（千円） 47,804,659 48,477,665 49,676,255 51,188,593 50,692,899 

0.624 0.615 0.617 0.614 0.618

　注）指標のうち下線は見込み数値を表す

【用語の説明】

○経常収支比率

財政構造の弾力性を示す指標で、数値が低いほどゆとりがあるといえます。

人件費・公債費・扶助費などの毎年支出される経常的な経費に、地方税・普通交付税などの毎年収入

される経常的な一般財源のうちどれぐらいの割合が充当されているかを示しています。

○標準財政規模

標準的に収入される経常的な一般財源の大きさを示す指標です。

標準税収入額（普通交付税の算定に用いる標準的な地方税の収入額）や地方譲与税、普通交付税、

臨時財政対策債発行可能額などの合計額となります。

○財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指標で、指数が１を超える団体は普通交付税の不交付団体となります。

普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して求めます。

94,480,000 

136,807,683 

　財政力指数（３ヵ年平均）

109,200,000 96,900,000 

133,569,078 138,050,638 152,721,454 139,010,026 

　経常収支比率　

　標準財政規模

全 会 計 （千円）

90,430,000 95,080,000 

指　　標　　区　　分

当
初
予
算
規
模

一 般 会 計 （千円）
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（７）財政健全化法関係指標

・財政悪化を未然に防ぐため「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成１９年６月に制定されました。

・法律の施行により、平成１９年度決算から下記財政指標の公表、平成２０年度決算から健全化計画策定などの

　義務づけ規定が適用されました。

・このうち、早期健全化についての基準及び指標については、次のとおりです。

早期健全化
基準

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

% % % % 

11.29%以上 － － － －

16.29%以上 － － － －

25.0%以上 6.1 6.3 6.7 7.3 

350.0%以上 72.1 89.3 97.5 108.5 

　注１）表中の「－」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを表している

　注２）指標のうち下線は見込み数値を表している

　将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が
　　将来負担すべき実質的な債務の
　　財政規模に占める比率

財　政　指　標　

　実質赤字比率
  ・一般会計等の実質赤字の比率

　連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

　実質公債費比率（３ヵ年平均）
　・公債費及び公債費に準じた経費
　　の財政規模に占める比率
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（８）市債の状況 （単位：百万円）

借 入 額 償 還 額

A Ｂ C （A+B-C）　D

116,882 118,712 6,936 9,929 115,719 

741 405 0 337 68 

117,623 119,117 6,936 10,266 115,787 

   

令和８年度末
残高見込（見込み）

　一　　般　　会　　計

鋳銭司第二団地整備事業
特　　別　　会　　計

合       　　　　　 計

会　　計　　区　　分

令和６年度末
残高

令和７年度末
残高見込

令和８年度中の増減

20

年度

21

年度

22

年度

23

年度

24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

29

年度

30

年度

元

年度

2

年度

3

年度

4

年度

5

年度

6

年度

7

年度

8

年度

市債残高(A) 915 888 874 863 904 926 957 999 1,007 1,025 1,048 1,083 1,114 1,132 1,098 1,097 1,169 1,187 1,157

交付税措置額（B) 545 553 552 565 613 639 677 720 733 746 765 770 765 768 733 712 713 690 650

臨財債残高(C) 175 195 223 237 263 291 314 332 341 348 353 352 347 351 330 304 275 246 218

実質的な負担(A-B) 370 335 322 298 291 287 280 279 274 279 283 313 349 364 365 385 456 497 507

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400
金
額
（
億
円
）

市債残高の推移（一般会計）

市債残高(A) 交付税措置額（B) 臨財債残高(C) 実質的な負担(A-B)

(

(A)

(B)

(A-B)

(C)
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（９）基金の状況（一般会計） （単位：百万円）

積 立 額 取 崩 額

A Ｂ C （A+B-C）　D

3,020 3,356 359 1,684 2,031 

579 424 2 3 423 

1,718 1,472 11 650 833 

2,538 1,467 623 290 1,800 

3,070 2,321 11 168 2,164 

906 483 5 483 5 

717 314 2 222 94 

659 590 1 13 578 

13,207 10,427 1,014 3,513 7,928 

13,207 11,127 10,628 

　合併特例基金

　その他の基金

合　 　計

決算調整後基金残高（見込）

　財政調整基金

　地域振興基金

　職員退職手当基金

　減　債　基　金

　庁舎建設基金

　こ ど も 基 金

基　　金　　区　　分

令和6年度末
残高

令和7年度末
残高見込

令和8年度中の増減 令和8年度末
残高見込（見込）

20

年度

21

年度

22

年度

23

年度

24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

29

年度

30

年度

元

年度

2

年度

3

年度

4

年度

5

年度

6

年度

7

年度

8

年度

庁舎 28 28 28 28 28 28 33 44 50 50 50 50 49 49 48 43 31 23 22

その他 96 87 107 117 133 150 173 207 216 225 217 181 142 155 143 121 101 88 84

合計 124 115 135 145 161 178 206 251 266275267 231 191 204 191 164 132 111 106

0

50

100

150

200

250

300

基 金 残 高 の 推 移
庁舎
その他

金
額
（
億
円
）
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【歳入】
　市町村交付金（社会保障財源化分）

【歳出】
　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他
社会保障財源
化分の市町村

交付金
その他

高齢者福祉事業 518,840 26,500 13,515 95,178 89,677 293,970

障害者福祉事業 1,106,755 217,596 306,321 166,356 97,352 319,130

児童福祉事業 14,985,420 7,288,100 2,706,665 681,717 1,007,207 3,301,731

生活保護扶助事業 1,516,000 1,137,000 0 0 88,591 290,409

小　　計 18,127,015 8,669,196 3,026,501 943,251 1,282,827 4,205,240

国民健康保険事業 1,138,240 177,752 533,558 0 99,794 327,136

介護保険事業 2,951,368 86,778 43,389 26,400 653,280 2,141,521

後期高齢者医療保険事業 3,341,306 0 625,538 13,761 631,590 2,070,417

年金事業 14,068 14,068 0 0 0 0

小　　計 7,444,982 278,598 1,202,485 40,161 1,384,664 4,539,074

疾病予防対策事業 980,554 2,110 0 0 228,710 749,734

医療提供体制確保事業 255,202 0 12,597 68,361 40,729 133,515

母子保健事業 285,213 48,414 19,863 3,400 49,914 163,622

健康増進対策事業 160,096 4,685 3,478 11,024 32,937 107,972

小　　計 1,681,065 55,209 35,938 82,785 352,290 1,154,843

190,138 61,174 50,243 0 18,401 60,320

27,443,200 9,064,177 4,315,167 1,066,197 3,038,182 9,959,477

社会
保険

保健
衛生

上記以外の
子ども・子育てに関する事業

合計

※「児童福祉事業」及び「上記以外の子ども・子育てに関する事業」には、令和元年10月1日からの幼児教育・保育の無償化
　に係る経費を含む。

特定財源 一般財源

社会
福祉

（１０）引上げ分に係る地方消費税収（市町村交付金の社会保障財源化分）が充てられる

（１１）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

3,038,182 千円 

27,443,200 千円 

事業名 経費

財源内訳
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（１１）財政計画

　財政計画は、令和８年度から令和１２年度までの５年間について、普通会計（一般会計・

　地域下水道事業特別会計・特別林野特別会計）で策定しています。

＜計画期間後の財政見通し＞

◇歳入 （単位：百万円）

R8当初予算 R9 R10 R11 R12

地方税 29,406 29,697 29,871 30,013 29,959 

地方交付税 18,288 17,384 17,290 17,069 16,857 

うち普通交付税 16,245 15,341 15,247 15,026 14,814 

国庫支出金 15,370 16,028 15,046 14,624 14,671 

県支出金 8,217 8,429 8,300 8,202 8,220 

市債 6,936 8,552 7,629 5,002 5,009 

その他 16,276 12,645 12,644 12,642 12,640 

94,493 92,735 90,780 87,552 87,356 

◇歳出

R8当初予算 R9 R10 R11 R12

人　　件　　費 17,599 17,073 17,641 17,578 18,003 

うち退職手当 1,104 793 1,215 1,026 1,251 

扶　　助　　費 22,914 22,960 23,006 23,052 23,098 

公　　債　　費 10,965 10,936 11,046 11,250 10,973 

繰　　出　　金 8,121 8,121 8,121 8,121 8,121 

普通建設事業費 10,433 13,512 11,153 7,340 7,373 

その他 24,461 24,339 23,746 23,595 23,247 

94,493 96,941 94,713 90,936 90,815 

財政収支 [歳入－歳出] 0 ▲ 4,206 ▲ 3,933 ▲ 3,384 ▲ 3,459

基金繰入金 0 4,206 3,933 3,384 3,459 

基金残高 10,788 8,922 7,329 6,285 5,166 

１　毎年度の予算編成において、見直すものとします。

２　Ｒ８当初予算の歳入「その他」のみ基金繰入金を含んだ額としています。

歳入合計

歳出合計
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（１２）特別会計予算

令和８年度 令和７年度 比　較 対 前 年

当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

療養諸費 11,558,232

高額療養費 1,832,300

うち一般会計繰入金 1,435,372 1,469,093 ▲33,721 ▲2.3 国民健康保険事業費納付金 4,431,319

うち一般会計繰入金 1,069,023 975,662 93,361 9.6 

居宅介護サービス給付費 6,426,756

施設介護サービス給付費 4,846,594

うち一般会計繰入金 2,951,368 2,818,988 132,380 4.7 

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金 336,767 337,079 ▲312 ▲0.1 

うち一般会計繰入金 3,075 2,252 823 36.5 

うち一般会計繰入金 12,671 12,190 481 3.9 

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金 5,808,276 5,615,264 193,012 3.4 

6,356

合　　　　　計 42,327,683 42,110,026 217,657 0.5 

特別林野 6,356 10,063 ▲3,707 ▲36.8 特別林野管理費

9,025

国民宿舎 12,673 15,322 ▲2,649 ▲17.3 管理運営事業費 12,672

地域下水道事業 9,283 8,421 862 10.2 
佐山ハビテーション排水
処理施設維持管理費

336,462鋳銭司第二団地整備事業 336,767 337,079 ▲312 ▲0.1 長期債償還元金

14,752介護サービス事業 17,054 17,584 ▲530 ▲3.0 介護予防支援運営事業費

4,452,802
山口県後期高齢者医療広
域連合納付金

介護保険 18,822,910 18,389,344 433,566 2.4 

後期高齢者医療 4,595,314 4,061,860 533,454 13.1 

（単位：千円）

会　　計　　名 主な内容

国民健康保険 18,527,326 19,270,353 ▲743,027 ▲3.9 
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（１３）企業会計予算

令和８年度
当初予算額

Ａ

令和７年度
当初予算額

B

比較増減

Ａ－Ｂ

水道事業

収益的収入 4,688,483 4,592,672 95,811 給水収益 3,368,658 

支出 4,442,454 4,324,762 117,692 営業費用 3,971,210 

資本的収入 4,101,663 2,940,510 1,161,153 企業債 3,473,000 

支出 5,510,109 4,412,611 1,097,498 施設整備事業費 3,607,785 

簡易水道事業

収益的収入 449,550 438,591 10,959 他会計補助金 191,332 

支出 386,760 374,811 11,949 営業費用 340,381 

資本的収入 420,351 340,850 79,501 企業債 267,600 

支出 521,357 449,281 72,076 施設整備事業費 264,980 

公共下水道事業

収益的収入 6,696,328 6,885,687 ▲189,359 下水道使用料 2,922,372 

支出 6,448,252 6,541,742 ▲93,490 営業費用 5,745,669 

資本的収入 4,461,410 6,305,078 ▲1,843,668 企業債 2,663,800 

支出 6,837,603 8,728,264 ▲1,890,661 管渠布設費 2,452,536 

農業集落排水事業

収益的収入 714,380 784,890 ▲70,510 他会計補助金 220,407 

支出 653,245 714,759 ▲61,514 営業費用 624,524 

資本的収入 25,921 13,015 12,906 企業債 20,400 

支出 224,365 231,166 ▲6,801 企業債償還金 169,501 

漁業集落排水事業

収益的収入 34,328 36,775 ▲2,447 他会計補助金 14,474 

支出 29,137 31,431 ▲2,294 営業費用 25,490 

資本的収入 689 689 0 他会計出資金 688 

支出 13,540 15,408 ▲1,868 企業債償還金 8,560 

（単位：千円）

会　　計　　名 主　　な　　内　　容
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（１４）過疎対策事業債充当事業一覧（対象：ハード整備事業）

事業費 充当額

1 島地温泉ふれあいセンター管理運営費 195,612 182,300 
温泉用受水槽設置工事、旧山口市徳地老
人福祉センター解体工事

2 地域交流センター機能強化事業費 48,000 48,000 
阿東地域交流センター生雲分館多目的広
場整備工事

3 徳地生活バス運行事業費 10,000 10,000 バス車両購入

4 やまぐちサッカー交流広場整備事業費 31,500 31,500 駐車場増設工事

5 放課後児童クラブ運営費 20,810 14,900 
八坂小学校区放課後児童クラブ倉庫解体、
新築

6 園芸作物振興事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,454 12,700 山口あぶトマト栽培施設に対する補助

7 県事業負担金 44,400 44,400 県営ほ場整備等負担金

8 林道維持管理費 21,600 21,600 林道維持補修工事（徳地、阿東）

9 水産物供給基盤整備事業費 2,300 2,300 県営水産環境整備負担金

10 道の駅あいお整備事業費 459,634 254,500 建築工事

11 漁港施設維持管理費 18,229 18,200 漁港内外灯リフレッシュ工事

12 十種ヶ峰ウッドパーク管理運営費 36,600 36,600 高圧受変電設備改修工事

13 道路維持補修事業費 170,000 170,000 
大久保線落石対策工事、除雪基地建屋建
築工事

14 道路整備計画道路改良事業費 40,000 40,000 中道線改良工事

15 生活道路改良事業費 100,000 100,000 
鍋倉橋橋梁改築（県委託）、上半久西線、屋
戸海岸線、黒潟長浜線外2線交差点

16 道路バリアフリー化事業費 45,000 45,000 黒潟海岸線バリアフリー工事

17 港湾管理事業費 4,622 4,600 中津江２号防潮堤保全工事

18 公園管理事業費 5,131 5,100 
堀コミュニティ公園トイレ リニューアル工
事

19 防火水槽整備事業費（単独） 7,240 7,200 阿東地域防火水槽長寿命化工事

20 非常備消防自動車整備事業費 48,600 48,600 
生雲分団（消防ポンプ車）、八坂分団・生雲
分団（小型動力ポンプ付積載車）更新

21 小学校施設管理費 2,200 2,200 
秋穂小ＰＡＳ更新、中央小校舎防水改修設
計

22 中学校遠距離通学対策事業費 4,400 4,400 阿東中スクールバス車両購入

事　　業　　名
令和８年度当初予算

事　業　概　要

（単位：千円）
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事業費 充当額
事　　業　　名

令和８年度当初予算
事　業　概　要

（単位：千円）

23 図書館管理運営費 22,200 22,200 秋穂図書館ＬＥＤ化改修電気設備工事

1,367,532 1,126,300 合　　計
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（１５）過疎地域自立促進特別事業（過疎ソフト）充当事業一覧

事業費 充当額

1 島地温泉ふれあいセンター管理運営費 195,612 7,900 島地温泉ふれあいセンター管理運営

2 やまぐちサッカー交流広場管理運営費 11,421 5,800 やまぐちサッカー交流広場管理運営

3 秋穂コミュニティセンター管理運営費 8,326 4,100 秋穂コミュニティセンター管理運営

4 道の駅長門峡管理運営費 17,176 5,400 道の駅長門峡管理運営

5 願成就温泉センター管理運営費 29,070 16,900 願成就温泉センター管理運営

6 大海総合センター管理運営費 13,053 5,100 大海総合センター管理運営

274,658 45,200 

事　　業　　名
令和８年度当初予算

事　業　概　要

合　　計

（単位：千円）
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（１６）地域未来交付金充当事業一覧
（単位：千円）

事業費 地域未来交付金 その他の特定財源 一般財源

1 県央連携都市圏域情報発信事業費 5,000 2,500 0 2,500 

2 シティセールス推進事業費 9,000 2,576 0 6,424 

3 農山村づくり推進事務費 1,798 750 0 1,048 

4 移住促進空き家利活用事業費 5,000 205 0 4,795 

5 やまぐち定住実現プロモーション事業費 2,892 649 0 2,243 

6 ＵＪＩターン支援事業費 2,600 200 0 2,400 

7 小郡がつながる・つなげる交流促進事業費 5,000 2,500 0 2,500 

8 関係人口創出促進事業費 1,000 500 0 500 

9 地域資源活用事業費 2,000 1,000 0 1,000 

10 公民連携推進事業費 28,332 13,500 0 14,832 

11 地域の個性を活かす交付金事業費 196,830 1,200 600 195,030 

12 Ｃ・Ｓ赤れんが企画運営費 1,808 904 0 904 

13 山口情報芸術センター企画運営費 215,795 900 27,950 186,945 

14 山口市菜香亭企画運営費 3,900 1,950 0 1,950 

15 大内文化まちづくり推進事業費 5,677 1,000 1,004 3,673 

16 大内文化特定地域修景整備事業費 7,100 3,550 0 3,550 

17 十朋亭維新館企画運営費 1,500 750 0 750 

18 シェアサイクル実証事業費 40,225 18,562 0 21,663 

19 徳地生活バス運行事業費 53,537 403 10,000 43,134 

20 交通政策推進事業費 13,814 1,000 0 12,814 

21 我がまちスポーツ推進事業費 9,250 1,000 2,150 6,100 

22 雇用対策事業費 1,480 600 0 880 
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（１６）地域未来交付金充当事業一覧（つづき）
（単位：千円）

事業費 地域未来交付金 その他の特定財源 一般財源

23 若者地元就職促進事業費 33,400 14,150 2,100 17,150 

24 農業経営支援事業費 94,865 60 93,844 961 

25 スマート農業推進事業費 25,700 12,850 0 12,850 

26 仁保の郷管理運営費 5,954 2,479 0 3,475 

27 道の駅長門峡管理運営費 17,176 7,210 5,400 4,566 

28 都市農村交流推進事業費 815 250 93 472 

29 ６次産業化推進事業費 1,500 750 0 750 

30 特用林産物担い手育成支援事業費 360 143 0 217 

31 道の駅あいお整備事業費 459,634 204,953 254,500 181 

32 匠のまち創造支援事業費 1,100 550 0 550 

33 ふるさと産品営業推進事業費 335,017 3,265 0 331,752 

34
人が集い賑わいのある市街地づくり支援
事業費

31,500 13,500 0 18,000 

35 事業承継支援事業費 4,000 2,000 0 2,000 

36 産業交流拠点施設管理運営費 347,563 21,448 40,053 286,062 

37 産業交流スペース管理運営費 50,722 25,066 0 25,656 

38 新産業創出促進事業費 11,514 5,657 0 5,857 

39 デジタル技術活用促進事業費 5,000 2,500 0 2,500 

40 大内塗産業活性化支援事業費 11,500 5,750 0 5,750 

41 新山口駅周辺出店等支援事業費 3,000 1,500 0 1,500 

42 人材確保企業重点支援事業費 4,500 250 0 4,250 

43
デスティネーションキャンペーン観光誘客
事業費

19,933 7,400 3,422 9,111 

44 インバウンド観光誘客事業費 30,748 14,024 1,000 15,724 
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（１６）地域未来交付金充当事業一覧（つづき）
（単位：千円）

事業費 地域未来交付金 その他の特定財源 一般財源

45 湯田温泉観光回遊拠点施設管理運営費 41,143 1,500 0 39,643 

46 観光プロモーション事業費 16,244 5,283 144 10,817 

47 湯田温泉観光誘客事業費 44,500 11,500 19,000 14,000 

48 観光資源活用誘客事業費 22,686 5,150 0 17,536 

49 都市間連携観光誘客事業費 25,481 11,608 0 13,873 

50 湯田温泉パーク企画運営事業費 30,000 15,000 0 15,000 

51 ふるさと伝承総合センター管理運営費 39,099 5,300 0 33,799 

52 都市計画基本調査事業費 22,378 1,500 3,500 17,378 

53 中心市街地活性化計画推進事業費 42,747 1,500 9,136 32,111 

54 避難者対策推進事業費 12,510 5,000 0 7,510 

55 子ども芸術体感事業費 10,444 2,250 0 8,194 

56 小郡文化資料館管理運営費 16,111 230 92 15,789 

2,432,382 467,775 473,988 1,490,619

※事業費は全体事業費を掲載しています。
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（１７）当初予算と一体的に編成する令和７年度補正予算による事業一覧

【令和７年度補正予算（１２月追加その１）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1
物価高対応子育て応援手当支給
事業費

621,000 621,000 

621,000 621,000 0 0 0 0 

136,961 136,961 0 0 

【令和７年度補正予算（１２月追加その２）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1
物価高騰対応重点支援給付金給
付事業費

300,000 300,000 

2 スマート農業推進事業費 30,000 30,000 

3
商工業振興対策事業費
(省エネ機器等導入支援）

30,000 30,000 

4 プレミアム付商品券発行事業費 580,000 580,000 

5 安心快適住まいる助成事業費 121,000 121,000 

6
人材確保企業重点支援事業費
（省人化・省力化機器等導入支援）

20,000 20,000 

7
エネルギー価格高騰対策支援事
業費（LED防犯灯新設等支援）

60,000 60,000 

8 学校給食運営費 300,000 300,000 

1,441,000 1,441,000 0 0 0 0 

1,189,000 1,189,000 0 0 0 

【令和７年度補正予算（３月）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1
高齢者施設光熱費高騰対策支援
事業費

1,400 1,400 

2
障害者施設光熱費高騰対策支援
事業費

500 500 

事業費
財源内訳
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【令和７年度補正予算（３月）】（つづき） （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

3 園芸作物振興事業費 370,666 324,333 46,300 33 

4 県事業負担金（土地改良） 180,399 163,200 17,199 

5
物価高騰対応生活環境支援事業
費（水道料金減免）

550,000 538,642 11,358 

6
物価高騰対応生活環境支援事業
費（井戸等維持管理費用支援）

20,000 20,000 0 

7 地籍調査事業費 23,740 17,805 5,935 

1,146,705 560,542 342,138 209,500 17,199 17,326 

1,144,805 558,642 342,138 209,500 17,199 17,326 

事業費
財源内訳

うち、令和８年度への繰越額
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本資料に掲載している一部のイラストについては、生成 AI により作成した画像を使用しています。 




